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序 文

われわれが、 国民の核アレルギーを軽減させたいとの悲願のもとに放射線教育フォーラ

ムを設立してから満1 3年になる。  この間、主に小・中・高等学校の学校教育で放射線・

放射能・ エネルギ一問題の正しい知識を教えて頂くことが最も大切と考えて、 学習指導要
領の改善を要望するなど、 種々努力を重ねてきた。 また毎年新しく発行される教科書にお

ける放射線・原子力関係の記述をしらべ、 不適切な記述について指摘してきた。その効果

あってか、 また文部科学省の教科書検定官の適切な指導のゆえか 、 最近の教科書は以前よ

り もかな り 、  特に理科ではほぼ充分に改善されていることは大変喜ばしい。

放射線教育は、放射線・放射能、 エネルギー、原子力とその応用などの純然たる自然科
学的な事象ばかりでなく、  これらの社会への応用における価値判断的な要素をも含む点が
大きな特徴であるが、 基本は低レベルの放射線影響に関する科学的事実である。 と こ ろ が

この分野の学問的な研究において種々の新しい知見が得られているにも関わらず、 法規に

よる規制は、未だに「放射線は微量でもリスクがある」とするいわゆる「しきい値なしの

直線的モデル」 が採用されている。  このことが、  いつまでも一般人の放射線アレルギーは

解消されないでいる大きな原因であることは否定できない。 放射線教育がゆきわたれば、

少量の放射線に対しても 「正しく怖がる」  事ができ、  安心して医療が受けられる。 また、

近くに原子力施設があるからといって、 根拠のない風評被害に巻き込まれなくてすむ。

「原子力施設からすこしでも放射能がもれれば危険である」 との考え方は間違つている。

それは、 この自然の環境に自然放射線として、 自分の体の中にさえも、 少量の放射線・放

射能が存在しているからである。  もしこの量の数百倍、 数千倍もの量を浴びるようなこと

になれば危険かもしれないが、 この量の何十、何百分の1くらいの少ない量が増えても全

く心配はないと考えねばならない。 放射性廃棄物の最終処理場が見いだせなくて困つてい

るよ うであるが、  廃棄物処理に関する考え方も、 「絶対に放射能を漏らさないように」 では

な く て 、  「厳重に管理はするが、 万一不慮の地震等の事態が起こって仮に放射性物質が漏れ

ても住民の人体への線量の増加が現在の自然放射線量より僅かに増える程度であれば差し
支えない」との考えで設計し、そのことを社会一般にもっと理解してもらわねばならない。

4年前のこの細で意見を述べたように、 最近の国際情勢は 「核テロ」 が決して起こりえ

ないことではなくなっている。  もし万一、 日本で放射性物質が撒き散らされるような事態

が発生したとき、  国土と国民の安全を確保するためには、 自衛隊員や警察官、 あるいは消

防隊員が出動してその処理に当たらねばならない。 したがってこれらの人々は、 放射線や

放射能に関する基礎的知識と簡単な放射線の測定方法などを知つており、 どのような事態

にもバニ ツ クにな る こ と な く 、  人命救助などの必要な行動が取れることが望ましい。われ

われは、 これらの組織からの要請があれば、 学校教員や一般社会人を対象にするのと同じ

くこれまでの経験を生かして、 これらの方々の教育活動に協力することにやぶさかでない。

本冊子の刊行は、 2 0  0 0年3月から過去1年間の活動の記録として毎年度末に行つて

いるものである。ここには、放射線教育の参考になるようにと、主にこの1年間に行われ

たセミナーや勉強会の配付資料の幾つかを収録した。 この冊子が、 従来の同種の刊行物同

様に、 関係者各位にとり何らかのお役に立つことを切に希望するものである。

2 0 0 7 年 3 月 NP0法人放射線教育フ オーラム

(文責) 事務局長 松浦辰男
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第 1 章  放射線教育フォー ラムの

2 0  0 6年度の活動

及び

2 0  0 7年度の計画



こ の 章 で は 、  フ ォ ー ラ ム の 2 0  0 6 年 度 の 活 動 と 2 0  0

7 年 度 の 計 画 の 要 約 、  現 在 の 役 員 名 簿 と 2 0  0 6 年 度 に 開

催 し た種々の会合の記録 、  並 び に 2 0  0 6 年 度 の 主 要 な 実

績 と し て 2 0  0 5 年 度 に ひ き つ づ き 文 部 科 学 省へ 提 出 し た
要望書  ( 補 足 文 書 )  の内容 、  さ ら に 2 0  0 7 年 度 か ら フ ォ

ー ラ ム 青 森 支 部 を 設 立 す る の で そ の 準 備 に 関 す る 資 料 を 紹

介 す る 。



1 . 2 0  06年度の活動について

NP0法人放射線教育フォーラムは、 放射線、 放射能、 原子力の専門家及び学校教員の有志によ

り構成され1994年4月に発足し、2000年11月にNP0法人の認証を受けたボラン夕リ一組織で

ある。  当フォーラムは、 社会一般の人々が科学技術の最近の進歩で恩恵を受けているのにもかか

わらず若い人達に 「理科離れ」、 「理科嫌い」 が見られること、  また現在有識者を含む多くの方々

が放射線や放射能に対して科学的な事実以上に過剰の不安感をもっており、 そのことが原子力や

放射線の平和利用を大きく妨げている現状を憂慮している。 この現状を打開するため、 特に小学

校・中学校・高等学校の学校教育において、 エネルギ一環境問題・放射線・原子力に関する正し
い教育が理科教育の中で行われるように、 教育システムを改善し教員を育成することに重点をお

いて勉強会の開催や幾つかの専門委員会を開催し、 定期刊行物を刊行しまた当局に政策提言を行

うなど種々の方法で活動をしている。 また、 社会におけるこの分野の正しい知識の普及を図るべ

く努力をしている。フォーラムの会員は、2007年2月14日現在、個人会員212名、団体会員は

57団体である。

事業活動実績

フォーラムの定款では事業は (1 )  放射線教育に関する国内及び国際シンポジウム、 勉強会の開

催、(2)放射線教育に関する調査研究並びに情報発信、(3)放射線教育に関する政策提言の3つ

に分類されている。 以下に、 これらの各項について2006年度の実績を要約する。

( 1 )勉強会(会員を対象)については、本年は3回 ( 6月、 1 1月、 3月 )束京で開催したが、参

加者に好評であった (講師・テーマについては本章4項に記載)。 主に文系の学校教員を対象とす
るセミナー (「エネルギー ・環境・放射線セミナー」、文部科学省主催、(財)放射線利用振興協会
に協力)については、2001年度より毎年全国10箇所で開催されている。今年度の参加者総数は

488名であった (第2章で本年度開催実績及び来年度の実施計画が述べられている。)

( 2 )専門委員会開催ならびに情報発信 (専門委員会の活動の成果は第2章で報告)「教育課程検

討委員会」は本年度に4回開催した。「リスク問題検討委員会」は3回開催。「教科書記述調査検

討委員会」 と 「低レベル放射線影響検討委員会」 は今年度に委員会は開催しなかったが委員が個

人的に活動した。 「実験教材検討委員会」、 「マスコ ミ報道調査委員会」、 「加速器利用調査・検討委
員会」 に関しては委員会は開催されていないが資料を収集中。

定期・不定期印刷物については、二ユースレ夕一が3度 ( 3 5 、 3 6 、 3 7号 )発行された。 「放射
線教育」誌と「年度末報告書」はいずれも3月末に刊行。(編集委員会を4回開催した)。

フォーラムの広報活動については、 ホームぺージ (http//www.ref.or.jp )  が開設されている。
( 3 )政策提言 昨年度提出した文部科学省への要望書「エネルギー・環境教育の充実のための
学習指導要領の改善について」 を補足して、 特に小学校・ 中学校の義務教育段階で放射線の基礎

的知識を、 以前のように学習指導要領の中に入れていただくための文書を文部科学省・初等中等

教育局へ提出した。
(そのほかの対外活動) 第4 3回アイソ トープ ・放射線研究発表会にパネル討論 「社会的観点から

放射線教育を考える」 ( 2 0 0 6年7月7日(金 ) )を提案し実行した。 (提案者:田中隆一理事、座

長:松浦辰男事務局長)

フオーラムの運営のための会合 (会合の記録については別項)「通常総会」を6月に開催。「理

事会」・「理事連絡会」を2005年度は計6回開催。「セミナ一運営委員会」を(理事会または理事
連絡会の都度)合計6回開催。セミナ一開催のための「ワーキンググループ 」を ( ( 財 ) 放振協と
の合同で)2回開催。「将来計画検討委員会」を6回開催。「顧問会」を3月に1回開催。
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2 . 2 0  07年度以降の活動にっいて

2 .  1 フ オ ーラムの運営についての計画

財政状態の改善のために経費節減が努力されているが、 従来の活動を継続し、 新事業の展開を

行うために個人及び団体会員数の增強、 寄付金の依頼、 収入を図る活動などが計画されている。

2 0  07年度中に次年度役員(理事・監事)の選出を行うための委員会を立ち上げて、年度末

に役員選挙が実施される。

事務局運営の在り方については、 能力と熱意がありしかも時間的にゆとりのある人が適材適所

で効率的に働くことが出来るようにする。

機関紙等の出版の在り方については、 ホームページの改善と充実を図り、 出版した論文・報告

をホームページ上でも公表することを検討する。

専門委員会の在り方については、 これまでに開設された委員会の中には現在活動を休止してい

るものがある。  これらの委員会活動の運営の見直し、 また、 関心のある一般会員の委員会への参
加についても検討する。 委員会活動を存続するための財源などの問題点についても討議する。

経常的な会合の開催予定は従来とほぼ同じく、「通常総会」を6月に開催。「理事会」・「理事連

絡会」を2007年度は計6回開催予定。 「セミナ一運営委員会」 を(理事会または理事連絡会の都
度 )合計 6回開催。セミナ一運営のための「ワーキンググループ 」を ( ( 財 )放振協との合同で )
2回開催。「将来計画検討委員会」を約5回開催。「顧問会」を3月に1回開催。選挙管理委員会

を2回開催。

2 .  2 フ オ ーラムの対外的な活動計画(継続のものを含めて)

( 1 )学校教員向けの「エネルギー・環境・放射線セミナー」の全国10地区での実施
(2)  「リスク問題」 に関する教育テキストの作成 (学校教育及び社会教育の両方において使用

可能なもの)(「原子力安全基盤研究」として、(独)安全基盤機構に提案の予定)

( 8 )治安当局者(警察、消防、自衛隊員) への放射線教育案の作成(将来の緊急事態に対処す
るための基礎)

( 4 ) 「第4回放射線教育に関する国際シンポジウム( I SRE0 8 ) 」 ( 2 0 0 8年2月台湾(台北市)

にて開催予定)の支援 (フォーラムに委員会を設立(委員長:長谷川圀彦副会長))

(5 )  「放射線測定実践支援」 (財) 日本科学技術振興財団が文部科学省の委託事業として平成

12年度より実施していたもの) への支援の継続
(6) 一般社会への正しい知識普及活動
フォーラムの会員が広く一般社会の方々と接触して、 知識・経験を伝え意見交換をする

機会を作る。 フ オ ーラム会員が講師となって話題提供できるテーマのリストを現在作成中

である。

(7) 一般からの放射線に関する質問の回答・相談への対応
(8)学校における放射線教育内容の整備 (これは文部科学省への要望書に関連するもので、
「エネルギー」と「放射線」に関して、小学校、中学校、高等学校の各段階で具体的にど
のような内容をどのように教えるかを検討し、 要望書の補足資料 (第 2次 )  として提出す

る 。 これは以下の ( 8 ) と も関連 )

(9 )教育用資料の制作

① 放射線 ・ エネルギ一等に関する用語解説集の制作 (教育課程検討委員会で作成中)
② 放射線 Q&A (教育課程検討委員会と事務局で作成中)
③ リスク問題パンフレット(教える教員が理解するための解説書を作る。「リスク間題検

討委員会」で作業中)

(10)  ホームページの充実と整備を実施する。
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NP0法人 放射線教育フォーラム 2006年 ・ 2007年度役員名薄
2006年7月11日現在 (五十音順)

会長: 有馬朗人

副会長:

理事:

監事:

飯利雄一河村正一

長谷川圀彦

朝野武美

石黒亮二

伊藤泰男

岩崎民子

江 田 稔

大島浩

大野新一

加藤和明

金子正大

黒杭清治

小高正敬

田中隆一

堀内公子

松浦辰男

森千鶴夫

吉田康彦

笹川澄子

播磨良子

(日本科学技術振興財団会長 ・科学技術館長・元文部大臣兼科学技術庁長

官 ・元東京大学総長)

(広領域教育研究会代表幹事)

(神奈川大学総合理学研究所名誉研究員・ 日本防護服研究会理事長)

(静岡大学名誉教授)

(医療法人清恵会第二医療専門学校非常動講師)

(北海道大学名誉教授)

(元束京大学工学部教授)

(放射線医学総合研究所名誉研究員)

(青森大学大学院教授)

(佐野日本大学中学高校教諭)

(理論放射線研究所長)

(高エネルギ一加速器研究機構名誉教授)
(放射線影響協会顧問)

(元芝浦工業大学教授)

(立教大学理学部化学科兼任講師)

(元日本原子力研究所高崎研究所長)

(大妻女子大学社会情報学部教授)

(立教大学名誉教授)

(愛知工業大学客員教授)

(大阪経済法科大学客員教授)

(環境科学技術研究所主任研究員)

(CTCソリューションズ技術顧問)

理事 ・事務局長 :松浦辰男 (立教大学名誉教授)

特事: 荒谷美智 (青森県六ヶ所村教育アドバイザー )、  井上浩義 (久留米大学医学部教授)、 菊池文誠
(元束海大学理学部助教授)、木村捷二郎(大阪薬科大学教授)、斉藤直(大阪大学アイソトープ総合

センタ一教授)、 佐伯邦子 (元秋田経済法科大学附属高校教諭)、 佐伯正克 (元日本原子力研究所特別

研究員)、佐久間洋一(核融合科学研究所助教授)、佐藤正知(北海道大学大学院工学研究科教授)、白

形弘文(日本エクスクロン(株 )技術顧問)、下道国(藤田保健衛生大学衛生学部教授)、砂屋敷忠
(放射線影響研究所臨床研究部顧問)、竹田満洲雄(束邦大学理学部教授)、田村直幸(元日本原子力

研究所ラジオアイソトープ・原子炉研修所長)、鶴田隆雄(近畿大学原子力研究所教授)、唐木宏(元

攻玉社高校教諭)、中尾祐次(元長野県伊那北高校教諭)、中西孝(金沢大学大学院自然科学科教授)、

中西友子(東京大学大学院農学生命科学科教授)、西尾信一(埼玉県立本庄高校教諭)、坂内忠明(放

射線医学総合研究所主任研究員)、広井禎(元筑波大学附属高校副校長)、古屋廣高(九州大学名誉教

授)、三門正吾(千葉県立柏高校教諭)、峯岸安津子(神奈川大学理学部研究員)、宮澤弘二(元束京家

政大学付属女子高校教諭)、 村石幸正 (束大教育学部附属中等教育学校教諭)、 渡部智博 (立教新座中

学高校教諭)、渡利一夫(放射線医学総合研究所名誉研究員)

E間 :  安成弘(東京大学名誉教授)、今村昌(理化学研究所名誉研究員)、久保寺昭子(束京理科大
学名誉教授)、斎藤信房(東京大学名誉教授)、佐々木康人(元放射線医学総合研究所理事長)、篠崎善

治 (元都立アイソ トープ総合研究所参事研究員)、村主進(原子力システム研究懇話会フェロー ) 、 住

田健二(大阪大学名誉教授)、 高島良正(九州大学名誉教授)、野崎正(元北里大学教授)、更田豊治

郎(元日本原子力研究所副理事長)、伏見康治(大阪大学・名古屋大学名誉教授)、松平寛通(元放射

線医学総合研究所長)、山口彦之 (束京大学名誉教授)、山寺秀雄(名古屋大学名誉教授)
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4. 2 0  06年度の:里事お会合・勉強会等の商
講演者に関して、 フォーラム会員は所属・肩書きを省略

2 0 0 6 年

4月  6日 (木 )  第1回理事連絡会・第1回セミナ一運営委員会(尚友会館8階、 1 3名 )
4 月 2 5日 (火 )  第1回将来計画検討委員会(尚友会館8階、 5名)

5月 1 1日 (木 )  第1回リスク問題検討委員会(尚友会館8階、6名)

5 月 1 9日 (金 )  第1回理事会・第2回セミナ一運営委員会(尚友会館8階、15名)

5月 1 9日 (金 )  第1回セミナーワーキンググループ(八重洲富士屋ホテル、 1 5 名 )

5月 2 7日 (土 )  第1回編集委員会(大妻学院、8名)

6 月 1 3日 ( 火 )  第2回将来計画検討委員会(尚友会館8階、 4名)

6月 1 7日 (土 )  第2回理事連絡会・第3回セミナ一運営委員会(科学技術館6階、 1 3名 )
6月 1 7日 (土 )  第1回総会・勉強会(科学技術館灘6階、総会30名、勉強会38名、懇親会23名)

的強会プログラム)

「放射線利用:日本の偏見は教育改革から急げ」 竹内哲夫 (元原子力委員)

7月7日 (金)

7月 1 8日  (火)

8月  2日 (水 )

8月  3日 (木 )

8月 3 1日 (木 )

9月  9日 (土 )

9月 9日(土)

9月 2 0日 (水 )

9月 2 3日 (土 )

「チェルノブイリの現状」 金子正人

「私たちはものごとを適切に怖がっているであろうか」 河村正一

「学校における放射線実習についての一提案」 播磨良子

(日本アイソトープ九回主催、第43回アイソトープ・放射線研究発表会、 日本青年館)

パネル討論会 「社会的視点から放射線教育を考える」

座長: 松浦辰男

(1) 放射線を中心とするリスクコミュニケーション 住田健二

(2) リスクコミュニケーションの視点からみた診断医療の放射線被ばく

古賀佑彦(藤田保健衛生大名誉教授)

(3) 低レベル放射線影響と安全規制についての社会人への放射線教育 新 正 人
(4) 社会的コミュニケーションの視点からみた食品照射問題

碧海酉葵(消費生活アドバイザー)

(5) 放射線とその利用についての社会的コミュニケーションの実践で得たもの

浅田浄江(ウエメンズ・エナジーネットワーク代表)
第1回教育課程検討委員会(科学技術館5階、 8名)

第2回リスク問題検討委員会 (尚友会館8階、 5名)

第2回理事会(新・旧合同)・第4回セミナ一運営委員会(尚友会館8階、 1 9名 )

第3回将来計画検討委員会(霞ヶ関束海倶楽部、 6名)

第2回セミナーワーキンググループ(霞山会館、 2 3名 )

第3回理事連絡会・第5回セミナ一運営委員会(霞山会館、 2 3名 )

第3回リスク問題検討委員会 (尚友会館8階、 6名)

第1回青森支部設立準備セミナー (六ヶ所村文化交流プラザ(スワ二一)、 3 0名 )

主なプログラム 経 解  古川健治(六ヶ所村村長)

青森支部設立準備セミナ一開催までの経緯 荒谷美智

講演放射線防護「放射線の安全管理仕組みと考え方」 加藤和明

9 月 2 6日 (火 )  第2回教育課程検討委員会(科学技術館5階、9名)
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1 0 月  6日 (金) 第2回編集委員会 (霞ヶ関束海倶楽部、 8名)

1 1 月 1 9日 (日 )  第2回青森支部設立準備セミナー (日本原燃(株)環境管理セン夕一、 3 0名 )

主なプログラム 精解古川健治(六ヶ所本、、1L村長)

開 の 商 と 見 学

「ひとくち講座・ γ線スぺクトルとイメージングプレー ト」

簡線教育フォーラムの活動について

1 1 月 2 5日 ( 土 )  第5回将来計画検討委員会(科学技術館、5名)

1 1 月 2 5日 ( 土 )  第2回勉強会(科学技術館6階、40名)

例強会プログラム)

「国際核不拡散体制と日本の対応一:北朝鮮核実験の背景と影響」

「ハンセン病と放射能」
「チェルノブイリの実情についてー ヤオロウスキ一氏の評論の紹介」

1 2 月  5日 (火 )

1 2 月 1 2 日 ( 火 )

1 2月 1 5日 (金 )

1 2月 1 5日 (金 )

2 0 0 7 年

1月 3 0日 (火 )

2月  7日 (水 )

2月 1 6日 (金 )

3 月  2日 (金 )

3月 1 0日 (土 )

3月 1 0日 (土 )

笹川澄子

松浦辰男

吉田康彦

清水彰直

岩崎民子

「海外における中学・ 高校の教科書記述についでー イギリス ・ オーストラリア  ・ アメ

リカほか」

第3回教育課程検討委員会 (科学技術館5階、 7名)

第3回編集委員会(霞ヶ関束海倶楽部、 1 0名 )

第3回理事会・第6回セミナ一運営委員会(尚友会館8階、 1 0名 )
第3回セミナーワーキンググループ(東京国際フォーラム、 1 5名 )

渡部智博

第6回将来計画検討委員会(第一白川ビル、 5名 )

第4回編集委員会 (霞ヶ関束海倶楽部、 9名)

第4回理事連絡会・第6回セミナ一運営委員会(内田洋行会議室、 1 0名 )
第4回教育課程検討委員会 (第一白川ビル、 9名)

第1回顧問会(科学技術館6階、13名)

第3回勉強会(科学技術館6階、勉強会43名、懇親会22名)

(勉強会プログラム)

専門委員会の活動報告など

(1- l )フォーラムの活動に関する総合的報告

(1-2)教育課程検討委員会の報告(要望書を含む) 江田 稔

(1-3)中・高校において扱われるべきリスクに関する教育について

田中隆一・河村正一

( l-4)他の各専門委員会(実験教材・低レベル・マスコミ報道)の報告

(1-5)放射線・放射能・原爆などに関する科書記述範について 松浦辰男

能の大学入試間題における放射線 ・ 原子力関係の出題の状i況について

岡 多賀彦(清風南海学園高校)

国連科学委員会 (l11NSCEAR) 報告書の変遷とICRP勧告との関連

核テロ対処に関する資料(NCRP資料)の紹介

笠 井 篤

加藤和明



2 0 0 6年1 0月3 1日

「義あ教青際程において学ばせたい 「放射il教青」 の内容についての提案」
(要望書 「エネルギー ・環境教育の充実のための学習指導要領の改善について」

(平成17年8月15日提出)に関する補足資料)

NP0法人放射線教育フォ ー ラム

1 . ま え が き

われわれは1年前に 「エネルギー・環境教育の充実のための学習指導要領の改善について」

という要望書を文部科学省(初等中等教育局)に提出した(1 )。その際、担当官から、要望書

の趣旨は理解したので、 次回には、 この要望の趣旨を現行の学習指導要領 (2,3,4) の も とで

(すこし修正する形で) 進めるための教育内容について、 児童・生徒の発達段階に応じてどの

段階でどのような教育を行うべきかについて具体的な資料を提出することが求められた。

その後、本年秋から、中学校(及び小学校)の教育課程に関して、特に理科について、内容

の検討が始まることが伝えられた。以下において、昨年提案した諸項目のうち、標記のように、

義務教育課程 (小学校及び中学校) において、 特に放射線に関して、 教室での授業及び実習に

よって学ぶことの必要性とその内容について述べる。

2.放射線に関する教育の必要性

これは必ずしも日本人のみに限るのではないが、 社会一般の人々は、 放射線のわずかな被曝

や少量の放射能を重大なものとして考える。 しかし、人類は太古の昔から自然放射線を被曝し

ている。  自然放射線は字宙線や、 地殼に存在する天然放射性同位体から放出されている。 さ ら

にX線診断のような人工的な放射線や放射性同位体の利用による被曝も受けている。

日本人に「放射線」・「放射能」(以下放射線等と省略する)を強烈に印象付けたのは、第二次

大戦の終結時に広島と長崎の市民が悲惨な経験をさせられた原爆の投下である。 その後には、

水爆実験の犠牲となったマグロ漁船の第 5 福竜丸乗務員の被曝であった。 さらに近年では、

1986年のチェルノブイリ原発事故や1999年に発生した J C 〇事故である。

しかし、X線をはじめとする放射線等は現代の医療利用において、 さまざまな疾患の診断や

治療には欠くことのできない技術となっている。 1997年度における日本での放射線利用によ

る経済的規模の総額は、 8兆 6千億円  ( G D  Pの 1 . 7 % )  となっており、  このうち工業利用が

7兆3千億円で大半を占め、医療利用は約1兆円である。工業利用の73%は半導体加工で群

を抜いている(5 , 6 , 7 )。

人々の中にはラジウム温泉などの放射能泉を自然の恩恵として有難く感じる人も少なくな

いが、 日本と外国人を問わず、大多数の一般的な意識としては、放射線・放射能は危険で恐ろ

しいもので、少量でも後になってがんの発生や遺伝的な影響を引き起こすという思い込みを根

強く持つている。しかし、この二つの「晩発的影響」のうち、後者については、原爆の被災者

のデ一夕から遺伝的影響は全く現れていないので、400ミリシーベルト程度(現在日本人が年
間に自然放射線その他から被ばくしている量の約200倍)までの被ばくであれば、事実とし
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て心配する必要がないということが専門家の意見として確立されている (8,9,10)。 また、 前

者の、 がんや白血病の発症については、 現在の放射線防護の考え方は「受けた放射線量に比例

してリスクがある」とする仮定 (いわゆるL  NT仮説)  に従つて厳しい法規ができていて、 こ

れも国民の放射線を怖がる傾向を助長している。 ところが事実は、 最近の動物実験や英国の放

射線医師や航空線パイロットに関する疫学的研究などから、年間数ミリシーベルト程度の低線

量・低線量率の放射線は刺激となって生体に有益であるとの考え方もあり (11)、 少な く と も

200 ミ リ シーベルト程度までは影響がないらしいとする考え方が徐々に専門家の間で広まり

つつある。

日本のエネルギ一問題の解決には原子力の役割を重視せねばならないが、原子力の社会受容
のためには、「工ネルギ一教育」をもっと進めるとともに(12)、大多数の日本人が持つている、

放射線等に対する科学的事実に基づかない不安や恐怖心を取り除かねばならない。そのために

は、 義務教育のときから放射線・放射能などについて正しい教育をする必要がある。

3 . 小学技・ 中学技の教科書におし-1る放射線等の記述 ( イ夕 リ ッ ク体 ?i原文の引用)

小学校の社会の教科書では、 6 年生の歴史的分野で、 第二次世界大戦終結の際の原爆の投下

を現行の教科書8点すべてが取り上げている。そのほとんどにおいて、 原爆投下後廃墟となっ

た広島や長崎の写真などとともに、 例えば、 l原爆は、 人類がこれまで経験したことのない悲

惨な被害を号/き、おこしました。 いっしゅんのうちに建物は破壊され、数過間のうちに 、 両市を

合わせて約2 1万人の人々がなくなりました。」 (大阪書籍)、 「 ・ - -放射能をあびて、 今なお
苦しんでいる人が多い」 (日本文教出版) のように、  原爆の悲惨さが記述されている。 しかし

小学校の理科の教科書では、 放射線や放射能に関して何も触れられていない。恐らく一般社会

人と同様な放射線等に対する意識をもつ先生の説明から、当然ながら子供たちには放射線等は

怖いものという科学的事実に基づかない意識をこの時代の教育において受けることになる。

中学校の社会(歴史)の最近の8冊の教科書について調査した結果では、「日本の敗戦」に

関して、 ポッダム宣言とかソ連の参戦などのキーワー ドが加わっているが、 原爆投下の際の状

況については、 街の廃墟やキノ コ雲、 あるし iは「原爆の図」 の写真とともにその惨状を小学校

の教科書と全く同様に記述しているものが半数以上である。 1954年3月の水爆実験による第

五福竜丸の被曝を取り上げているものもある。

一方、 中学校の理科「第一分野」の教科書では、 学習指導要領の指示のもとに、 「科学技術と

人間」、 「エネルギ一資源」の大きな項目の中で原子力発電の長所・短所が水力・火力発電と対
比されて記述されている。 ところが、原子力と関連の深い放射線に関しては、理科の教科書(平

成14年度から使用)でも、自然放射線の存在や放射線の利用に関する記述が以前より少なくな

っている(13)。 「地理」の教科書でもエネルギ一資源に関連して原子力に関する記述が比較的に

多い。中学社会(公民的分野)では「世界平和と人類の福祉の增大」の項目で、 「日本国の平

和主義」 「核兵器に脅威」 「地球環境・資源エネルギ一問題など」 について考えさせることにな

っている。 ここでも原爆の被害とともに、資源・エネルギ一間題における原子力発電の役割が

取り扱われているが、 1986年に起こったl日ソ連のチェルノブイリ原発事故やそのほかの原子
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力事故が取り上げられることが多い。 その際、 「放射能は、 あらゆる生物にとって、 その生存

を 、おびやかすような影響をあたえる。」 (教育出版、 平成14年地理)、 「原子炉の事故が発生し

た と き 、 原子力の宿命である放射線が人体や環境に大きな影響をあたえる。」 (日本書籍新社、

平成 14年地理)、 という風に、  中学の理科以外の科目で原爆や原子力発電所の事故による放

射線の影響の恐怖や放射性廃棄物の危険性が強調される反面、 理科で放射線・放射能の正しい

知識を与えることをしていない。ただし、昨年4月に公表された、平成18年度より使用予定

のほとんどの出版社の(中学公民科)教科書に対する検定結果において、 種々のエネルギ一源の

比較で原子力発電が利点に比べてその危険性や問題点が強調されている一方で、 自然エネルギ

ーについては普及のために克服すべき課題が記述されていない点で改善が指示されるなど、適

切な指導がされていることは評価に値する。

4.学校教育における放射線関係の知識を形成する上での間題点

以上に述べたように、 わが国における現代の若者たちが放射線等を初めて知る機会は、 小学

校6年の社会 (歴史) の教科書に記載されている原爆の被爆による記述が最も大きい。 中学校

教科書の記述でも、漠然と放射線・放射能は人体に有害なものだとの観念を植え付けるだけで、

その本質、人体への影響及びその利用に関する授業が殆どされていない。高等学校教科書では、
「理科総合A」や3年後期の物理の教科書で、放射線等に関して比較的に正しくとりあげられ

ているが、前者はせっかく良い教材ができているのに、実際はこの科目の代わりに入試目当て

の授業がされていることが多いと聞いている。 また、 物理は生徒に敬遠されがちで履修率は

20%以下となっているので、 国民すべてに放射線等の正しい知識を与えることができるのは

小・中の義務教育課程でしかない。 ところが現在の教育システムでは、 子供たちの知識が形成

される過程において、前述のように放射線等に対するマイナスのインパクトが強烈であり、ま

たその後、 正しい知識の注入がほとんどされないので、 小学校・中学校での既成概念によって

マイナスのイメージが強く持続する結果になっている(6)。

高等学校ではエネルギーの問題が重要なテーマとして取り上げられており、デイべート形式

の両論併記の議論も教科書ではされているが、原子力の価値判断に対して重要な関連を有する

放射線等の知識が小・中学校において不十分である現状は改善する必要がある。 と くに、身の

回りに少量の自然放射線が存在する事実を義務教育課程において常識として知ることは極め

て重要である(14)。

5 .  今回の提案一 義務教育 (小学校 ・ 中学校) において取り扱うべき放射線関係の内容

(小学校では)

放射線に関するごく基本的な知識は、 「理科」 において、 光や音、 あるいは電波について教

えるときに、  「目には見えない実体の一つとして」 紫外線や赤外線と同時に自然放射線が存在

することを教えるべきである。さらに、できれば児童自身がその存在を観察するような実習が

おこなわれることが望ましい。「理科」、あるいは「家庭科」において、あるいは「総合的な学

習の時間」において積極的に実施しようとする教師については、そのような目的に添う適切な

- 10 -



教材が用意されている。(15 ,16 )

(中学校理科)

(教室での授業で)放射線に関する基礎・基本的な内容として、放射線・放射能の基本的知識、

並びに自然放射線、 放射線による人体影響、 及び放射線利用の基本的知識を扱うべきである。

放射線・放射能の基本的知識については、 原子構造の理解をベースとした放射線・放射能の

本質、ウラン・ラジウムなどの放射性元素、放射能の半減期、原子核の分裂、放射線の種類と

性質、放射線・放射能の数量的単位を含める。自然放射線については、それが大昔から環境に

存在していること、その発生源はなにか、それがどの程度の量であるか、などの内容を含める。

放射線による人体影響については、 放射線の発生源が天然か人工的かの差はないこと、 人体が

受けるとどのような影響が出るか、 大量に受けたときと少量受けたときとどう違うか、  また、

放射線がその場にあるとき、 受ける放射線の量を軽減するにはどうすればよいか、 などの内容

を含める。放射線利用については、医療、産業、農業、及び学術分野でどのように利用されて

いるか、 利用において放射線のどのような性質が利用されているのか、 などの内容を含める。

1二れらに関して、 以下に述べる放制總の実習を含めて、種々の良い教育資料が出版されてい

る(17,18,19,20,21,22,23)。また、「付録」として、ある委員会の報告書にあった、放射線と放

射能に関する小・中学生への説明文(案)に少し手を加えた文案を添付する(24)。
(理科の実習で)身の回りに自然放射線が存在していることを実感する経験を積むことは放射

線教育にとり必須である。それには、①「はかるくん」、②「霧箱」、③「GM計数管」という

3つの計測方法がある。 これらにはそれぞれ特徴があるが、 学校教育では、 生徒の発達段階に

応じて適切と思われる少なくとも1種の計測器を利用して行うことが望ましい。これらの計測

器は、 市販もされているが、 手作りも可能であるものもある (25)。

放射線の実習については、 すでに教育支援事業交付金を活用した事業により、 全国各地でそ

の実績が上がっているところである (26)。 もしこの提案 (義務教育課程において放射線実習

をおこなわせること)が採用されれば、教育支援事業交付金の制度を更に拡大させて、小・中

学校のすべての学校に放射線計測器を備えることができるようにしていただきたい。

6 .  「原爆」 に関する教育について一 小学校社会科、 中学校社会科等において、 原爆につい

て児童・生徒に教えるときに、 教師に知つておいてもらいたい事実

(1)原爆投下直後の惨状について、教科書で、前述のような「原子爆弾 l (原爆 )が投下され、

いっしゅんにして数万人もの人々がなくなりました。・ ・ ・ 」 (光村図書、社会6年上巻 ) (束

京書籍、 同)の記述があるが、 これは正確ではない。一瞬に大勢の人が死亡するわけではない。

「両 市 と も、 数千度の高熱と猛烈な爆風を受けて一瞬のうちに壊滅し、大量の放射線をあびま

した。犠牲者は、数週間のうちに、広島で14フ:;1人、長崎で7万人に達しました。」(大阪書籍、

中学社会歴史的分野) のほうが正しい。 被爆者は、 文字通り筆舌に絶するような、 「それは生

きながらの「地獄」といったらよいのだろう力?、 ・ ・ ・  _/ (清水書院、新中学歴史、 長田新「原

爆の子」からの引用) と い う 、  非戦闘員である大勢の一般市民が、戦争とはいえ、 世界の歴史

で始めて、 非人道的な兵器の犠牲になった、 という事実を、 教科書は科学的にできるだけ正確
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に記述すべきであり、教師も生存者の口述で始めて知るのではなく、充分に認識すべきである。

(2) その半面において、 原爆の被害を大きく伝えたいとの意図は理解できなくもないが、 「 こ

の残虐な兵器により、被爆者は、今なお放射線による障害に苦しみ、 犧牲者は增え続けていま

す。」 (大阪書籍、 中学社会) という記述が教科書や新聞報道などによく見られる (チェルノブ

イリ事故の報道についても同様である)。 原爆の被爆者が、 幸い死亡を免れても社会的にも苦

労をされ、現在も健康に不安をもって生きておられることは事実であり、同情に値する。 しか

し、 原爆投下後数十年を経た現在、 生存しておられる被爆者と一般の方との健康状態を客観的

に比較すると、 確かにがんによる死亡率は被爆者が高いが、 がん以外の死亡率や全死亡率が被

爆者のほうが有意に低くて、被爆者のほうが長命であるらしいことが長崎大学その他の研究で

明らかになっている (27 )。 この理由は、 国の被爆者援護の制度で被曝者の健康管理が行き届

いていることなどがある。問題は、一度健康に悪影響がある、 と思い込み、 またそのような情

報を絶えず注入されると、そのことによる心理的効果が実際に健康に悪影響を与えることであ

る。このことは、チェルノブイリの周辺の住民や事故の後始末に従事した人々について報告さ

れている。  被爆者の苦痛を少しでも緩和してあげるためには、 放射線の影響に関する間違つた

情報をマスメデイアが報道し、学校でそのように教えることは、早く改善する必要がある。 こ

れは文部科学省への要望というより、  国の行政への要望である。
(3) 放射線・放射能・原子力ついての客観的・科学的事実を、夕ブーにせず、例えば原子力

の軍事利用と平和利用に関して、同じく原子核分裂の連鎖反応でありながらどこが違うのかな

どについて正しく教えるべきである。 原爆の構造などに関するごく基本的な知識、 たとえば、

ウラン爆弾とプルトニウム爆弾の種類があること、原爆では連鎖反応を速中性子により短時間

の間に起こさせるのに対し、原子力発電では熱中性子を用いてエネルギーを少しずっ発生させ
ていること 、など。  また、原爆の被害はすべて放射線によると考えている人がいるが、放出さ

れたエネルギーは爆風と熱線によるものがそれぞれ50%、35%であり、残りの15%が放射線

のエネルギーであることを知らねばならない。

(4) 戦後60年経過したのに、 日本からの「核廃絶」 への願いも空しく、原爆を持とうとする
国が後を絶たない。 このことをどのように生徒に説明するか、教師は自分の考えを持たねばな

らない。上記の「原爆の子」の手記でも(清水書院、中学校社会)も「 ・ ・ ・最後にいいたいと

思 う こ と は、 「戦争とは何か」 「平和とは何か」 「平和を守るのに、 なぜあの恐ろしい原子爆弾

がいるのか。」 と問いかけている。 今回の北朝鮮の核実験に関して、 日本の総理大臣は日本は

核武装をしないと明言している。

(5) しかし、 あってはならないことではあるが、万一、放射性物質がテロリストによって撒き

散らされるようなことが起きた場合に、 社会的パニツクを防ぐためには、 「放射線・放射能を

正しく怖がる」ための実際的な知識を日本国民が常識として持つていることが必要である。そ

れと同時に、原子力の平和利用を世界的に指導的立場で完遂しようという、確固たる信念と専

門的技術をもつ若い人々を育てることが必要ではないかと思う。

(6) 一般に放射線・放射能について、またその人体への影響について、すでに紹介したが、
わかりやすく書かれた著作が出版されているので、 一部をここに記載する(27,28,29,30,31)。
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(付録) 放射線と放射能に関する小中学生への説明文(案) *

小学校5年生̃中学2年生前半

放射線: 今から約 1 0  0年前にレントゲンが発見したX線は、人類がはじめてその存在

を知ることになった放射線でした。その後、 放射線はウランやラジウムなど多くの物質か

ら放出されていることや、宇宙から絶え間なく地球に降り注いでいることも分かりました。

これらの放射線は、 人類がその存在に気付くはるか以前、 地球が生まれたときからあった

ものです。 大量の熱がやけどやけがを引き起こすように、 大量の放射線も人にとって有害

です。 しかし、 大昔から私たちの周りにある程度のわずかな放射線ならば、 それによる人

体への影響は問題ありません。
(注)最初に最も・近なm〇であるX 〇のt実lにalれ、 :1a射〇が生活最ltの一部であること
をH明する・ll射_ ''ltl i●なもの” という印llをtけるために、定型的な “a1●・e●・ r〇”
の名a;1;/ i!を算した.

放射能: 今から1  0 0年ほど前、 天然の物質の中に、 ウランやラジウムなど常に放射線

を出しているものがあることが発見されました。ラジウムの発見者であるキュ リ一夫妻は、
このひとりでに放射線を出す性質を、 「放射能」 と名付けました。その後、 ウランやラジ

ウム以外にも、 放射能を持つ物質がたくさんあることが分かってきました。私たちの周り

にある放射能をもつ物質のほとんどは、 地球が生まれたときからあったものや、 宇宙から

降つてくる放射線が、 日々つくり出しているものです。

(注).●子aの:l●要ではな<、 '' iillt〇を出す”という題要的な表aで “ilt●t能1”をla定する.a
在 “;aL射t” という●fが、 三●●の:Illiで用いられていることには、あえてMl,れない.t場に
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は、●iの天構射性物1●があることをR明し、 1ll●teも白然の一部であることを●構させる。

中学2年生後半̃ 3年生

放射線: 放射線には、 レントゲン装置で発生させるX線や、ラジウムなどの放射性物質

から放出されるアルファ線・べ一夕線・ガンマ線のほかにも、 さまざまな種類のものがあ
ります。放射線はいずれも目にはみえませんが、放射線で照射されたものの内部にイオン

が作られることを利用して、化学的あるいは電気的な方法で観察することができます。最

も広く利用されている放射線であるX線は光(可視光線)の仲間ですが、光より物体を透

過し易い性質があります。水中に届く太陽の光が水深とともに弱くなるように、物体の厚

さが增すほど、 それを透過したX線は弱まります。

私たちの身の回りにある岩石や動植物(人問も含む)、水や空気などは、 どれもわずか

な放射線を出し続けています。 また、 宇宙からは絶え間なく放射線が降り注ぎ続けていま

す。 これらの放射線は、 地球に最初の生物が発生する以前からあったもので、 生物はその

放射線を受けながら進化の道をたどって来ました。 大量の熱線や紫外線がやけどや皮膚の

炎症を引き起こすように、 大量の放射線は、 人体にとって有害です。 しかし、 生物は環境

の放射線から受ける影響をやわらげる能力を進化の過程のなかで自然に身につけて来た

ので、 わずかな放射線からは害を受けることはありません。

(注)“'●●作用”を“R◆されたものの内9にイオンが作られる”と表●する. “専●作用”や
量光作用”などの非科学的用●は用いず、 “イオンが生じること”を利用してMで書るとR,明

する. 生aのi化と、白然Baは算●1l真とから、少量の1R●t●a●が?書であることをR明する。
〇量の◆位のR明は、あえて書iする.

放射能: ウランやラジウムのように、  物質が自発的に放射線を出す性質のことを 「放射

能」 と呼びます。 放射能は物質元素に固有の性質ですが、 ウ ランやラジウムなどのまれに

存在する元素ばかりでなく、水素や炭素やカリウムなどごくありふれた元素の中にも、わ

ずかの割合で放射能をもつ成分が含まれています。 放射能をもつ物質を 「放射性物質」 と

言いますが、 私たちのまわりにあるさまざまな放射性物質の大部分は、 地球が誕生したと

きからあったものや、宇宙から降り注ぐ放射線が日々作り出しているものです。放射性物

質に熱を加えたり電流や磁石を働かせたりしても、放射能の強さを変えることはできませ

んが、放射能の強さは時間と共に弱まる性質があります。例えば、 ラジウムの放射能の強

さ は約 1 6 0  0年で半分になりますし、岩石やコンンクリー トからしみ出して空気中を漂
つているラドンの放射能の強さは約4日で半分になってしまいます。

(注)最◆性構●が、自然・llLで“特●な”存在でないことをa■する。 ll射t量の◆位に■する
a明は書口する.

* この説明文 (案) は、 フォーラムの会員である多田順一郎氏の原案 (文献 23) にもとづいて、

修正を加え作成したものである。«注» については原著者の意見を尊重してそのまま残した。
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メッセージ

このたびこの青森の地で、 NP〇法人放射線教育フォーラム会員の有志が、 放射線や工

ネルギー ・ 環境問題に関する正しい知識を学校および社会において普及する活動を本格

的に始めるために当フオーラムの青森支部の設立を計画し、 その準備のための第 1 回セ

ミナーが開催されるに当たり 、 フオーラム会長としてひと言ご挨拶を申し上げます。

青森県、 広くは束北地方の人々が、 その厳しい自然環境で培われた動勉さと忍耐力、

自然と調和する心によって、 また力強い表現にあふれた祭りに象徴される豊かな伝続・

文化の上にたって、 着実に地域の発展のために努力されてこられたことに敬意を表する

ものであります。

六ヶ所村では、 将来を見据えたわが国の持続的発展のために必要不可欠であるエネル
ギーの安定供給を最終日的とする新技術を確立するための核燃料再処理施設、 等を積極

的に誘致され、その本格的稼動の時期を迎えられたことは誠に慶ばしいことであります。

この施設は、 豊かな石油時代が終わりつつありながら、 世界的に工ネルギーが急増して

いる現在において、その成功は地球上の利用可能なエネルギ一資源の効果的利用に大き
く貢献するはずであり、 その成果を世界中が待望していると言つても過言ではありませ

ん。 この上は、 高い技術力を基礎に、 施設の技術者、 管理者のたゆまない努力と責任感

によって充分その日的を達成されることを大いに期待するものであります。

この大型の原子力施設には使用済み核燃料が今後とも大量に搬入され取り扱われます

が、 その取り扱いについては、 すでに国外において技術的に充分に確立され、 東海村で

も経験が積み重ねられてきました。 また、 種々の安全確保のために整備された規則、 等

に基づいて行われるので、 安全性において周辺の住民や環境への影響はない、 すなわち
施設の設置は基本的にそのように行われてきた、 と私は、 理工学分野の専門家の一人と

して申し上げたいのであります。

しかし 、 わが国の電力の多くを依存している原子力の安全性に不安を感じる人々が、

たくさんおられることはご存知の通りです。 放射線・ 放射性物質が少量でも危険だと聞

かされているので、 怖い、 近づきたくないと思つてしまうことが原子力への不安のかな
りの部分を誘引していると思います。 大量の放射線・放射性物質を一度に浴びれば人を

死に至らしめることは確かですが、 身の周りに在る程度の放射線・放射性物質の量であ

ればそれが天然のものであれ人工のものであれ何ら健康に影響はないのであります。 ま

た、放射線が医療をはじめ種々の分野で我々の日常生活に密接に関係し役立つています。

私は、 NP0法人放射線教育フォーラムの会長として、 放射線の性質やその利用の現状

を社会全体に、 特に子供たちに学校でもっと教えるように、 と文部科学省に働きかけて

おります。放射線を象徴的なキーワー ドとし、市民の皆様方が自然を理解し、環境に気を

配りながら科学技術を有効活用して地域社会の発展に繁げていただきたいのであります。

フォーラム支部の設立が地元の方々をはじめとする青森県民にとって何らかのプラスに

なることを希望しております。

これをもちまして、 簡単ながら本日のセミナ一開催へのご挨拶といたします。

2006年9月23日

NP0法人放射線教育フォーラム 会長 有馬朗人
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メッセージ

このたびNP0法人放射線教育フオーラムの青森支部の設立準備のためのセミナーが

開催されるに当たり、 フォーラム事務局長として一言ご挨拶を中し上げます。

私ども放射線教育フォーラムは、 放射線・放射能・原子力および教育の専門家の有志

により1994年4月に発足し、2000年11月にNP〇法人となったボランティア組織であ

ります。 その目的は、 放射線や原子力に対する正しい知識を普及することであり 、 特に

国民の放射線に対する過剰な不安感を軽減して、 放射線利用や原子力技術の社会的受容

を高めることを、 学校教育の改善および社会に対する働きかけを通じて行うことにあり

ます。

私どもは種々の活動を行つています。 その内容は、 (1) (文部科学省などに学校教育の

改善に関する要望書を提出するなどの)政策提言、(2)勉強会・シンポジウムなどの定

期的開催、(3)教員対象の「エネルギー ・環境・放射線セミナー」の全国各地の開催、(4)
「放射線教育に関する国際シンポジウム」の開催(すでに2回の実績あり)、 (5)教育課程

の検討などの専門委員会による調査活動、 (6) 「二ユースレ夕一」 等の定期的出版物の刊

行、(7)その他、放射線に関する質問への回答、放射線教育に関するコンサルティング、
などに分かれています。

私どもの活動の基本的な考え方は、 原子力推進のための知識を教え込むというのでは

な く 、  正確な科学的事実とェネルギー ・環境問題に関するバランスの取れた考え方を広
めることにあります。教育とは、 つまるところ、  人と人との信頼関係に基づく知識 ・ 情

報の伝達でありますので、 情報の送り手と受けてが、 ともに真摯であり、 謙虚でなくて

はならない、 と私どもは考えております。 この意味で、 科学技術の社会的受容のために

は、 良い面も悪い面もすべて情報公開する、 ということが基本的に大切であると思われ

ます。

フォーラムの青森支部を設立したとして、 その存在が地元の方々をはじめとする青森

県にとってプラスになることを希望しております。 ここでの活動の具体的な方法として

は、 ( 1 ) 今回のようなコ ミュニケーションの場を設けて、住民と原子力・放射線の専門
家との意志疎通の橋渡しの役を務めることによって、 地域の皆様のご理解を深めること

に役立たせる、 (2) 急速に発展しっつある青森県における地域性の特色を持たせた学校
教育の内容を考えて、地元の教育委員会のご理解を得て実行する、(3)将来は、青森県

で 「エネルギー ・ 環境 ・放射線に関する国際的な市民の集い」を開催し、青森県の方々
が、 国際的交流の場を通じて、 蓄積された経験を世界に発信することができれば、 との

願望を持つております。

これをもちまして、 簡単ながら本日のセミナ一開催へのご挨拶といたします。

2006年9月23日

NP0法人放射線教育フォーラム 事務局長 松浦辰男
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第 2 章  「エネルギー ・ 環 境 ・

放射線セ ミ ナー」 の実施報告と

2 0  07年度の実施計画



こ の 章 で は 、  フ ォ ー ラ ム が  ( 財 )  放 射 線 利 用 振 興 協 会 と

共 に 主 に 文 系 の 教 員 を 対 象 に 2 0  0 1 年 度 か ら 開 催 し て い

る 「 エ ネ ルギ ー ・ 環 境 ・ 放 射 線 セ ミ ナ ー 」 の 2 0  0 6 年 度
の 実 施 報 告 と 、  2 0 0 7 年 度 の 計 画 に つ い て 紹 介 す る 。



第2章 2 0  0 6年度 「エネルギー ・環境・放射線セミナー」 の実施報告と
2 0  07年度実施計画

1 .  2 0  06年度実施報告

( 1 ) は じめに

N P 〇法人放射線教育フォーラムは、文部科学省と財団法人放射線利用振興協会(R A D A )

主催の「原子力体験セミナ一文系コース 」 に 、 2 0  0 1年度から 2 0  05年度まで共催団体と
して協力し実施してきた。 今年度からは文部科学省主催、 財団法人放射線利用振興協会と企

画・連営団体として実施した。このセミナーは、主に中学校・高等学校の文系の教職員等と小

学校の教職員等を対象にエネルギ一環境問題を正しく学校教育に取り入れていただくために、
全国10地区で企画・運営を行い実績を積み重ねてきた。20 0 6年度セミナーが実施され6

年間が経過した。

この事業は、 「エネルギ一環境間題、 放射線及び原子力問題に対する一般市民の公正な判断
力 資質の養成とこの分野における将来の人材の確保及び育成のために、 学校及び社会におけ

るこの分野の教育の充実と正しい知識の普及を図り、 もって公益の増進に寄与する」 と い う

W0法人放射線教育フォーラムの定款の目的にかなったものである。

( 2 )  セミナ一開設の経緯
原子力・放射線に関する正しい知識の普及を図ることを目的として、 全国の中学校及び高等

学校の教員等を対象とする 「原子力体験セミナー」が、科学技術庁からの委託事業として平成

2年度から日本原子力研究所によって実施された。 1998年度からその事業のすべての業務

を財団法人放射線利用振興協会が科学技術庁から受託事業として実施し、 1 9 9 9 年度か ら

「原子力体験セミナー」 と名称を改めた。

2 0  01年度から主に文系の教職員を対象とする「原子力体験セミナ一文系コース」が実施
されに当たって、N P 0法人放射線教育フォーラムがこの事業に協力し、 「エネルギー・環境・
放射線セミナー」を開設した。このセミナーは、教職員等のエネルギー・環境。放射線などに
対する理解を深めることにより、2 0  02年度から始まっている「総合的学習」の時間などを

通じて、 正しい知識を生徒に普及することを目的とした。

( 3 )  セミナーの概要

① コースの内容
主として文系の教職員等を対象として「総合的学習」の時間の授業に役立ち、 さ らにエネル
ギー・環境問題と放射線について正しい知識を図ることができるような視点に立つた講演(教

育問題、 エネルギ一問題、資源・環境問題、放射線・原子力の基礎知識)、放射線の実験・演
示、 パネル討論会、自由討論会、交流会ならびに施設見学会を行つた・

②開催場所及び募集人数

セミナーは全国10地区(北海道地区、束北地区、北関束地区、南関東地区、静岡・山梨地

区、愛知・岐阜・三重地区、富山・石川・福井地区、 近畿地区、中国・四国地区、 九州・沖縄

地区)で開催した。 このうち1日開催のコースと2日開催のコースをそれぞれの地区で実施し
た 。 2 0  06年度の参加者目標は、合計500名であったが、日標人数をやや下回る応募者が

あ り 、  実際の参加者総数は488名で、 参加者によるアンケー トによる評価は、 各地区とも総

じて好評であった。
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平成1  8年度 北海道地区

「エネルギー・環境・放射線セミナー」実施報告

1 .  期日 : 平成 1 8 年 7 月 2 6 日  (水) ̃平成 1 8 年 7 月 2 7 日  (木)

2 .開催場所:ホテルポールスタ一札幌および北海道電力(株)泊原子力発電所
3 .  日程 : 7月 2 6日 (水 )泊発電所見学会、 7月 2 7日 (木 )  講演会

4 .受講者数:見学会 参加申し込み数28名 内欠席2名

講演会 参加申し込み数40名 内欠席1名

5 . 実施状況 :

見学会会場までの移動時間が無駄にならないように、 往路のバスの中では杉山憲一郎氏

による講演「異常気象と21世紀のェネルギー」を行い、復路には「質問と意見交換の会」

を行つた。 発電所の見学はセキュリテイ対策のための制限が厳しい中ではあったが、 発電

所側のご好意で第 :3号炉建設現場に始まり、第1号炉の制御室、タービン室、燃料交換貯

蔵室などを見学した。

講演会の最初の講演は中村政雄氏による「原子力と政治」、続いて住吉 孝氏による「霧

箱の製作と放射線観察」と題する実験を伴う講演を行つた。また、この日の午後には、パ

ネル討論「学校教育におけるェネルギー・環境・放射線をめぐる諸問題」が行われ、パネ

ラーとして江田 稔氏の「教科横断的な環境・エネルギ一教育への取り組み」、松浦辰男
氏の「最近の中学・高等学校の教科書における記述調査からのコメント」、 ーロ芳勝氏の

「『青少年のための科学の祭典』 とェネルギー環境教育」 と題する話題提供が行われた後

に討論を行つた。

6 .  自己評価:

本年度は、 従来にも増して参加者 tこ魅力的な内容を盛り込みたいとの思いから、 昨年ま
でのアンケート結果を尊重し、パネル討論の時間数に配慮すると共に、見学会を行うこと

で内容の充実を計つた。 また、 受講者の時間的な便宜を配慮し夏休み中の開催を計画した

が、8月中には2日間の日程が取れないため7月26日、27日の開催となった。北海道

における夏休みの開始にっいてかなり綿密な調査を行つたが、 セ ミナ一日程の決定時期に
は教育委員会や学校でまだ夏休みの日程が確定しておらず、結果的に26日は終了式当日

になってしまった市町村も少なくなく、 そのような原因からか、 参加者の応募状況が芳し

く な く 、  募集作業に大変な努力を払つたにも拘らず結果的に定員割れとなった。 来年度は

日程にっいて一段の配慮が必要である。

プログラムの内容は、見学会も含めて、受講者に大変好評を戴いた。特に、中村政雄氏

の講演と、原子力発電所の見学内容にっいては、受講者の評価が高かった。最近の原油価

格高騰が市民の生活に影響をあたえ始めていることが受講者の心理に影響を与え、 受講態

度にも真剣さが加わったと感じている。

7 . 報告書作成 :  石黒亮二(世話人代表)



平成18年度 東北地区セミナー実施報告書

1 .  事業名:東北地区エネルギー・環境・放射線セミナー

2 . 主  催:文部科学省

企画・運営:財団法人放射線利用振興協会、NP〇法人放射線教育フオーラム

後援団体:青森県教育委員会、弘前市教育委員会

3 . 期  日 :平成1 8年 1 0月 2 8日

4 .開催場所:弘前大学医学部保健学科 第21講義室

5 . 実施状況

参加希望者63名の中で1名の欠席者があった。 会場は、 定員の50名を予定していた

ので手狭な会場になった。

講演Iの「日本のェネルギー・環境教育の現状と今後の課題」では20世紀が如何に

資源を多量に消費してきたかが資料で紹介され、 これから子孫にも豊かな生活を保障し

ていくために何をなすべきかにっいて様々な提言があった。

講演IIの 「地域におけるェネルギ一教育」 では、 これからはェネルギーも地域自立型
の再生可能エネルギーの開発が必要であること、特に青森県では、風力・バイオマス・

海洋エネルギーが豊富であり、その利用促進が望まれる旨の講演であった。講演I、 n
ともァンケートの結果も好評で、 もっと時間をかけて聴きたい旨の意見が多かった。

講演nIの 「エネルギーに関する教育支援事業の本件の取り組み状況にっいて」 では、
青森県以外からの受講者から、 他県出身者にも配慮したものを、 との意見もあった。

講演「Vの「やさしい放射線の話」は一般向けの初歩的な話で、学校教員向けには、放

射線の単位、放射線障害などもう一段レベルの高い内容が必要でなかったかと思われる。

バネル討論会は、 各パネラーが 10分の発表時間をオーバーして話し、 質疑応答の時間

が充分とれなかった。

実習 「霧箱の作成と放射線の観察」 は、 そろそろマンネリ化してきた実験かとも思つ

ていたが、 アンケートでも好評であった。  しかし、 霧箱に替わる新しい実験テーマも試

行すべきであろう。

参加者の所属分布は小学校(56%)、 中学校 (19% )、 高等学校(22%)および他(3%)で、

小学校の先生方がェネルギ一問題にも積極的に取り組もうとする姿勢が伺われた。
地域分野では青森県(60%)、 岩手県(5%)、 秋田県(11%)、 宮城県(6% )、  山形県(3%)、

および福島県(14%)で、 青森県が最も多かった。

6 .  自己評価

1日 (約6時間 )のセミナーで、エネルギー・環境・放射線を理解してもらうことは不

可能であるが、 このような企画を繰り返し繰り返し実施していくことで、  理解度のアッ

プを図ることはできよ う 。  アンケートの結果では、講演内容を妥当とするものが講演I

( 9 5 % )、講演 II (95 % ) 、講演 I[ [ ( 8 0 % )、講演「V ( 8 9 % )、パネル討論会(91 % )および実

習(10 0 % )と好評であったことから、  今回の企画は成功であったと評価したい。

7 .報告書作成責任者

世話人代表 山寺 亮 (弘前大学 医学部)
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平成18年度 北陸地区セミナ一実施報告

世話人代表森厚文 (金沢大学教度)

セミナーの名称:エネルギー・環境・放射線セミナー
解 日 時 :n1 8年8月11日 (動  10時30分開始17時終了
簡 : 指 「 2 階 嘉 月 」 ( 宮 山 市 千 歳 町 1-3-1)
セミナーのプログラム

新 1  「豊かな石油時代が終わる一人類は何処へ行くのか」

講師石井吉徳 C東京大学名誉教授)開
能2 「ポジトロン断層撮影(PET )一 「が11、.,11 ・ 「認知症」の早期診断i

講師松田博史 C琦玉医科大学国際医療センター教授)
実験 「自然放射線の飛跡を見てみませんか?」

講師戸田一郎(1 田一ノ降科学館サイェンス・プロデューサー)
能「エネルギー問題を「総合的な学習の時間」に組み込んだ授業展開例」

講師原田忠則(広島市立観音中学校教諭)

能

富山県・石ン' l 1県・福井県教育委員会,富山市・金沢市・福井市・,1l松市・能美市・敦賀市教育委員
会の後援を得て開催した。受講参加者は33名(申込み35名、2名欠席)であったこ。その内,小学校教

員は16名, 中学校教員7名, 高等学校教員7名,その他3名であり、 富山県12名、 石川県9名、福井

県12名であっ1l1,:。
能1「豊かな石油時代が終わる 一J、、,類は何処へ行くのか」 有限地球では石油文明は終焉しっ
つある。問題なのは石開ではなく、その質(出力エネルギー1/入力エネルキー)の悪化が問題であ

り、 日本も真剣1こ脱石油戦略を考える必要があることを、 その具体的戦略も合わせて言及され好評で

あった。

新2「ポジトロン断層撮影 CPET)一「がんj ・ 「認知症」の早期診断」 PETは万能検査ではな
いが、その弱点を知つて11FILl用すると、「がん」、「認通国などに非常に有用であることを、実際の症例

新しながら角需;iがなされ、 放射線が医療にいかに役立つているかがよく理解できた。
実習「自開線の飛跡を見てみませんか?」 1グ1ループ2名で、小型霧箱の製作及l0'飛跡の観察
が行われた。 この霧箱は講師の長年の試行錯誤の研究成果であり、 .,i、理にもかかわらず、 宇宙線を見
ることができる。 さらに空気中の塵を掃除機で採取した試料、モ ) lfイト、 ランタンにかぶせるマン
トル、 1隣灰ウラン鉱などを観察することにより、 自然赦射線が本当にあることが実感できるだけでな

く、 半減期、透過力の違いが観察できることがわかり、好評であった一
業 「エネルギー問題を「総合的な学習の時間」に組み込んだ授業1展 聯lリ」 -'時ー問
題を始めとして、:二 極 対 立 的 な 構 解 簡 な 課 題 にっいて合意形成が求められている。妥協
による合意形成でなく、 「より高い視野に立つた新たな打開策を創造する」 問題解決能力の育成を目

的として、エネルギー問題の中核となる「原子力発電」を「総合的な学習の時間」に組み込んだ授業

展 lリの紹iリ用介があり、 好評であった。

総活

解と比較して参加者は少なかったが、講演、実習、実践報告ともに内容が充実しており、また実

習を行うのに適当な人数であった。 参加者にとって有意義なセミナーであり、 当初の目的は達せられ

たと考えられる。
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平成18年度 関東・信越地区(1 )

「エネルギー・環境・放射線セミナー」実施報告書

1 . 主  催:文部科学省

企画運営:財団法人放射線利用振興協会、NP0法人放射線教育フオーラム

後 援:新潟県教育委員会、群馬県教育委員会、長岡市教育委員会

2 . 期  日 :平成 1 8年 1 1 月 1 8 日 ( 9 : 5 0 ̃1 7 : 0 0 )

3 .開催場所:アトリウム長岡(〒9 4 0 - 0 0 4 7  長岡市弓町1-5-1)

4 .実施状況

(1)受講申込者数, 46名、 受講参加者数、 46名オブザーバおよび講師、 4名 )

内訳 小学教員9名、中学教員15名、高校教員15名、養護学校 5 名

理科センタ一職員と実験助手 2 名

( 2 )セミナー内容

基調講演” 我が国のェネルギー・環境問題と教育にっいて'' 有馬朗人会長
講演“ 「つながり感」を育てる「学校の森」づくり ”山之内義一郎氏

教育実践報告(1)”小中7年間の系統性を重視した 「エネルギー概念」 の指

導”藤島圭氏

教育実践報告(2)地域性を生かし体験から学ぶェネルギー教育' 朝賀草乃氏

実習 「霧箱の製作と放射線飛跡観察」

関連講義 講師:橋本哲夫、実習と放射線飛跡観察( (財 )放振協)

5 .実施状況

受講者46名は早朝から終了まで熱心に講義及び実習に励み、 講師及び参加

者の両サイドからこのセミナーが満足度の高いことを聞くことができた。  こ

のことは多くのアンケート結果からも伺うことができ、今回のセミナーは

予想以上の成功であった。 全ての講演者がプレゼンテーションを時間内に要

領よくまとめて話しており出席者を飽きさせない配慮が随所に見られた。

特に最後に出席者参加型の実習を行つていただき、 お持ち帰りいただいたの

も好評だったようだ。運営も会場側のアトリウム長岡の配慮と世話人の惜し

まない協力で滞り無くスムーズであった。

反省点としては、 参加者募集を公文書としてのみならず、 教員個人宛にも

最初から配付して、 周囲の人の勧誘を行つていただくこともすべきだった。

上司からの勧誘のみでは、 近年の教員は研修に参加しない傾向が強いと感じ

た。

6 . 報 告書作成者 ( 世話人代表 ) 橋本哲夫



平成l8年度関束・ 信越地区(2)エネルギー ・ 環境・ 放射線セミナ一実施報告
世話人代表 黒杭 清治

セミナーの名称:工ネルギー・環境・放射線セミナー

開催日時 平成19年2月11日(日)12:50̃17:00 1 2日(月)  10:00̃16:20
開催場所:日本科学未来館
セミナーのプログラム

第1日目

【実践報告】「豊かな心と学びの礎を育む環境教育」 一 学校全体で取り組んだ環境教育の実践

静岡県袋井市立浅羽中学校教諭 倉島 茂見

【講演1】「意外に知られていない川・海での野外観察安全指導の心得」

独立法人海洋研究開発機構 医学博士 竹内 久美

【講 義】「放射能・放射線用語の基礎講座」 千葉県立船橋高等学校教諭 松田 優

【実習1】「霧箱を自作し目で見る放射線」 放射線利用振興協会 望月 民三
第2日目

【基調講演】「日本のエネルギ一問題の現状と今後の教育課題」 会長 有馬 朗人

意外に知られていない放射線の利用

【講演2】「ヒトに優しいがん治療 - 21世紀、がん治療の決め手は放射線
放射線医学総合研究所重粒子医科学セン夕一病院 加藤 博敏

【講演3】「21世紀、その真価が発揮され、生活の質を高める放射線」

元日本原子力研究所高崎研究所長 田中 隆一

【実習2】  「放射線測定器の自作と自然放射線の測定」 千葉県立柏高校教諭 三門 正吾
実施状況

商 、神奈川県、千葉県、埼玉県各教育委員会の後援を受け、受講申込数は65名、う
ち58名を受付けた。当日の欠席2名、2日目に児童指導の急務で欠席が1名 聴講者1名。

倉島先生は環境には自然の他、 社会、 文化も含める形で全教科の先生が 「総合的な学習

の時間」 で自分の得意分野に引き込ませて成功させた実践を紹介し好評であった。

「総合的な学習の時間」で野外観察の機会が多くなり事故が増えている。竹内先生は川・

海に転落した児童・生徒を救出する正しい方法、着衣泳法などを具体例を挙げて紹介した。

用語基礎講座は2年目になり、 パワーポイントを使い、昨年度よりかなりやさしい解説にな

つたが、 文系の先生からは用語が理解できず、まだ難しいという意見が多かった。

霧箱実習は指導する側も年々慣れてきたためか、 組立てに要する時間が短くなってきた。

基調講演で有馬先生はエネルギ一問題全体だけでなく食糧問題にも触れ、 中国がダイズの
輸入国になり、 トウモロコシと共にバイオエ夕ノールの原料にも使われて価格が高騰して
いること、これからはReduce, Reuse, Recycleの時代、もったいない運動で結ばれた。
教育問題にも言及し 、 大学生の質は低下したが、 児童 ・生徒の学力は落ちていない、 「総

合的な学習の時間」 では産業革命を社会と理科の先生が受け持つと良いなどの例を挙げた。

意外に知られていない放射線の利用では、 講演2の加藤先生が放射線がん治療は手術よ

り身体を損なわず、 特に重粒子治療でががんの患部に集中して照射でき、 治療日数を短縮

できたことなどの優れている点を紹介された

講演3の田中先生は放射線が医療だけでなく、 工業、 農業に広く利用されていることの

紹介だけでなく、 放射線がなぜ他の物理的手段や化学的手段より優れているのかを具体例

を挙げて解説した。

本年度も放射線測定器の自作希望者が多く、 38名の申し込みがあり30名を受け付けた。

放電箱組立セットを利用し時間は短縮できたが、 在庫が無くなり同一方法は本年限り。
総括

変化に富んだプログラムで大いに勉強になった、 参加してためになる内容が予想以上に

多くて良かったというのがあり感想があり、 全体に好評であった。
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平成18年度 静岡・山梨地区セミナ一実施報告

世話人代表 奥野 健二(静岡大学教授)

セミナーの名称:エネルギー ・環境・放射線セミナー

開催日時:平成18年1 1月1 1日  (土) 開始8 : 5 5 、終了1 6 : 4 5

開催場所:東海大学海洋調査研修船「望星丸」(静岡市清水区静開1丁目7番街区)

ーセミナーのプログラム

講演 I  「21世紀のェネルギー・環境問題一暮らしは、 教育は、 どうあるべきか」

山寺 秀雄(名古屋大学名誉教授、大同工業大学名誉教授)

講演 n1「海のしくみと地球環境」 加藤 義久(東海大学海洋学部教授)
船内の見学 望星丸乗組員

実習 (霧箱の作製と空気中の自然放射能の観察)、 演示 (火力、 原子力発電の模型による発電)

指導:吉岡潤江(前静岡大学教授)、矢永誠人(静岡大学助教授)、大矢恭久(静岡大学助教授)

自由討論会 司会 熊野善介(静岡大学教授)

話題提供:「原子力ルネサンス」 工藤博司(前東北大学教授)

「エネルギ一教育における放射線の正しい理解を目指して」
谷口裕美枝 (静岡県焼津中央高等学校教諭)

「海洋生態系の未知数を探る一同位体からのアプローチー」

鈴木款(静岡大学大学院教授)

実施状況

文部科学省の主催、 財団法人放射線利用振興脇会の企画運営、 静岡県および静岡市教育委員会の後援に

より開催した。受講応募者は63名、2名欠席、受講参加者は、61名であった。その内、小学校教員が20

名、中学校教員が14名、高等学校教員が19名、その他大学関係教員が5名であった。なお、文系教員

は、 中学校教員及び高等学校教員33名中8名であった。 昨年と同程度であった。 なお、 セミナー実行委

員として、長谷川圀彦、熊野善介、中澤俊和の各氏及びオブザーバーとして、石黒氏が参加した。

講演 I (山寺秀雄氏) 現在の人類の活動は地球生態系の受容能力の 120%以上の負荷を地球に与えてお
り、 人類が量的経済成長を続けるならば、 地球環境の破壊が人類の滅亡に導くとの懸念から、 温暖化の問

題を中心に、 環境・エネルギ一問題の実情とそれに対する国際的ならびに国内的取り組みにっいて話され
た。 特に当該地区に関係する話題を鐘めながらのお話は秀逸であった。 その後活発な質疑応答があった。

講演I [  (加藤義久氏) 地表の 71%を占める大量の海水は計り知れない恩恵を生命と地球環境に与えて
いること。二酸化炭素の増加による地球環境の変貌に対する懸念を払拭するうえで、海洋における物理的、

化学的、 そして生物的しくみが果たす役割の大きさにっいて話された。 そのご質疑応答がなされた。

実習 指導者から霧箱の説明を受けた後、受講者全員が個々に霧箱を製作し、ウラン鉱石・空気のダスト

からの放射線の飛跡を観察した。その後、 この実習にっいて解説もあり、 さらに自然放射線の平易な話が

あり理解を深めた。

自由討論会 熊野善介氏の司会で始められ、初めに、工藤博司氏から、二酸化炭素の削減の遅れ、原油の

高騰等により原子力の再評価が進んでいる現状、 すなわち 「原子力ルネサンス」 の動きを紹介され、 わが

国の進めむべき方向に関しての話があった。 次に谷ロ裕美枝氏から、 エネルギー・環境問題に関連して放
射線教育を学校教育においてどのように展開し、それを「プルサーマル」、「核燃料サイクル」などの現実

の問題に対する意識にっなげるといった観点からの具体的な実践事例に関する話があった。 鈴木款氏から

は、地球温暖化等の環境変動に伴い海洋生態系がどの様に変化あるは応答するか同位体を用いることで理

解することは重要であるとの話があった。その後、活発な討論を行つた。

総括

このセミナーに応募した中学校・高等学校の文系教員は、全体の1割強と少なかった。アンケートの回答

結果から、セミナ一全体的としては、好評であった。講義1及び講義2にっいての評価は文系教員にとっ
ても好評であった。 自由討論会にっいては、3人のパネリストの話題が散漫であり、議論の方向付けがあ

ればよりよいものになったのとの指摘があった。また、理屈と教育現場の乖離を感じたとの感想もぁった。

今後、同様の企画を行う際の反省にしたい。望星丸の見学会も好評であった。会場にっいて、座りにくか

つたとか、画面が見づらかったとの感想があったが、船内であることを考えればやむ終えないことと考え

ている。なお、当日のセミナーの連営には、毎年行つているように現地の小学校、中学校、及び高等学校

の教員それぞれ2名、計6名が携わり、進行役、座長等の役割を果たし、会を盛り上げるとともに、柔ら

かな雰囲気で行うことができ盛会であった。
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平成18年度 原子力体験セミナー文系コース

愛知・岐阜・三重地区「エネルギー・環境・放射線セミナー」実施報告書

1 .  事業名: 「岐阜・愛知・三重地区エネルギー ・環境・放射線セミナー」

2 .主催 :文部科学省

企画・運営:財団法人放射線利用振興協会、N P 〇法人放射線教育フオーラム

後援:三重県教育委員会、四日市市教育委員会

3 . 期日 : 平成 1 8 年 8 月 1 7 日 ( 木 ) 、 9 : 3 0 ̃ 1 6 : 4 5

4 .  開催場所:四日市市総合会館 〒510-0085三重県四日市市諏訪町2番2号
5 .  受講者数:49名。 小学校は全科日担当なので人文系に含めれば約半数は人文系であった。

6 .  セミナーのプログラム

講演1 「21世紀の暮らし 一環境・エネルギー・教育一」

山寺 秀雄 (名古屋大学名誉教授、 大同工業大学名誉教授)

地球環境の劣化は人類社会の存続を危うくしている。人類が減びないためには、どのよ

に暮らし、どのような教育をすればよいのか、を基本的なテーマとして、生物・人類の歴

史と地球環境、20世紀の暮らし、地球温暖化、エネルギー事情、原子力の役割を豊富なデ

ータをもとに、倫理観、道徳観をも包含した内容を、熱意を込めて分りやすく語られ、参

加者に大きな感銘を与えた。

講演2「自動車産業への放射線の利用」山本匡吾(帝国ピストンリング㈱、元豊田中央研究所)

自動車産業は、極めて広範な関連産業・技術に支えられた総合産業である。この関連技

術として放射線利用技術が多用されている。 自動車関連の基礎研究における放射線利用の

重要さにも触れた内容で、 参加者は日常生活における隠れた放射線利用の多さ、 重要性に

ついて、 認識を新たにした。

講演3「医療における放射線の利用」 加藤幸弘(名古屋西クリニツク病院)

放射線を用いた診断に関して、 参加者になじみのある診断から、 高度な診断に至るまで

分りやすく説明した。 近年の医療には欠かすことのできない重要な技術であることを強調

して、 参加者に改めて、 健康と放射線利用の密接な関係を認識させた。

実験1 「放射線を見よう!」  高橋郁子(名城大学薬学部)

放振協側が用意したラドンガス線源、 空気中のゴミ線源などは極めて有効であった。

実験2「放射線を測ろう ! 」  杉本勇二(㈱イング )

野外測定の様子などをデジカメで撮影し、 まとめの時間にそれらの様子をスクリーン

に映しながら説明したので、 大変分かりやすかった。

教育実践報告 「出張授業の活用体験」鈴木高廣 (名古屋経済大学高蔵高等学校教諭)

出張授業団体の一つである中部原子力懇談会の授業を受け入れた体験、 および共同での

新しいテーマの開発などを発表し、出張授業を受け入れるメリットにっいて述べた。

7.アンケート結果:セミナーの評価は高かったが、ことに実験は評価が高い。詳細は省略する。

8 .  自己評価:セミナ一後のアンケート結果によれば、 セミナーの目的は十分に達成できたと考
えている。

報告書作成者(世話人代表者)氏名:森千鶴夫
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平成18年度近畿地区セミナ一実施報告書

実行委員会委員長 a 田 隆 雄

I .  テーマ :21世紀のェネルギー ・環境・放射線… 「総合的学習」 のさらなる発展のために
II . 開 催 日時 : 平 成 1 8 年 8 月 2 2 日 ( 火 )  1 0- 1 7 時
II[ .開催場所 :たかつガーデン(大阪府教育会館)(大阪市天王寺区東高津町7-11)
「V. ブログラム:

10:00-10:10 開会挨拶
10:10-10:55 講演1:平和教育から原子力 , 放射線教育へ

講師:原田忠則 (広島市立観音中学枝教論)

11:05-11:50 講演2:これからのエネルギー ・環境・放射線教育
講師:斎藤 直 (大阪大学ラジオァイソープ総合センタ一教授)

12:30-13:30 グループ討論会
13:40-16:40 講演とパネル討論

議演3 :核燃料サイクルと核不拡散

講師:中込良度 (京都大学原子炉実験所教授)

講演4 .放ilt線利用の進展と放射線被」Blへの不安
講師:古田雅一 (大阪府立大学理学研究科助教授)

講演5 :新工ネルギーへの期待と解決すぺき課題
講師:渥美寿雄 (近義大学理工学部助教授)

16:40-17:00 修了証授与、閉会の挨拶
V.実施状況:

受講申込者は36名、受講者は32名、受講者の府県別内訳は、溢資1、京部5、奈良3、 和

歌山1、兵障6、大阪16、学校別内訳は、小学校11、中学校8、高等学校13であった。当日

の招待講演者は2名、さまざまな役割を分担した近総地区セミナ一実行委員は11名、放射線
利用振真協会から3名、放射線教育フォーラムから田中'隆一氏と井上浩義氏の参加があった。
【講演1】では、講演者の創意エ夫による平和教育から原子力・放射線教育へのカリキュラムの紹介が
あり、生徒一人ひとりの思考力を養うためには、 「教え込む」教育から「引き出す」教育への転換が必要で
あるとの指摘がなされた。【講演2】では、放射線と原子工ネルギーの発見と開発の歴史を概観したのち、

将来を展望し、それらの有効利用を進めてゆ<ためには長期的視野に立つてものごとを考えることが必要で

あるとの見解が示された。【購演3】では、先ず核然料サイクルの必要性についての説明があり、次に核燃

料サイクルを進める場合の核不拡散と核物買防護に対する十分な配慮の重要性が指摘されたa 【講演

4】では、工業、農業、医痛などさまざまな分野での放射線利用の進展の状況が紹介され、また、人々が

放射線に不安を感じる要因についての分析結果の報告があった。【講演5】では、太陽光、風力、燃料重

池など新エネルギーの開発は大切であるが、残されたい<つかの課題があり、また、それらの課題が解決され
たとしても一定の限界が予測されることなどの分析結果の紹介があった。

今回、新たな試みとして、昼休み後に、受講者を6つの班に分け、招待講演者、 フォーラムからの
参加者、 実行委員も加わり、グループ討設i会を実施した。各班の代表者が、その班のまとめをパネル討
論会で発表し、討論の出発点にした。また、別の新たな試みとして、あらかじめ購演者の了解を得た上で、

講演の際に使用するパワーポイント図表等を0Dに収録しておき、当日受講者に配布した。
V1 考察と評価:

前回までの意見交換会は,それをタ刻に行つていたために,受講者の全員が出席することはなかった。

今回は、グループ討論会を昼休み後に実施したため、 タ刻会場に残るという時間的貴担をかけることなく、

受講者全員に討論に参加してもらうことができた。グループ討論会ではかなり活発な意見交換がなされ、そ
の結果がパネルに報告されたため、パネルの議論が受講者にとってより身近なものになった。 実行委員にと
つては、グループ討論会が小中高の教室の実情を知るよい構会になった。アンケー トの結果から見る限り、

セミナ一全般に対して、また、グループ討論会に対して受講者の評価はほぼ良好と考えられる。
以 上
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平成18年度 中国・四国地区セミナ一実施報告

世話入代表砂屋敷 忠

セミナーの名称:エネルギー・環境・放射線セミナー 一総合的な学習の時間のための情報提供一

開催日時:平成18年8月19日(土) 9:30-18:00
開催場所:倉敷市芸文館(岡山県倉敷市中央1丁目18-1)

プログラム:

基調講演エネルギー・環境問題と教育

有馬朗人(日本科学技術振興財団理事長、東京大学名誉教授)

講演1原発は是か非かを例にした総合的な学習の時間指導法の一考察

黒杭清治(元芝浦工業大学(教職)教授)

講演2環境・食料問題と“食品照射''  多田 幹郎(元岡山大学教授・中国学園大学教授)

実 験放射線を見てみよう、聞いてみよう 宮崎英雄(ニュークリアサロン広島)

実践報告1 「青少年のための科学の祭典Jにおける「放射線」の扱い

加藤一孝(広島市こども文化科学館専門員)

実践報告2 「星空を伝えたい」移動プラネタリウム出前授業の取り組み

三島和久(倉敷科学センタ一天文技師)
実施状況:

主催文部科学省企画・運営:放射線;l、lll用振興協会、放射線教育フォーラム 後援:倉敷市教育委員会、鳥
取県、島根県、岡山県、広島県、徳島県、番川県、愛媛:県、高知県の各教育委員会

参加者は60名 (1名は任意参加) で、小学校18(35%)、 中学校16(27%)、 高校21(35%)、 その他5(8%)であ

つた。 教諭36名(60%)、管理職17(28%)、 その他7(12%) で、文系13(21%)、理科系29(48%)、小学校教諭の

場合などどちらともいえないもの18(30%)であった。 (申込者数 64名 能 と 解 4 名 )

新委員の高橋忠義、向井景昭、宮崎英雄、加藤一孝、坂田祐司、砂:屋敷忠が参加、事務局から飯利雄一

副会長が出席し、 放射線利用振興協会担当者・地区の協力者と共同して運営した。

基調講演は、わが国とアジア地域の環境・エネルギ一問題にっいて、①拡大するェネルギ一消費②新エ
ネルギー (バイオ ー、,,ス)の開発促進③環境問題(ごみと廃棄物、酸性雨) ④食料自給問題⑤地球温暖
化 ⑥自然災害 など、 アジア全域の将来問題として、 この地域が一体となって取組む必要を提言された。

講演1は、「総合的な学習の時間」が、日本の教育としては真の創造力を育成できる画期的な教育改革であ

るにもかかわらず、一部では無用論すら出ていることから、従来の指導法とどのように異なるのかを芝浦工

業大学での指導法教育実践1;1iリ「原発は是か非か」を例に、真の目的と情報機器を活用した方法を述べられた。
講演2は、 食品照射にっいて、 安全で十分な食料の確保と快適な環境の維持という人類の基本に関わる問

題に応える一方策で、 食品の貯蔵期間の延長と衛生化を図る技術であること。 諸外国に比べ、 たち遅れてい

るわが国の現状とその背景を、 食品照射の歴史を振り返りながら、 今後の展望へと解説された。

發 は 、  放射線の種類と発生源を概説し、 簡易霧箱の作成とキットの添付線源、 室内の塵埃1試料による観

察を指導された。 また、 放射線測定器による検出と計測にっいても紹介した。

実践報告1は、 全国的に展開されている「青少年のための科学の祭典」広島の放射線関係、出展にっいて、

「身の回りの放射線をはかってみよう!」のテーマで、GMカウンターを用いた測定、霧箱での軌跡観察の

実施、状況、低学年から放射線にっいての裾野を広げるため、過去12回の祭典から問題点などを紹介された。

実践報告2は、 移動可能な直径4メートルのプラネタリウムシステムを活用し, 出前授業を展開してい

る様子や、 人工的な星空を通し, 本物の夜空に誘う働きかけをする、 演者の4年間の試みを紹介された。

精、時間に、大型霧箱、発電模型(原子力・火力)、サーべイメータの供覧を行つた。

総括

積極的に放射線問題を組み入れてプログラム編成を行つた。 実験は、 放射線の存在を驚きをもって実感さ

せるものであった。 実践報告はセミナーの主題に関連が薄いものの、 授業で環境・放射線問題を取り入れる

際の間接的な参考となったようである。 今後は出来るだけ、 現実の教室の実期lllを組み込みたい。
アンケート調査でも各講演とも好評であり、内容にっいて肯定的な回答がよせられた。さらに、参1力時は、

原子力関係の講演や原子力発電所などの見学、 実験の拡充を望んでおり、 会期にっいても2日間を希望する

回答が少なくなかった。 これからは放射線関連のテーマを増やすこと、 日程と会場・設備共、ゆとりのある

セミナーで、 参力口者の交流も図りたい。
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平成18年度 九州 ・ 開 区

「エネルギー・環境・放射線セミナー」実施報告

期 日:平成18年11月3日 (金) 10 :00̃17 :15

開所:ビーコンプラザ(大分県立9 l」府コンベンションセンター)会議室

大分県別府市山の手町12-1 T E L : 0977-26-7111FAX:0977-26-7100
後援:福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、宮崎県、鹿児島、 :itl總県、大分県、大分市、 .13 l」府市、日田市各教

育委員会

セミナープログラム

講演1「日本の教育の現状と課題」 講師有馬朗人(東京大学名誉教授、元文部大臣)

講演2「九州電力の地熱開発の現状と今後の取組み」講師秋好真人(九州電力株式会社火力発電本部火

力部地熱グルーブ長)

実習「簡線を見てみたい?」 指導久留米大学医学部研究員

講演3「放射線教育における小中高等学校と大学との連l発」講師島崎達也 (1良l11本大学生命資11話1lf究・支援
センタ一助手)

講演4 「学校で教えられるべき放射線教育にっいて」一(追力ロ トピックス) 「原爆の被災者の疫学的データ
からわかる重要な事実」講師松浦辰男(放射線教育フォーラム:事務局長;立教大学名誉教授)

総合討論「学校で放射線をどのように教えるのか?」 進行井上浩義(久留米大学医部教授))

解 の 内 容 :

受講者数定員50名、応募者数53名、参加者数50名

地域別:福岡県17名(34%) 、 佐 賀県 1 名 ( 2%) 、長崎県1 1名 ( 2 2%) 、 大 分県 0 名 ( 0%) 、
熊本県8名 ( 1 6%) 、鹿児島県7名 ( 1 4 %) 、 宮 崎 県 2 名 ( 4%) 、 沖 縄 県 4 名 ( 8%)

学校別:小学校10名(20%) 、中学校2 3名 ( 4 6%)、高等学校 16名(32%) 、その他  1名 ( 2%)
年齢別:20歳代6名(12%) 30歳代15名(30%) 40歳代19名(38%) 50歳代9名(18%) 60歳代1名(2%)
性別 : 男性 4 2 名 ( 8 4%) 、女性8名 ( 1 6%)
性 話 開 :

本セミナーでは、講演として、有馬先生、秋好先生、島崎先生、そして松浦先生からお話を頂い1l1こ。これら

講演にっいては、主催者側の意図として、広く原子力・簡線、エネルギー、そして教育の問題にっいて話題

を提供し、実際に、それら知識・認識を如何に学校現場で利用していただくかをテーマに構成を行つた。講演

間に、 簡易型霧箱の実習を行い、 天然放射性同,f立元素からの放出される放射線の軌跡を観察頂いた。 この簡易
型に加え、 放射,解 lL1用振興協会が準備頂いた大型霧箱は簡線を身近なものにするのに大きな役害 lllを果たした。

簡 構、J用振興協会からはこのほかにもふんだんな資料の西ll;lllliや発理の展示などを行つて頂き、 セミナー
の活動と相まって相乗効果を得たように感じられた。 また、 最後に上記と関連して、 総合討論の時間を設けた

が、時間が足りなかったとのアンケート結果が多数出るなど、 l」,.話人が意図した「他校の前l解・新規な教
育実践への手掛かり発見」は未達に終わった部分が少なくない。少なくとも2時間程度は必要な活動であり、

討論参力ロ者には、 活動目的を l分に認知して頂く事が重要であった。
また、 内容以前にも、セミナーの構成立案力、S悪く、午前中に2時間半の連続講義を行つたために、休憩、がな

く、受講者に多大な害'痛を与える結果となった。今後、改善すべき事項である。一方で、セミナ一終了後、参
加された2名の先生方から問し、合わせを頂き、 具体的な教育実践の相談を受けた。 いずれも新たに授業実践を
行う予定であると聞き、 教育効果の拡がりを実感するものであった。

運営は必ずしも万全ではなかったが、 セミナーの開崔は、 アンケー トの結果からも十分に意義深いことが明

らかである。 今後も改善を重ねてよりよいセミナーとすることが世話入会の役割と心するものである。

能 指 : 井 上 浩 義 ( l」,話人代表)
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2 . 2 0  07年度実施計画

2 0 0 6年度は前年度のセミナ一参加者から寄せられた意見・感想・提案および現場教職員等

の意見とニーズ情報調査を行つてセミナ一実施内容の一層の工夫と充実を図つて行つた。
2 0  0 7年度セミナーは、次に示す企画で実施される予定である。

( 1 )

( 2 )

予定開催場所(括弧内は、 開催地、 開催日、 世話人代表)

北海道地区(札幌市、 7 月 3 0 日 ( 月 ) 、  31日(火) 講演会、見学会、石黒亮=) 、
束北地区(仙台市、11月17日(士)、山寺亮)、北陸地区(敦賀市、 1 2 月 1.日 ( 土 ) 、

森厚文 )関束 ・信越 ( 1 )  (前橋市、 1 1 月 1 0 日(土 ) 、田中隆一 ) 、関束 ・信越 ( 2 )

( 束京都、 2月 1 0日 ( 日 ) 、  11日(月)、黒杭清治)、静岡・山梨地区(甲府市、 8 月

1 1日 (土 ) 、奥野健二 )、愛知・岐阜・三重地区(束海市、 8 月 1 7 日 ( 金 ) 、 森千鶴

夫 ) 、 近畿地区(吹田市、 8月 2 7日 (月 ) 、斉藤直 ) 、中国 ・四国地区 (高知市、 8月

2 0日 (月 ) 、砂屋敷忠 ) 、九州 ・沖縄 (那覇市、  1 0 月 1 9 日 ( 金 ) 、  20日(土)、工

藤和彦)の1 0地区

募集目標人数は各地区50人を標準とし、合計50 0人とする。参加者募集に当たっ

てはできる限り早く各都道府県の教育委員会、市町村等の教育委員会ならびに高等学校、

義務教育系のそれぞれの校長会にこのセミナーの趣旨、 開催日、 開催場所を説明し、 協

力と支援の要請を行う。

留意点

セミナーのプログラムの内容に「総合的な学習の時間」の授業の実施に直接役立つような教

材か、 大いに参考となるものを盛り込む。 各地区のセミナーの特色を生かすこととし、 全国

10地区のプログラムを画一的な内容とせずに、 創意工夫なものとして充実させる。 このため

にも各地区のセミナ一企画に際しては、地区世話人だけでなく現地の学校教職員等を含めてニ
ーズ情報調査を検討すると共にこれまで行つてきたアンケー ト結果と、 これに加えて世話人等

からの情報提供により、 できる限りマッチングさせたプログラムをつくる。 また、 休憩時間を
入れ全体的に時間のゆとりを持つたものにする。

講演に関しては、本セミナーの趣意から講演名とその内容をエネルギー ・原子力・放射線・
環境(環境のみのテーマについては、 その内容に原子力及び放射線に関わるものを入れる) と

し、 基礎的な問題あるいは文系と理系との境界領域にまたがる問題などの講演が 「総合的な学

習の時問」に役立つものと考えられる。 しかし実際には、講師と教員との知識 ・意識、理系の

教員と文系の教員との基本的な知識の格差、 あるいは個人的な能力の相違、 講演時間の不足な

どによりそのままセミナーを終了しているのが現状である。概括的な 「総合的な学習」 の内容

にとどまらず:、 総合学習の理念から教科間の連携などにより具体性を問題として重点を移し、
総合的な学習の時間における実践のあり方や前lllをまとめていくことが必要である。

実験に関しては、 手製の簡単な測定器で自然放射線が観察できる実習は、 理系教員に限ら

ず、 文系教員にも大変好評で各地区のセミナーでは、 定番化している。 なお、 再受講者はごく

少人数ではあるが、 このような教員に対しては別の実験を用意する必要がある。

交流会あるいは意見交換会については、 各地区の工夫によって好評であるが、 現代的な風潮

として集団的な行動を好まない人もあり、 このような人に対しては、世話人、講師およびオブ

ザーバーから積極的に話しにのるきっかけを作るなどの配慮が必要である。 なお、 交流会を行

う場合は、 少人数のグループに分けて実施すると効果的である。



第 3 章  専門委員会の報告



こ の 章 で は 、  現 在 活 動 し て い る い く つかの専門委員会の

う ち 、  「 教 育 課 程 検 討 委 員 会 」  の活動についての報告 、  「 実

験 教 材 検 討 委 員 会 」 、  「 リ  ス ク 問 題 検 討 委 員 会 」 、  「 低 レベル

放射線の影響検討委員会 」 、 お よ び 「 教 科書記述調査委員会 」

に 関 す る 報 告 を 収 録 し た 。



平成19年(2007)3月

平成l8年度の教育課程検討委員会活動の記録

委員長 江田 稔

1 .設立趣旨
放射線は学校教育(初等中等教育) のいろいろな教科・科目で取り扱われており、  一部

では効果的な実験も発表されているが、 大部分は取り扱いが断片的で、 かける時間は少な

い。また、放射線の重要性に反して、一般には怖い、危ないとの印象が定着している。

これらの現状を鑑み、 誤つた知識を是正し 、 市民としての素養に不可欠な放射線につい

ての事項を、 どのように学校教育の中に組み込むかを検討するため、1998年8月に設立さ

れ現在に至つている。
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2
青森大学大学院教授

(社)日本原子力産業会議常務相談役 元信州大学教授

元芝浦工業大学教授

元筑波大学附属高等学校副校長

千葉県立船橋高等学校教諭

文京学院大学女子中学校校長

本フォーラム事務局長 立教大学名誉教授

千葉県立柏高等学校教諭

立教新座中・高等学校教諭

3 . 活動経過と成果
(1 )前年度までの活動と成果
1998年度 委員長広井禎(2002年度まで):小・中・高校生の放射線に関する知識・意識

の実状を調査し「第1回放射線教育に開する国際シンポウム」で「放射線教育カリキュラ

ムの課題と現状と題して講演した。

19999年度 9月に発生した JC0臨界事故に対する生徒(卒業生を含む)の疑問を集め、

初年度の意識調査に加え、 そこから放射線教育のあり方を検討した。

200年度 2年間の調査をもとに、小・中・高等学校における各教科・科目での放射線リ

テラシーとは何かを検討し 、 この検討をもとに放射線教育の授業展開例の作成を試みた。

2001年度 前年度の授業展開例をもとにして放射線教育を「総合的な学習の時間」の中に

どのように取り組むかということについて検討した。

2002年度(財)科学技術振興財団が主催する「エネルギー ・環境問題総合教育用地理情報
データwebシステムの構築と活用」 に対して本委員会が協力し成果をあげた。
2003年度 委員長黒杭清治

1) 放射線リテラシ一育成資料作成のための基本資料収集。昨年度までに調査した放射線

教育の実情資料を25ページにまとめた。

2)三門委員が紹介した自作放射線測定器を南関束地区エネルギー ・環境・放射線セミナ
ーで演示する計画を立てた (2004年度のセミナーで実施し2005年度以降も継続実施)。

3)村石委員より、「デ一夕ハンドリング」と命名した授業の紹介があり、この手法を「総
合的な学習の時間」 に組み込むことを検討。

2004年度 委員会を3回開催し、以下の活動を行つた。

1 )  「学生 ・教員の放射線に対する知識・意識と学校教育での放射線リテラシ一育成」

大学生、教員を対象に「放射線に対する知識・意識アンケー トを行い、「第3回放射線に関
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する知識・意識と学校教育に関する国際シンポジウム」 でポス夕一発表。 また、 教員のア
ンケー ト集計結果についての意見・感想を約100名の理科教員に再アンケー トの形で尋ね、
これまで成果と共に16ページの報告書にまとめた。

2 )  放射線モジュラ一教材の検討・自作放射線測定機器による実験

教材(原子核の崩壊 放射線と人体など) 実験(原子核崩壊の模擬実験 身近な放射

線の測定など)について検討した。また、室内の浮遊帯電微粒子を風船で集め、自然放射

能(主としラドンの崩壊生成物)  を三門委員自作の放射線測定器で計測できることを確認

した。更に、各委員からの意見をもとに三門委員が演示方法を工夫し、その成果を「平成

16年度南関東地区エネルギー ・環境 ・ 放射線セ ミナー」の演示実験 (平成 1 7年 3月 5日
実施) として受講者に披露し大変好評であり当分の間毎年実施することになった。

2005年度は

①「発達段階別・項目別放射能・放射線リテラシ一育成のための計画案」及び

②「教員の放射能・放射線リテラシ一向上のための資料集」
を作成することとした。

このねらいは、一般市民も含めて、全ての児童・生徒と教員が教科にかかわりなく原子力・

放射能・放射線について、 この程度の知識・意識をもってもらいたいと思う資料集を作成

することである。考えた構成は以下の通りである。

序章 一般教員が最低限知つておきたい放射能・放射線知識

l 章  放射能・放射線用語の基礎知識

l1章 放射線の健康への影響
lll章 誤解しやすい原子力・放射能・放射線の知識「Q&A」
lV章 理科教員のための放射能・放射線モジュール教材

このうち②については概ね達成できたが(ただし、 II章は独立した章にしないことに決定)
①の資料が完成できなかった。

( 2 )  2006年度の活動
そこで、2006年度は、年間3回ほど検討委員会を開いて①の原案を作成し、原子力体験

セ ミナーに参加した教師や、 放射線教育セミナーの役員からも意見をいただきまとめた。

この資料は、現在進行中の学習指導要領改訂に際して、ぜひ参考にしてもらいたいと考え、

文部科学省にも提出した。今年度は、資料集のタイトルを「児童・生徒の放射能・放射線

リテラシ一育成のための指導資料集」 と し 、  2005年度の構成を以下のように変更した。

「児童 ・ 生徒の放射能 ・ 放射量リテラシー青成のための指導資料集」

資料集作成の趣旨

第 l 章  原子力・放射li tについて小・中・高校生が卒業時までに身に付けてもらいたい知
裁

第2章  放射ii・放射組用語の基確知識
第 3章  放射装教青のための教員用Q&A
第4章  理科教員のための放射能 ・放射iftモジュール教材

以下は 「資料集作成の趣旨」 と 「第1章」  である。  第2̃4章は前年度に紹介ずみなので
省略した。
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資料集作成の趣旨

1.原子力に対する一般市民の口a
2005年6月原子力委員会策定会議より発表された「原子力に関する政策大綱(案)]  に

対しての一般からの意見をまとめてみると、 多くの市民が下記のような懸念をもっている

ことがわかる。

『ス リーマイル、 チェルノブイリ原発事故を背景にして、 スウェーデン、 ドイッなどで
は原発の段階的廃止を決め、イ夕リアは全廃した。わが国でも「もんじゅ」のナトリウム

漏れ、 JC0ウラン加工工場での臨界事故、関電美浜原発で死者を出す事故を始め、東電の

データ改ざんなど一連の不祥事によって、 一般市民の原子力に対する安全性への懸念が高
まり、信頼が損なわれている』。

しかし、 上記のような意見には科学的に正しい知識が乏しい、 あるいは誤つた知識をも

とにした誤解によるものが多い。

2.教青の青最・社会●場
また、一般市民(含青少年 ・教員)が原子力・放射能・放射線などについてどのような

社会環境下のもとで情報を得ているのかをまとめてみると次のようになる。

① 学校では教えない。 家庭でも話題にならない。
② 知識をもっていても、 もっていなくても、  関心がなくても日常生活に支障がない。

③ 情報源は大部分がマスメディアやイン夕一ネッ トである。
④ 「原発は危険」 「高レベル核廃棄物処理が確立されていないから原発反対」 「新エネル
ギーを開発すればよい] 「日本もヨーロッパに習い脱原発を」 と考えている一般市民が多

いのは、 多分にマスメディアの報道姿勢の影響を受けた結果と考えられる。

⑤ 誤つた情報を正しいと信じている教員・親がそのことを口にすれば、 青少年は=重、
三重に誤つた情報を正しいものと信じ込む。

3.報●の間●:I
この傾向は日本原子力文化振興財団が行つたアンケー ト調査や本委員会が 2003年度南関

東地区エネルギー ・環境・放射線セミナーの受講者に行つたアンケー ト調査の結果ともよ
く一致している。

それでは、 学校現場の教員はどのような感想や問題意識をもっているのだろうか。 我々

の教育課程検討委員会の活動に関心をもつ小・中・高校の教育現場の先生方から、 放射線

教育について次のような問題意識や希望・感想が寄せられている。

●小学校の学習指導要領には原子力 ・ 放射線を指導できる教科がない。 理科で放射線は扱

わないし、 社会科では発電や水道などに関係する事項が少しあるだけ。 エネルギー ・ 環 境
教育を指導する関連で、 小学校でもぜひ原子力 ・放射線教育をしたい。

しかし、 小学校では評価基準を設定するために、 学年内で各クラスが統一した指導内容

をする学習計画をたてている。そのため、1人だけ他クラスから離れて原子力・放射線を

指導することはできない。  放射線が理科や社会で扱えないので 「総合的な学習の時間」 の

「環境」 と い う テーマで扱う以外にない。 「総合的な学習の時間」 で指導するだけでなく、
理科・社会・保健体育などの教科中に位置づけられることを望む。

●一般の教員には放射能と放射線の区別がつかず、 放射線は止めてもいつまでも存在する

ように思つている人が多い。また、原爆と原発の区別がつかず、放射線は無味無臭、無痛、

無衝撃であるためなのか、危険・怖いというイメージばかりが強く、  なぜ、 どのように危
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険なのかもわからず、 がん治療で放射線治療を行う とすべて副作用として頭髪が抜け落ち

る 、  吐き気が伴うと思つているものも多く、  放射線が人類の福祉に多大の貢献をしている

ことも理解できていない。

JC0ウラン加工工場で臨海事故が起き3人が被曝したが、 これなどは作業員が知識をも

つていれば回避できたはずである。 現在の教員養成制度のままで、 たとえ原子力・放射線

が学習指導要領の中に位置づけられたとしても正しく指導できないであろう。 小学校で全

科を担当する教員には大学の教職課程で理科を必修にするべきである。

以上のよ うに、  一般市民をはじめ教員でさえ放射線の性質や利用に関する正しい知識や判

断力が不足しているのが現状である。

そこで、本委員会では、児童・生従の放射線教育の在り方や教員の知識や指導力向上をね

らいとした資料集を作成することとした。

翻:



第 1章  原子力・放射報について小・中・高校生が率業時までに身
に付けてもらいたい知題

1. 小学校

(内容の取り投い)
「ア. 放射線が自然界にあること」 では、 放射能は地球が誕生したときから紫外線など

と同様に自然にあったことを理解させる。 石や食品、 人のからだからも放射線が出ている

ことを実際に放射線測定器を使つて測らせてみることが望ましい。 放射線は「はかるくん

※」 などによって小学生でも簡単に測定できる。

「イ .放射線は役立てられていること」では、放射線にはものを通り抜ける力や、ものの

性質を変える力のあることを利用して役立てられていることに気づかせる。 具体例として

は、胸・胃・歯・骨折などの診察に使われているレントゲン検査のエッ ク ス 線 (レントゲ
ン線) も放射線であること、  ジャガイモの芽が出るのを防いだり、 品種の改良 (お米の性

質や、 花の色などを変える)、 注射器など医療器具の殺菌、 夕イヤの性能向上などに使つた
りしていることを挙げるとよい。

「ウ .原子力は発電に使われること」では、 日本の電気は、およそ3分の1を原子力によ

つて発電することによってエネルギ一資源の利用バランスを保つていること、 大電力を安
定供給するための基幹電力として重要な役割を果たしていること、 太陽光発電や風力発電

などでは少量過ぎて代替できないことを理解させたい。ウは「イ.利用」の1部であるが、

エネルギ一源としての利用であるから項目を独立させた。

(発展的なllり 部、)
ア.では、生物は放射線を浴びながら育ち、命を受けついできたのであるから、自然に

出ているくらいの弱い放射線は生物が育つのに影響がないといえることに触れるとよい。

イ .  では、 1回の診察に使われる放射線の量は健康への影響がないくらい少量であるこ
と、また、ジャガイモ発芽防止、殺菌、夕イヤの製造などに照射する放射線は、自然放射

線より強いが、 明かりを消せば光が残らないように、 放射線を当てた農作物や器具に放射

線は残らないこと、 放射線は正しい知識をもった専門家が厳しい管理のもとで使つている
ことに触れるとよい。

ウ.では、原子力で発電する炉(原子炉)の中では多量の放射線が出ているが、炉は放

射線を通さない容器(圧力容器)に入れられ、さらに配管などと共に格納容器に収められ、

安全のために発電設備全体は厚いコンクリー トの壁でできた建物の中にあるので、 原子力
発電所の運転室やまわりでも自然にある放射線の量と変わらないことに触れるとよい。

全体として、 放射線についての正しい知識がないと、 ただこわがるだけになることを理

解させたい。 教員の基本姿勢としては、 溢れる情報の中から科学的に正しい情報を選択で
きる判断力をつける指導が大切である。

※ 「はかるくん」 は (財) 放射線計測協会業務部よリ一定期間 (基本は2週間) 無料で借用できる。
借用方法:専用の申込書に必要事項を記入してFAXで申し込む。 申込書は電話で希望を伝えると送つ

てもらえるが、  同協会ホームページhttp://www.i rm.or. J p/から「はかるくん」借用のページを開きダ
ウンロー ドすることもできる。 また、 最近 webによる直接申し込みもできるようになった。
〒319-1106 茨城県東海村白方白根2-4 TEL:029-282-0421 FAX:029-283-2157
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2 .中学校

小学校の知識を踏まえて、中学校卒業時までに、次の知識を身に付けさせたい。

ア .イ ,ウ .

放射總は人為的に発生させることができること

放射線は医療、 工業、 農業などで広く利用されていること

原子力発電はエネルギーの安定供給に役立てられていること
(内9の取り投い)
「ア. 放射線は人為的に発生させることができる」 では、 利用する放射線を自然放射能か

ら得るほか、 人為的に発生させて使つていること、X線も人為的に発生させているが、最

初は偶然発見されたという歴史にも触れる。放射線が1896年ウイルへルム・ レントゲンに
よって発見されたこと、  レントゲンは、 肉眼では見えないが物質を透過する能力をもって
放射されている 「未知のもの」 に x線と名づけたことに触れるとよい。  放射線の種類や発
生させる方法に触れる必要はなく、単に「放射線」 という取り扱いにする。

「イ .  放射線は医療、 工業、 農業などで広く利用されていること」  では、 放射線が医療の

ほか 、 身の回りの工業製品や農産物に利用されていることに気づかせる。 単に多種類の具
体例を列挙するのではなく、 医療のほか、 身の回りの工業製品や農産物で多く利用され、

生活の質を高められていることに気づかせるような具体例を示す。

医療では、 x 線透視(胸部・胃・歯科・骨折の診断など)、CTなどによる診断のほか、
医療技術の進歩に伴いがん治療に放射線照射が広く使われるようになったこと、 工業では

半導体製造の工程や非破壊検査 (鋼板の厚み検査など) に使われて、 科学技術立国を支え

ていることが理解できるようにさせたい。  農産物では食品の殺菌、 保存に放射線照射が有

効であり多くの国で利用されているが、 わが国ではジャガイモの発芽防止に認められてい

るのみであることにも触れる。

「ウ .  原子力発電はエネルギーの安定供給に役立てられている」 では火力、 水力などのほ
か、 原子力発電を加えなければ、 わが国のエネルギ一需要を賄えないことを理解させる。
火力、水力、原子力、新エネルギー (太陽光、風力、地熱、 バイオマスなど)の長所、短
所を比較しながら、 これらをバランスよく混合させて発電している(べス ト ミ ッ ク ス ) こ
とを理解させる。

原子力発電の長所は大電力を安定供給するための基幹電力として重要な役割を果たして

いること 、  地球温暖化の原因と言われている=酸化炭素の発生が極めて少ないこと、 使用
済み核燃料は再処理によって再び核燃料として利用できることに触れる。 また、  高レベル
核廃棄物最終処分場が決まっていない (技術的には解決済み) などの問題点も残されてい
るこ とにも触れる。

(発展的な取り扱い)
ア. ではマ リー ・ キ ュ リーの伝記などを扱うことも考えられる。
イ .  では1つの事例を詳しく紹介することで放射線が人類の福祉に役立てられているこ

とに気づかせる方法も考えられる。 一例を挙げると沖縄でのウリミバエを撲減した話など
がある。

「ゴーヤーが大好物のウリミバエを、 放射線を利用して撲滅した。 放射線を直接ウリミ
バエに照射したのではなく、 もっと巧妙な方法が用いられた。原理は簡単で、 大量に人工
飼育したウリミバエのさなぎに放射線を照射して不妊化させ、 野外に大量にばらまき、 野

生のウリミバエを絶やしてしまったのである。 ウリミバエの飼育法、 放射線量、 さなぎの
大量散布方法、効果の確認法・・ ・どれ1つとしてマニュアルがなく、 このプロジェ ク ト
がいかに試行錯誤の繰り返しであり、 へ リ コプ夕一散布から、 人海戦術まで加わった、 壮
大で、 しかも繊細、 全沖縄を挙げての知恵の集結の賜物であった。 それからは沖縄産のゴ

ーヤーが沖縄以外でも買えるようになった」。
ウ.  ではエネルギ一消費量、 発電方法別発電量などさまざまなデータを用いるとよい。
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3 . 高等学校

理系を除く高校生に対して、卒業時に次のような知識を身に付けさせたい。

(内客の取り投い)
「ア. 放射能と放射線」 では、 放射能と放射線の用語の意味を理解させる。 放射線を出す
物質を放射能(または放射性物質) と い う こ と 、  放射能は放射性物質の量を表す用語でも

あることを理解させる。

「イ .放射線の特性とその利用」では、なぜ放射線を使うのか、他のものでは代替できな

いのかが理解できるようにする。 放射線を使う理由として、 医療では、 例えばがんは単に

治ればよいというだけでなく臓器や身体をあまり損なわずに治療できることが求められて

いる。放射線照射治療は、手術(切除)などと比べ、その点が優れている。工業分野での

放射線照射の利点は、 照射された物体の深部まで高速に処理できること、 物体を加熱せず

に処理できること、  有害な薬品の使用や排出を少なくできることなどに気づかせるように
したい。

「ウ .  放射線の身体への影響」 では、 医療などで使われる放射線が身体にどのように影響
するかが考えられるようにし、  どのように管理されているのかを理解させる。

生物 (細胞) が高いエネルギーの放射線照射によって死ぬのは強い紫外線、 熱、 高圧など
で細胞が働かなくなるのと同じであるが、 そのようなことを起こさないために放射線は専

門家によって管理されていることに触れる。 また1回の診断に使われる放射線量はわずか

であ り 、  日本の自然放射線量の200倍以上の自然放射線量がある国があるが、 そのよ うな

地域の人々も健康で生活していることを理解させる。

自然放射線は安全で、 人工放射線は危険というような違いはない (放射線の危険・安全

は放射線量と身体が受ける部位に依存する) ことにも触れるとよい。

(発展的な取り扱い)
イ .  では、 次のような取り扱い方も考えられる。 ただし、 シーベルトのような単位を用
いずに、 日本で受ける年問自然放射線量の平均値を1とし、 他の値を相対的な値で表す方
法もあってよい。

日本での年間自然放射線量は平均2.4ミリシ ーへ'ルト(空気から:1.3ミリシ ーへ ルト、大地から:0.5
ミリシ ー へ'ルト,宇宙から:0.4ミリシ ーへ'ルト,食物から:0.2ミリシ ーへ'ルト)であり、医療で使われる放射線
は 1回あた り 、  CT胸部:6.6̃14.6ミリシ ーへ' ルト、 胃のX線集団検診:0. 6ミリシ ーへ' ルト, 胸部X
線集団検診:0.05ミリシ ー へ'ルト,歯科用X線撮影撮:0.014ミリシ ーへ'ルトである。 1年問の自然放射
線量が10.20ミリシ ーへ' ルト、 多いところでは200ミリシ ーへ'ルトの地域の人々でも健康に異常なく生
活している。  胃、 胸部の集団検診で受ける放射線量を気にする必要はない。

また、 数値だけを比較すると、 CT検査で受ける放射線量は自然界から1年間に受ける

放射線量より多いが、 1回限りの検査で受ける放射線量と、 年間を通して受ける放射線量

を一概に比較することはできず、 1 ̃ 2回程度のCT検査で健康への悪影響が出ている事
例はない。

医療には使用する放射線量に制限はないが、 がんの病巣があって CT検査で発見できれ

ば早期治療・治癒の可能性が高くなるから、 放射線障害を心配している人でも (実際に傷

害は起きない)、  CT検査を受けないで病気が進行する可能性が高くなる道を選択する人は
稀であろ う 。

しかし、 病気の種類と、 進行状態の程度によっては、 普通の診断より多量の放射線照射

が必要になる。 成人になると、  医者から病気内容と治療方法の説明を受け、 例えばがん治

療で放射線照射による副作用がある場合、 その影響がどの程度であるかについて理解した
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うえで、副作用を恐れて手術を選ぶか、手術の苦痛を嫌つて放射線照射を選ぶか、または

自然体を選んで治療そのものを止めるかは、納得(インフォームド コンセント ) したうえ、
自分で選択し決めることになる。

未成年のうちは保護者の同意を必要とするが、成年になってから突然考えるのではなく、

このような自己責任を未成年のうちから考えられるように指導することが望まれる。

しかし、 最近の放射線照射技術は進歩し、 照射する放射線の種類によってはがん組織に

局所的に高いエネルギーの放射線を照射して短期問で消減させ、 副作用もほとんどない方
法が取れるようになってきている。

また、ウでは、放射線から身を守る3原則 (  ①遮蔽 ②離れる ③短時間 ) を 次 の

ように体系的に扱うのもよい。

①遮蔽:原子力発電所の原子炉は遮蔽が十分にできているので、 敷地内であっても、 放射

線の管理区域外では自然界の放射線量レベルと変わらない。

②離れる :明るい電灯でも遠ざかれば距離の二乗に反比例して暗くなるのと同様、 放射線

の強さは放射線源から違ざかることによって弱くなる。 たとえ  J C 0ウラン加工工

場での臨界事故のようなことがあったとしても、 離れることにより影響はなくなる

ことを知つていればパニックを起こすこともないであろう。
③短時間 : 放射線量レベルの高い管理区域で作業をする人は被曝線量が定められた値を越
えないように管理されている。  定められた値を超える恐れがあるときは作業時間を

制限(被曝時間を短く )  する安全対策がとられている。

更に、 ウでは原爆と原発の違いを扱うことも考えられる。

わが国の商業用原子力発電 (電力会社が発電用に使つている原子炉) は、 燃料にウラン

を使つている。ウランには燃料になる(核分裂を起こす)ウランと、そのままでは燃料に

ならないウランがある。  原子爆弾は燃料になるウランを100%近くにして使つているが、

原子力発電所で使うウランは燃料になるウランが3%程度しか含まれていない。 原子炉が

たとえどのような状態になっても原子爆弾のように核爆発を起こすことはない。
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実験教材検討委員会報告

堀内 公子

本委員会は学校における放射線教育が重要であるとの視点に立つて、 教師と生徒が安心して実

験出来るように、  学校教育における教材用放射線源の安全性と開発、 放射線実験時における被ば

く線量の評価、 法規上の規制緩和を阻む諸問題等の解決の道筋を探ることを目的として組織され

た。

また高等学校などでは放射線実験の普及・拡大を図るため、 放射線実験用教材を線源のみを研

究対象とするのではなく、 測定器、 線源、 コンピューターソ フ ト 、  周辺機器の開発などの課題に

取り組むことを目的とした。

活動は1996年̃2004年まで9年問存続し 、 二ケ月に一回の割合で会合を開き活動をかさね、

その成果は国内・国際学会・研究会等で報告し、 「放射線教育」 に論文を投稿したり年度末には報

告書を提出し、 一応の成果を果たして第一期は終了した。

-方 (財) 放射線計測協会は小・ 中 ・高等学校で自然放射線測定実習を簡使に行えるように無

料で簡易放射線測定器「はかるくん」 (注1 )  を貸し出し放射線教育の実践的な普及活動を行つて

いる。協会は、「はかるくん」の貸し出しに当たって、

「はかるくん」 による放射線測定一実習テキスト ー 、

「はかるくん」 による実験手引 (教師用)、

「はかるくん」を活用するために一副読本・1 (放射線)

等を併せて配布し、 放射線測定に馴染みのない人にも 「はかるくん」  を正しく扱えるよう配慮し

ており、  利用者達の測定結果をまとめた実践報告書も数多く出されている。 しかし、 実践報告書

の中には、 これらの資料を十分生かしきれていない指導報告やバックグラウンドや逆二乗則の概

念など、 放射線を正しく認識した上で指導が行われているのかどうか疑わしい事例あることがわ

かった。 よって 「はかるくん」  を利用した教育現場における放射線測定について単なる操作のマ

ニュアルではなく正確な理論に基づいた適切な指導要領を作成し、 普及する必要性が浮上してき

た。

このような事情に鑑み、 NP0法人放射線線量解析ネッ ト ワーク (遮蔽研究の専門家集団) の有

志が集まって専門家の立場から検討を行なっていくことが話し合われた。 同法人の呼びかけによ

り 、  学校教育の場を中心にエネルギー ・環境及び放射線・原子力の正しい知識の普及を目的に活
動を行つている当 NP0法人放射線教育フォーラムからも元実験材料検討会委員長や高等学校の

先生等が参加して2006年6月に第一回会合が開かれた。両NP0法人は、同様に放射線に関する

正しい知識の普及を目的としており、 学校における放射線教育を改善するための要望の提起や政

策提言を国に対して行つており、 同時に学校現場における放射線実験の指導のあり方に問題のあ

ることを指摘していた。

会合ではこの様な現状を踏まえ、 両Np0法人がそれぞれの専門の立場から、 共同して小・中・

高等学校における放射線教育のあり方を検討することは非常に有意義であり、 正しい理論に基づ

いた放射線測定指導要領の作成とそれに基づく現場指導の方向性が話し合われた。
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現在、 検討会の名称を 「放射線教育実習検討会」 とし線量解析ネットヮーク か ら 7 名 、  フォー

ラムから3名(内1名は両法人に所属)が検討会に参加し、理科・数学教育の現状の把握、「はか

る くん 」  を用いた基礎的な測定実験の実施と理論的裏付けを行う為のモンテカルロ計算による検

証、 高校生を対象としたガンマ線測定に限定した4時限程度の指導要領書の原案作成などが行な

われている。

現場指導のあり方の基本として下記の事柄に眼日を置いている。

① 学校現場では「はかるくん」  を用いた自然放射線の測定や霧箱の実験を通じて、 子供達は

放射線場(パッウグラウンド )の中で暮らしていることを実感として体験させる。さらに、

放射線の物理的な性質を正しく認識させるような実験、 放射線被ばくからどの様にして身

を守るかという実際的な教育を行う。

② 放射線は、点線源の場合は距離の逆2乗則で減衰すること、物質中で散乱・吸収されるこ

と 、  放射線の減衰は物質の性質 (密度など) によって異なることなどを正しく認識させる

ような実験計画を立案する。

③ 放射線安全は、 i) 被ばく時間を短くすること、

ii) 線源から離れること、

ni ) 線源と観測点 (人間 )の間に物質 (遮蔽体 ) を置 く こ とによって守る
ことが出来る。

この三原則が守られれば、 放射線は安全に取り扱えることを、 正しく認識させる実験計

画を立案する。

④ 上記②̃③の実験を行うため、 実験に用いられる線源の大きさと種類、 遮蔽体の種類や広

がりと厚さの検討、「はかるくん」だけではなく、使い易いその他の放射線測定器や測定装

置の検討を行う。

などとしている。

こうした他組織、 研究機関を含めての動きを見るとき、 改めて放射線の知識の普及、 放射線教

育の難しさが痛感される。 学校教育において、 生徒たちは目で見たり、 手で触れたりすることで

単なる耳学間のみの場合より、 実感としての知識を得て理解を深めることが出来る。 しかし放射

線に馴染みの無い人が手軽に扱えることに安心して安易に間違つた測定法を指導したり、 報告し

たりしては、  放射線の知識の普及どころか誤つた情報が独り歩きすることになり、 大変に危険で

あると同時に教育上の弊害ともなる。

今後、 実験材料検討委員会においても単なる放射線の知識の普及、 手軽な放射線実験の検討 ・

紹介だけでなく、放射線を考えるとき、放射線を扱うとき、  守らなければならない、 ルールや操

作があることを指摘していく必要がある。 そうした操作が放射線のどう言つた性質・理論に基づ

いているのかをきちんと踏まえた形の操作マニュアル、 教案作り等を検討することを日的に活動

再開を考慮すべき時が来たと言えよう。

(注1 )  「はかるくん」 : (財) 放射線計測協会から無料で貸し出されている簡易放射線測定器。 「はかるくん」  には

ガンマ線のほか、 ベータ線も測定できる  「はかるくん II 」 が ぁ る 。
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不慮の事故のリスクと原子力事故のリスクの比較

(主観的リスクの相違)

河村 正一、田中 隆一、松浦 辰男

1 . はじめに

(財)全国安全会議発行の小冊子「図説国民安全」平成17年版によると、平成15年の

我が国の死亡者数は1,014,951で、このうち、不慮の事故による死亡者は38,714という。この不

慮の事故とは、交通事故(10,913)、窒息(8,570)、転倒・転落(6.722)、觀死(5,716)、天災その他

(5,295) 煙・火・火炎(1,498)を指すが、 かなり多くの人々が貴重な生命を失つているのに驚く

と ともに、  人々があまり重大な問題として取り上げていないことにも驚く。

一方、放射線、原子力発電、遺伝子組み換え、食品添加物、農薬などに対しては敏感すぎる

くらい強く反応し、 余分な神経を使い過ぎていると思う。 このような反応の違いがどうして生じ

るのか、考察 一0 る必要がある。

リスクは至るところに存在し我われは、 さまざまなリスクに囲まれて毎日生活している。 全

くリスクのない生活はできないともいわれている。ここに、 日本リスク研究会の「リスク分析の

考え方とその手法(1993)によるリスクの分類」 があり、 同じ種類のリスクをまとめられており、

次に示す。

①地震や洪水などの自然災害のリスク、

②火事や爆発、 輸送機関の事故などによる都市災害のリスク 、

③建設業、 製造業などによる労働災害のリスク、

④食品添加物と医薬品のリスク、

⑤大気、水、 士壤、生物などを媒体とする環境リスク、 、

⑥人間の健康や環境に都合の悪い生物種によるバイオハザー ドや感染症リスク、

aヒ学物質による環境汚染と、 人体、 生態系、 地球気候への影響などを対象とする化学物質のリ

スク、

⑧放射線による健康リスク、

⑨廃棄物そのものによる本源的結果、 廃棄物処理による結果、 物質循環上の結果に分かれる、 廃

棄物のリスク、

⑩高度な技術の開発と産業化によって生じる高度技術のリスク、

⑪人間活動が地球的規模に拡大することにより環境負荷や災害の影響が地球のすみずみまでに広

がっている様子のグローバルリスク、

⑫社会経済活動に伴うリスク、すなわち家計・個人分野、企業分野、国家分野、全地球分野で取

り扱われている不確実性や先見不可能性に根ざす不利益や犠牲に関連するリスク 、

⑬投資リスクと保険などで企業等の投資にともない生じる金銭的、 経済的リスク、 およびその経

45



済主体に対応して形づくられる保険などである。

このように分類できるが、 リスクで重要なことは 「リスクとは災害や危険そのものをいうので

はなく」、 「リスクは災害や危険が起こる可能性をいっている」 ということである。

2 .  リスクの定義

木下富雄氏によれば、 リスクの定義や術語は、 学問分野によって違いがある。 すなわち学間的

「方言」があるという。そういえば、(1) .で分類された各分野の術語は、同一分野内では統一

がとれているが、 分野を変えると意味が分からない場合がある。

能も伝統的な定義の方言は、 「リスクとは生命の安全や健康、資産や環境に、危険や障害など望

ましくない事象を発生させる確率又は期待損失」というものがある。この定義は生物学、医学、

化学、 工学、 経済学などの分野で使用されることが多いという。 この定義は、 確率で表現する

という意味で客観的であるが、 現実の世界は複雑すぎて、 望ましくない事象の発生を確率値で

表現できない場合がある。 そこでこの定義を和らげて、

② 「生命の安全や健康、 資産や環境に、 危険や障害など望ましくない事象をもたらす可能性又は

不確実性」をリスクと定義する場合がある。政策科学、環境科学、行動科学のように、評価す

る対象が複雑で関連する要因が錯綜して確率分布を明確に定義できない分野で使用されるこ

とが多いという。 また別の方言として、

③災害の発生確率や可能性だけでリスクを定義するのではなく、 災害が発生したときの障害の大

きさを考慮した定義がある。 このリスクの定義は、 「災害が発生する確率と、 障害の大きさの

積」として定義される。式で示すと、 (障害の大きさ )X (災害が発生する確率)となる。こ

の定義は、 発生の確率又は不確実性よりも、 引き起こされる障害の可能性に重点をおいたもの

である。 また、 この定義は、 災害が時間的、 空問的な広がりをもつ対象を扱う環境汚染や原発

の事故などに関連してよく用いられるという。 このようにリスクの概念は学問分野や対象によ

ってかなり異なるが、 これらの方言の共通部分、 すなわち 「標準語」 としてのリスク概念を強

いて取り出すとすれば、 「ある不確実な事象が生じる結果とその可能性」 又は、 「不確実な事象

に対する影響の予測」 程度のものになるかと木下富雄氏はいっている。 前述したようにリスク

の定義で重要なことは、 リスクは災害や危険そのものではなく、 その発生の可能性としている。

一方、IS0(国際標準化機構)/IEC(国際電気標準会議) GUIDE73:2002(TRQ 0008:2003)の

リスクの定義は、 「事象の発生確率と事象の結果の組合せ」 と規定している。 この定義には次の

5つの備考がついている。

備考1)  「リスク」  には、適切な日本語訳はなく、 一般に少なくとも好ましくない結果を得る

可能性がある場合にだけ使う。

備考2)  未だ発生していない時点での不確定性を常に基本的な性質とする。 起こるかどぅか

は分からないが、 少しでも起こる可能性が否定できなければ、 又は明らかに起こら
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ないといえなければ、 「リスク」  は必ず存在する。 これが、 「リスク」  の本質といわ

れている。

備考3)  「危険」 は一般的に目に見えるレベルでの感覚で、 ほぼ起こること力11確実といった内

意がある。英語ではdangerでありriskではない。

備考4)「リスク」は性質を現し、「危険」は状況を表す。備考5)「リスク」は「抽象的な概

念」なので、「管理の対象」にはできない。管理には具体的に把握できる実体として

の対象が必要である。 今まではリスクの把握のための表現としてlikelihood又は、

probabilityとその結果のseverityのcombinationとして表されるのが多かった。

今回はseveri tyではなく、 単に結果としたのが特徴である。

3 .  リスクで使われる語句

①リスクアセスメント(riskassessment) (IS0/IECGuide51) 1 . { リスク分析及びリスク評

価からなるすべてのプロセス} 2 .  (TR Q 0008) 「リスク分析からリスク評価までのすべての

プロセス。 」 3 .  (0HSAS 18001)「リスクの重大度の見積もり」そのリスクが許容可能か否か

を決定する全体的なプロセッス。」。 これらをまとめて簡潔に定義すると、 「リスクアセスメン

トとは、 リスクの大小又は高低を推測する方法」 である。 リスクアセスメントは、 職場に点在

する危険有害要因(職場の災害に発展する源) を探しだし、災害になる可能性の大小を推測し 、

災害リスクをより小さくするための改善対策を提示する手法である。 この手順を有効に進める

には、 危険有害要因の特定、 リスクの評価、 リスク低減対策の検討の3つの柱が必要である。

〇危険有害要因の特定 職場にあり災害要因は無数にあり、 その中からリスクの大きいものを

選び、 危険有害要因を特定する。

〇リスクの評価 リスクの評価やリスクレベルは、 企業や職場に適した基準を選ぶ。 事業場

独自の基準をつくることも1つの方法である。

〇リスク低減対策の検討 リスクを完全に排除するのではなく、 能力に見合つた改善対策を検

討する。 したがって、 「残留リスク」 として相当部分のリスク力?残ることがある。 安全、 衛生

に関する法令は、 災害の貴重な教言1l lとして十分活用する。

なお、災害や事故の場合、如何に対処するかを「リスクマネジメント」と誤解されている傾向

があるが、 これは「クライシスマネジメント」  の誤りである。

② 「リスクマネジメン」は災害が起こる前に、その危機を予測した上で、事前に防止対策をとる

ことである。  しかし災害を完全に防止するのは難しいから、 そこで得られた教言11lをフィー ドバ

ックし次の再発防止に役立てることになる。 これがリスクマネジメントの循環構造である。

③ 「リスクコ ミュニケーション」とは、「対象のもつリスクに関する情報をリスクに関係する人々

(ステークホルダー)に明示することである。関係者する人々とは、行政、企業、住民、研究

者などさまざまである。 この定義で重要なポイントが二つある。
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ーつは、関係者に情報を与えるときは、対象のもつ利便性すなわちポジティブ面だけではな

く 、  リスクすなわちネガティブ面も出すことである。 対象がもっているあらゆる情報、 関係者が

欲しがっている情報のすべてをフェアに提示する必要がある。

も う一つは、 リスクコミュニケーションは宣伝ではないということである。 つまりリスクコミ

ュニケーションとは、 関係する人々の間で双方向的な情報交換を行うことであり、 それによって

問題点を共有する。それを基いて共通の土俵で間題点を一緒に考えることを最終目標としている。

したがって政府や企業が一方的に消費者や住民に情報宣伝することをリスクコミュニケーション

とは言わないし、 反対派の人々が反対キャンペーンを張るのもリスクコミュニケーションとは言

わない。 ではリスクコミュニケーションで伝えるべきリスクは具体的にどういうものか。 それは

例えば、 災害がどぅいう性質のものか、 その災害がどういう形で測定されているか。 どういう形

で表されているか、 その災害から逃れるためにはどのようなやり方があるか、 などに関する情報

である。 これらは、 一般住民にとって非常に重要な情報なので、 最小限伝えなければならない。

いずれにせよ、 このようなコミュニケーションは自然科学の技術ではなく、 人文社会科学的な技

術といえる。 したがって、 効果的なリスクコミュニケーションを行うには、 それなりの専門的知

識を必要とする。「リスクコミュニケーション」を支える思想が人文社会科学的技術ということは、

自然科学とは違つて背景にそれなりの思想があることを意味する。 それは一言でいうと 「民主主

義」である。法律的な用語でいうと、公民権、自己決定権、知る権利、情報開示などの概念であ

り 、  法の前、 神の前には全ての者が平等という精神に基づいているという。

4 . ま と め

セロリスクの状態は存在しないこと。 日本リスク研究会によるリスクの分類項目、 リスクの定

義、 リスクの分野で使われている語句及びリスクコミュニケーションの重要性などについて言及

した。
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「低レぺル放射線影響をいかに理解し教えるか」

低レベル放射線の生体影響に関する検討委員会

今日では、 放射線、 原子力の利用は、 国民の生活や福祉になくてはならないものとなっていま

すが、 国民の間には放射線の影響についての過度の不安感があり、 放射線や原子力の恩恵を十分

に享受できない原因ともなっています。 国民の不安感は、 原爆の被災経験や原子力関係の事故・

トラブルの報道によるところが大きいと言えますが、 放射線防護の分野で、 放射線による発がん

や遺伝的なリスクは、 大線量から極低線量まで 「しきい値」 のない直線的な比例関係にあると仮

定していること (いわゆるLNT仮説 )が、一般には「放射線は、どんなに少なくても有害」と受

け取られ、 放射線に対する不安感を助長していると思われます。

近年、放射線により傷ついた遺伝子DNAの修復、アポトーシスによる不良細胞の排除といっ

た生体の防御機構や 「適応応答」 などの知見が増すとともに放射線業務従事者や高自然放射線地

域に住む人々の疫学的調査のデ一夕なども蓄積されております。

本検討委員会は、 こうした情報を収集し、  一般環境や職場で遭遇する低レベルの放射線の健康

影響という観点から検討し、 一般の方々が放射線を 「正当に怖がる」 ことができるような教育に

役立つ資料を作成することを目的としており、 放射線を規制する立場での考え方と低レベル放射

線の健康影響の実際との相違を、 一般の人たちによく理解していただく必要があると考えていま

す。

1 .  国際放射線防護委員会 ( ICRP)勧告の改訂

わが国をはじめ各国が放射線の安全規制のよりどころとしている国際放射線防護委員会

( ICRP )は、放射線影響に関する最近の知見を取り入れ、基本勧告(1990年勧告)の改訂

を行つており、改訂案を20 0 6年6月5日付けでホーム ・ページで公開し、一般から意見を

求め、2007年1月12日には最終案を公表しました。3月の委員会で決定する予定といわれ

ています。

この改訂案での低レベル放射線の健康影響は、 つぎのようになっています。

( 1 )  がんと遺伝的影響 (確率的影響) の線量反応

しきい値のない単純な比例関係は、 放射線防護の実際的な目的のための慎重 (prudent)

な基礎(b a s e )であり、国連科学委員会(UNSCEAR )の20 0 0年報告や米国科学アカデ

ミー (NAS/NRC)のBEIRV I I委員会報告の見解と一致するが、フランスの科学・医学ア

カデミーの報告は、放射線のがんリスクに関する実際的なしきい値を支持して反論している

と述べています。また、広島・長崎の被爆者のような高線量・高線量率で得られた発がんリ

スクを低レベルの放射線被ばくに当てはめる場合に使用する低減ファク夕一(線量・線量率
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効果係数) については、 1 9 9 0年勧告と同じく、  2 と しています。

なお、 ゲノム不安定性、 バイスタンダ一効果、 適応応答といった最近わかってきた生

物学的現象は、放射線防護目的のために取り入れるには知識がまだ不十分であるとして考

慮しないとしています。 これまでの疫学調査デ一夕にはこれらの影響のすべてが盛り込ま

れているとも考えています。

( 2 )  確率的影響に対する名目リスク係数

新勧告案を1990年勧告(Pub l i c a t i on60 )と対比して次表に示しますが、最大の変

更点は、遺伝的影響に関する名目リスク係数が6分の1から8分の1にまで減少した

ことです。  これは、 放射線による突然変異の影響が誕生までの間に大部分が回復する効

果を考慮したこと、さらに、遺伝的影響は淘汰されるので2世代 (子、孫 )までを考え

ればよいとしたことによります。

表 がんと遺伝的影響に関する損害を調整した名目リスク係数 (10 -2 S v-')
被ばく

集団

がん 遺伝的影響 合計

今回 P ub1. 6 0 今回

0.2

Pub1. 6 0 今回 P u b 1 6 0

全体 5 .5

4.1

6.0 1,3 6 7.8

5.6成人 4.8 0.1 0.8 4

名目リスク係数は、 若干減少したが大きくは変わらないので、 作業者や一般公衆に対す

る線量限度は変更しないとしています。

( 3 )  集団線量の扱い

集団線量 (人 ・シーベルト)は、放射線防護の最適化のための手段であり、放射線を使用す

る技術と防護過程を比較する際の物差しとして重視するが、 リスクの評価、 と りわけ、  大きな

集団に対する些細な被ばくからなる集団線量をがん死亡の計算に用いることは不合理で、避け

るべきであり、  集団線量の間違つた使用である、 と注意を喚起しています。

2 . 低レベル放射線の健康影響の実際

( 1 )放射線生物学の進歩

しきい値なし直線( LNT )仮説が取り入れられた1 9 6 0年代、  70年代は、細胞生物学が

未熟であり、 電離放射線による細胞DNAの損傷は回復できずに、 細胞分裂を通じて娘 (子孫)

の細胞に伝えられ、 DNA損傷の蓄積によって最終的にはがんを生じるだろうと信じられた。細

胞は受身で、 放射線の攻撃には反撃できないとみなされていたのです。 DNA の修復やアポト

ーシス (細胞の自殺) のようなことは知られていませんでした。 太陽からの紫外線や電離放射

線に対して細胞には防御機構が存在することは後から発見され、 今では、 ヒトの細胞にある3
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万の遺伝子のうち、 数百は紫外線や電離放射線に対する防御機構に貢献している ことがわかっ

ています。防御機構が存在することはLNT仮説を支持している人たちも認めていますが、線量

と影響(ef l l l ec t )の比例関係が線量、線量率によって変わるのかどうか、 ということが議論の対

象になっています。

主な防護機構としては、 少なくてもつぎの4つがあります:

① 活性酸素に対する防御機構

②DNAを修復する機構

③損傷したDNAを持つ細胞の除去(特に、がん抑制遺伝子p53の関与によるアポトーシ

ス=プログラムされた細胞死)

④ 正常な細胞が将来、 臨床上の腫瘍になる悪性細胞に転化するのを妨げる代謝あるいは免

疫によるハー ドル
DNAの損傷は、 それを検出するセンサ一分子がAIT M とか AITRというような分子を活性化

し、 細胞分裂サイクルを停止させ、 DNAの修復やアポトーシスを起こさせる。修復の効率や正

確さは、細胞内のDNA損傷の量が少ないほど高く、修復の効率は線量、線量率および被ばくの

履歴によって変わることも分かってきています。

<適応応答>

低線量の事前照射によって、 数時問から数日後に細胞の放射線感受性が低下する 「適応応答」

とよばれる現象が存在することもわかってきました。 「適応応答」 は、 細胞レベルだけでなく、

マウスのような動物でも認められています。 線量や 「適応応答」 を示す時期などに条件がある

ため、低線量の事前照射がどんな場合でも生体にとって有益だとはいえないかもしれませんが。

<バイス夕ンダ一効果>
マイクロビームを用いたアルファ線による細胞実験から、 照射された細胞の近隣にある放射

線のあたらなかった細胞に突然変異などの影響を与える現象 (バイスタンダ一効果) があるこ
とが分かりました。  バイス夕ンダ一効果は、 近隣の放射線を受けていない細胞に発がん効果を
もたらすが、 (線量が大きいと影響を受ける近隣の細胞が重複するため無駄になるとの考えか

ら )  低線量では単位線量あたりの影響が中線量よりも大きくなる (直線より上に凸の曲線にな

る )  という仮説を主張する人もいます。 しかしながら、 バイス夕ンダ一効果は、 ガンマ線のよ
うな低LET放射線での証拠はほとんどなく、低線量で起こるという証拠もありません。高LET

粒子についていえば、低線量でしきい値があるという事実によって、この仮説は否定されます。

すなわち、ダイアル ・ぺイン夕一のR a -226による骨肉腫では、10グレイというしきい値があ
り ますし 、また、  ト ロ ト ラスト患者のトリウムによる肝臓がんでは、 2グレイというしきい値

があります。

( 2 )  疫学的研究
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低レベル (低線量かっ低線量率) の放射線被ばく を受けている放射線業務従事者や高自然放
射線地域住民についての大規模な疫学的調査でも、 有害な健康影響を検出することは困難とな

つています。 実際、 フランス科学アカデミーの報告書もBEIR VII委員会報告の著者たちも、 約

100 mSv未満の線量では、 疫学的研究によって有意な発がんの増加をヒトで検出することは困

難と考えています。 しかしながら、 低レベル放射線でがんリスクを検出したという研究報告を

しばしば目にします。 これは、 影響がなかったというネガティブな結果よりも学術誌に採用さ

れやすいこと、  LNTを前提としたモデルを用いて低線量域まで外挿して統計的に有意としてい

る こ と 、  さらに調査・解析にバイアスがあったり、 放射線以外の発がん要因の考慮が不十分だ

つたこと、  などが原因と思われます。

3 . 低レベル放射線影響をいかに理解し教えるか

放射線の安全規制の立場から採用されている 「しきい値なし直線仮説」 と 、  生体防御機構に

よって低レベル放射線の有害な健康影響の発生が抑制されている現実との相違をよく理解し、

「微量の放射線は心配する必要がないこと」 を一般の人たちにどのようにして伝えていけばよ

いのか、 具体的な手段を検討していく必要があると考えます。

(文責)金子正人



教科書記述調査報告書 (その1 )

一高校「理科総合A」、 “不適切な言11述例”、 中学「理科」一
松浦辰男 関本順子 田中隆一

1 .  はじめに われわれは過去 10年以上にわたり、 現行の高等学校や中学校の教科書の中でのエネルギ

ーや原子力、 放射線に関する事項に関する記述について調査してきた。

当初は、 理科の教科書でさえ科学的な誤りが少なくなかったが、 最近は大きく改善された。 高校の公民な

どの科目でも、 最近まで専門家から見て不適切と思われた記述が大分改善されている。 これは、 文部科学省

が、「高等学校教科用図書検定基準」(平成11年文部省告示第96号)の条文、「図書の内容に・・・特定の事

柄を特別に強調し過ぎていたり、 一面的な見解を十分な配慮なく取り上げていたりするところはないこと。」

に従つて、申請のあった教科書の内容について、「原子力発電について、利点に比べ、その危険性や問題点を

特別に強調し過ぎている。」といった具体的な指示を検定結果として教科書製作者に指示していることも大き

な理由であると考えられる。

平成18年4月に、高等学校低学年で平成19年度から低学年で使用される教科書についての検定結果が発

表された。原子力に関する記述のある理科「理科総合A」、公民「一般社会」を中心に40点について調査し

た。  また中学の理科のうち、 エネルギーや原子力に関する記述のある 「理科第一分野」 5点を調査したので
報告する。

2 . 高等学校理科 (「理科総合A」) の教科書について

この科目の教科書は、 どの出版社のものもほぼ良くできている。 以下、 現状を具体的にコ メン トをする。

〇 ( T書籍、 理A 012) (p .105 )核分裂を示す図(図13)に、中心から2個の核分裂生成物と2個の中性子

が飛び散つている外に3本の矢印があり、 核分裂の瞬間にエネルギーが中心から放出されているように表さ

れているが、 エネルギーは核分裂生成物の運動エネルギーとして生まれるので、 この矢印は不要であり、 こ
こで核分裂で生成した原子核の運動エネルギーがほかの原子や分子との衝突で熱エネルギーに変わることを

教えるべきである。 この図に関して、 4年前(現行,p.73)はさらに核分裂生成物として実際に存在しない核種

名が書かれていた(スズ131とモリブデン103)。このことを出版社に指摘したのでこの点は訂正されている。

またこの本では、 放射線の説明のところに以前は「身のまわりの放射線」 _/の数値の表が加わったこと、 原

子力発電の説明でも、 「目本でも、 電力供給の約35%をこの原子力発電でまかなっている。 しかし . 核分裂
の際に大量の放射線力1生 じ る こ と や、 使用済みの燃料からも放射線が生じること,l11'ら、 よりいっそうの安全
対策 ・廃棄物処理が求められる。 」となっていたのが、新本では「 ・ ・ ・電力供給の約3分の _1を ・ ・ ・ 、 放

射線が生じることから、 被ばくを避けるための厳しい管理がなされている。_/ となっている。 また、 「臨界」

の囲み記事も以前より良くなった。

〇 ( K館、理A  016)では、核分裂の図の説明で(p.150)「分裂した核などの運動エネルギーは熱工ネルギ

ーと な る 。」と正確に書かれているのはよい。しかし、「放射線と人間」(p.151) の説明の中で利用のところ

はよいのであるが、放射線影響の説明で、「・・・急性障害が起こらない量の放射線でも、浴びた放射線の量

に応じて、後になってがんや遺伝子障害を発病する危険が増えると考えられている。」 は規制の考え方であっ

て事実ではない。 このような認識を教科書に記載されていては、 いつまでたっても国民の放射線恐怖症の改

善することはできない。

また、 この出版社の別の本で 「放射線とその利用」 (p.118-119) で比較的詳しく数値が示された形で自
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然放射線の存在や実効線量の単位、 放射線の種々の利用が詳しく書かれているのはよい。 「放射線の研究」 と

いう、実習による放射線の性質を調べるとところはよいが、1箇所、「な解線は人体に危険なのだろ う力?。」

の設問は適切ではない。 「放射線は、 なぜ場合によっては危険であることがあるのか」 という質問とし、  大量

はたしかに危険であるが少量では危険度は高くないことを教えねばならない。

〇(S研、 理科A 0l98)、 (p.104) 「放射線の影響と利用」で、「放射線は、 その電離作用(物質を透過すると

きに原子中の電子をはじき飛ばし、 イ オ.ンにするはたらき )によって生物の?に影響をおよぼす。とくに、

?分?裂の盛ん造血器官(脊髄、 リ ンノ、l1節)や生殖腺などが大きな影響を受ける。 この影響を最小限にする

には、 放射線源から離れる、浴びる時間を短一く'する、鉛で遮蔽するなどの対策を採る必要がある。・ ・ ・ 」

これは大変適切な記述である。強いていえば、 11鉛で遮蔽する」 を 「鉛などで 」 とすべきであろう 。

3 .  理科以外の教科書(公民「一般tt会」 「政治経済Jなど) 以下に、 2006年3月の時点で不適切な記述
であり改善する余地があると考えた例文のみを示す。(このうちの一部はその後の改訂でこの様な記述が見出

せないものもあり、2007年3月現在詳しく調査中。)

〇「(海外で起きた) 大規模の事故の例にみるように、原子力発電所の安全性は完全ではない。」 ( J出版「現

代社会」)

〇 「原子力発電は、 大量のエネルギーを安定的に比較的安く供給でき、 =酸化炭素を排出しないという利点
があるが、 人体に危険な簡合eを大量に発生させるウラー,の核分裂エネルギーを使用しているため、 その安
全性が問題視されている。」 ( S出版 「改訂版高等学校現代社会」)

〇 「原子力発電は決して安全ではない。・ ・ ・日本は地震が多いのに、本当に安全なのだろう力'。現実に事故
もしばしば起きている。た と えば' 1997年の東海村再処理工場内での火災・爆発事故では少量ながら放射性

物質が施1設内にもれた。・ ・ ・増え続ける低レ・ベル放射性廃棄物と高レベル放射性廃棄物の安全な管理や処分

の問題も大きい。特に高11,ベル放射性廃棄物の保管には数万年は必要といわれ ・ ・ ・安定した地層中に埋設

処分するというが、 それも研究段階である。」 (D社 「新現代社会」)

〇 「原子力は人体に有害な放射能を大量に発生させるため、その安全性が開になる。」 (T書籍「現代社会」)

〇 「放射性物質は極めて有害なため処理が難しい。」 (T書院、 「地理B」)

〇 「原子力は核分裂により生ずる「死の灰」(放射性廃棄物)の処理など、安全性をめぐる問題が他のエネル

ギーとは決定的に異なる。」 (H出版 「現代社会」)

〇 「 ( チェルノブイリ原子力発電所の写真の説明で) 「広島型原発の 15l00倍の放射能汚染をひきおこした。汚

染地域は北半球の広い範囲に及び、 被曝した人々は現在も後遺症に苦しんでいる。」 (T書籍「現代社会」)

〇 「 JC0事:故で周辺住民など700名が被曝した。」 (同)

〇 「いったん原子力発電所で事故が起こると、? な範囲が簡能に汚染され、 長期間にわたって人体や生

態系に甚大な悪影響をおよぼす。」 ( S書院「新現代社会」)「目本では ・ ・もんじゅや臨界事故などが生じ、

原子力発電に対する不信が高まっている。」 (同)

〇 「原子力発電所の建設 欧米ではコスト高や安全性を重視して新設はほとんどtテゎれていない。 スエーデ
/やドイッでは脱原子力政策を目指している。日本でも原子力開発長期計画 (1994年) の見直しがfテゎれて

いる。」 ( S研「政治・経済」 )

〇(チェルノブイリ事故の写真の説明に) 「チェルノブイリ事故による今後のがんの死者は世界全体で十万~
数十万人にのぼると推定されている。」 (K出版 「現代社会」)
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4 .  中学校「理科第 -分野」
われわれは、 本報告書第1章第5項に示したように、 中学校の課程において、 エネルギーと同時に、 放射

線・放射能の基礎的知識をも取り扱うように、 現在の学習指導要領を改訂していただくようにと要望をして

いるところである。  本節では、 現行の中学校の理科第一分野で、 「科学の進歩とわたくしたちの未来」という

と ころで  「さまざまな発電のしくみ」 の中で、 原子力発電が水力発電、 火力発電とともに記述されているの

でその実態を報告する。調査した教科書は、すべて平成17年2月検定済み、平成18年1月発行、18年度よ

り使用が開始されているもの5種である。 以下に、 原子力エネルギーに関する記述について、 できるだけ原

文を引用して、 最近の実態を述べる。 (原文をそのまま引用したものをイ夕リック体とした)

〇 K出版社のもの (第104̃l05ページ)

計 力 発 電 ? 裂という反応によって得られる熱エネルギーを利用して発電するしくみを原子力発

電という。原子炉一の中で、 ウランなどの核燃料に核分裂を起こさせて高温・高熱の水蒸気をつく' り 、 その水

蒸気の力で発電機の夕一ビンを回し発電する。 原子力発電では、 少量の核燃料で大きなエネルギーが得ら
れ る*'こ と や、 大気を汚染する排出ガスが発生しないなどの利点がある。 し力?し、 生 じ るエネルギーの制御
に高度の技術を必要とすることや、 ウランなどの核燃料や発電によって生じる核廃棄物が有害であること,な

ど、 解決しなければならない間題も多い。

* '石油(重油)1gの燃料で生じる熱エネルギーは、約4万 Jである。一方、ウラン1gの核分裂で生じる
熱エネルギーは約800億 Jで石油の約200万倍のエネルギーが得られる。

(「さまざまな発電のしくみ」 として水力・火力、 及び原子力発電の図が示されている。)

〇T書籍のもの (第94̃95ページ)

ページの上部に図3として「日本のエネルギ一資源別発電量の割合(2002年)」の円グラフがあり火力・
原子力・水力・その他の数値がそれぞれ56.6%、35.1%、8.0%、0.4%となっている。その下の本文に水力

発電、火力発電、原子力発電の説明がそれぞれの発電所の写真とともにあり、写真に隣接して、図4、図5、

図6としてそれぞれの発電の仕組みの図と説明がある。 原子力発電の本文の説明は以下の通り。

解 税 電 原子力発電では、 放射線を出すウランなどの物質が燃料として用いられる。 ウランなどの核

燃料は 少量でばく大なエネルギーを得ることができる反面、 放射線が人体や作物に多量に当たると危険な

ので、 常に厳しく監視して安全を確保する必要がある。万一事故が起きた場合の放射能汚染の防止や、 使用

済み核燃料の安全な処理など、 今度さらに研究して解決しなければならない問題が残されている。 また、 ウ

ラ 、/の埋蔵量にも限りがある。 (鹿児島県薩摩川内市の原子力発電所の写真が添えられている。)

次ページの上部には図7として「エネルギ一資源別可採予測年数(2002年)」があり、石炭、ウラン、天
然ガス、石油のそれぞれの残りが204年分、61.1年分、60.7年分、40.6年分となっている。その隣の図8

には「温室効果」の説明がある。その下の図4、図5、図6の説明で、水力発電では「 ・ ・ ・ 熱エネルギーを

経ないためエネルギ一変換効率が高く、ーエネルギーの 80%あまりが電気エネルギーに変換される。」、 火力
発電は、 この効率は「高温のガス夕一ビンと、 より低温の蒸気タービンを組み合わせて50 %を越えるものが

登場している。」 と あ り、 原子力については、 「熱源の温度が高く'ないので、 エネルギーの変換効率は35%程
度が上限である。」 となっている。

〇G図書のもの (第92ページ)

原子力発電 原子力発電は、 原子炉の中でウラン原子を分・裂 さ せ、 そのときに発生する熱エネルキーで

得た高温 - 高熱の水蒸気の力で発電機を回し発電する方法である。 ウランからは、 石炭や石油に比べて
はる力'に少ない量で多くのエネルギーが得られ, また、=酸イヒ炭素や大気 ?物質を出さないという;長所が
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あ る。 しかし、 ウランの量にも限りがあるし、 原子炉の中では生物に害がある放射線が放出される。多

量の放射線を人間などの生物があびれば、 生物の細胞や遺伝子がそこなわれたり、 生命に危険を生じること

も あ る。 そのため、 原子力発電では、 放射線力i外へもれないようiごし た り、 使用済みの燃料棒などの廃
棄物や冷却水の処理に、 慎重で万全な管理が必要である。

(福島第一原子力発電所の写真と原子力発電所の図とが添付されている。)

〇K館のもの (第100̃101ページ)

(本文「いろいろな発電方法」で) 電気エネルギーは、主に火力発電、 原子力発電、水力発電などによって

得られている。(「電気エネルギーに変換されるエネルギ一資源の種類と割合」の円グラフあり。)そして、 「話

しあってみよう」で、「火力、原子力、水力、 風力太陽光による発電には、 どんな長所、 短一所があるのか

を調べ、 話し合つてみよう」 とい う こ とで、 種々の発電方法に対してその長所、 短所を調べて記入する欄が

設けられている。 その次のページで、

図のよ う に、 水力発電ではダムにためた水を落下させて発電機を回転させる。 火力発電と原子力発電は、

どちらも水を高温 ・高圧の水蒸気に変えて、 これで発電機を回転させるが、 火力発電では石油や石炭、 天然

ガスを燃やしたときに出る熱エネルギーを、 原子力発電ではウランなどの原子の核が分裂するときに出るエ

ネルギー ( 核エネルギー) を熱エネルギーとして利用している点が異なっている。
もっとも依存度の高い火力発電には、 =酸化炭素や汚染物質の排出という問題があり、 原子力発電には、
安全性や廃棄物の処理などに課題が残つている*'。 また、 どちらも限りある資源を使つている。一方 水 力
発電も生態系への影響や、 ダムにたまる大量の土砂の扱いなどの問題がある。
*'原子力発電には、=酸化炭素をほとんど発生しないという長所はあるが、 燃料のウランや発電後の廃棄
物力?ら人体に有害な解i線が出るという短所がある。 そこで、 放射線力1外部にもれないように厳重に管理

す る と と もiご、 放射性の廃棄物の管理も万全にしなければならない。 また、 放射線は外書?iこ漏れると危険

なだけに、 発電機の故障などの情報を積極的に公開し、 地域の理解を得ることも重要である。

(アンダーラインは原文にはないが、 やや問題となる記述であると考えるので筆者がつけた。)

〇D図書のもの (104̃105ページ)

「電気エネルギーをっくる方法を調べよう」 という見出しであるが、

「原子力発電では、 ウラン原子が核分裂して出すエネルギーで高温の水蒸気を作り、 夕一ビ、/を回す。」

とい う よ うに 、比較的簡単に書かれている。「日本で1年間に発電された電気エネルギー」の1970年、1980

年、 1990年、 2002年のグラフとともに、本文において、 「日本で _1年間に発電される電気エネルギーの量は

増えている。 内訳をみると、 火力発電と水力発電の割合が'/11、さ く な り、 原子力発電の割合が大きくなってい
るのがわかる。」と書かれている。「発電のしくみ」として、火力・水力、原子力の発電の仕組みの図のそれ

それの方式の発電所の写真がある。 原子力発電所の写真は愛媛県伊方町のものである。

中学校の理科の教科書記述について、 と く にコ メントすることはしないが、 これらの記述の現状は、 原子

力の果たしている役割についてさほどの無理なく理解できるのであるが、 放射線に関してその危険性が強調

されているようなのが、 筆者には気になる。 この問題に関する記述が改善されることを希望するとともに、

是非、 自然放射線が身の回りに存在することを実習で学ぶ教育課程を中学で取り入れていただいて、 放射線

に対して妥当な考え方を義務教育課程のうちにすべての生徒に身に付けていただく必要があると考える。

終わりに、  教科書の閲覧に関して、 科学新聞社から好意的なご配慮を頂いたことを感謝する。
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教科書記述調査報告書 ( その 2 )

におけるエネルギー・原子力関係の配述について

〇田中 隆一、 松浦 辰男 (NP0法人放射線教育フォーラム)

1 . はじめに

エネルギー ・原子力に関わる学校教科書の記述については、 当フォーラムを含むいくつかの団体か
らの不正確な記述の指摘などを通して、 科学的に不正確な記述は最近の教科書では減少しっつある。
平成18-21年度用の教科書検定では新エネルギ一源の短所も併記を促す修正意見が検定申請された多
数の教科書についた結果、 原子力のリスクを一方的に強調するような記述の偏りについては、 部分的

に改善が進んだ。 しかし、 社会的な視点からの記述の客観性及び中立性の偏りは依然として残つてい

る。  このことは日本原子力学会から文部科学省へ昨年に提出された 「初等・中等教科書および学習指
導要領におけるエネルギー ・ 原子力の扱いに関する要望書」 のなかで社会科教科書における問題点と
しても指摘されている。 本研究では、 記述に偏りがないことを評価する一つの試みとして、 エネルギ
一問題についての国民のバランスのとれた判断のベースとして安定供給・確保、環境適合性、及び市場

経済生の3つの視点が必要であるとい 、う考え方に立ち、18年度から中学校で使用されている公民及び

地理分野の教科書を中心に記述の傾向を調査し考察した。 なお、 17年度まで使用していた教科書につ

いての調査・考察は日本原子力学会ですでに報告している ' )。
2.調査の視点

記述に偏りのないことを客観的に評価する明白な社会的な基準はないが、 エネルギーに関するバラ
ンスのとれた知識の普及には、 エネルギ一政策基本法に謳われている三本柱としてのエネルギ一安定
供給 ・確保 (エネルギ一安全保障、自給率向上、対外依存の緩和、供給源多様化等)、環境への適合性
(エネルギ一消費、 地球温暖化防止、廃棄物・再生対策等)及び市場経済性(消費者の利益、市場自
由化等) の視点が記述に取り入れられるべきであり、 このことがエネルギ一問題についての社会的な
合意形成に欠かせない公正な判断力の育成に重要であると考える。 この考え方に立つて、 18年度から

使用されている新しい公民科(8社)及び地理科(6社)の教科書を中心に記述の傾向を調査し考察した。

ここでは、 17年度まで使用されていた教科書との対比を含めて調査結果及び考察の概要を示す。

3 .調査結果

(1)工ネルギ一問題全般について ェネルギ一問題についての公民教科書における図表も含めた記
述量は、環境間題の2分の1以下であり、10分の1程度という極端なケースさえある(公民T書院)。

また、 その記述内容は新エネルギーを中心に環境への適合性の視点からの記述に主眼をおく傾向が強
い(公民K出版、 T書院、 T書籍等)。この環境適合性偏重の傾向は地理教科書よりも公民教科書に

おいて特に顕著である。

これに反して、 広い意味でのエネルギ一安定供給・確保については、 「限りある資源」 の現状を型ど
おり述べるに止まり、 どの教科書でも軽く扱われている。多くの教科書でエネルギ一資源及び消費分
布の偏りが概して地球的な視点から指摘されている一方、 エネルギ一安定供給・確保や自給率の向上
という国家的要請の視点が特に公民教科書では希薄である(公民N出版、T書籍、K出版、0書籍等)。

平成17年度まで使用された地理N出版の教科書については安定供給・確保の視点が例外的にバランス

よく記述されていたが、 18-21年度版ではその部分の記述が大幅に削除された。
自給率が低いという問題は指摘されているが、 それによって国民生活にどんな影響が懸念されてい

るのか、 この問題で原子力がどんな役割を担つているのかが明瞭に述べられていない。 一般に地理教

科書では資源問題の記述が重視されており、 わが国のエネルギ一供給構造の変化にも記述が及んでい
る例(地理N出版、 K出版等)も見られるが、 近年の世界的な需要増大、安く豊富な石油時代が終り



を迎えつつあるというエネルギ一需給の厳しい現実を直視するには至つていない。
(2)原子力について 原子力に関する記述については、その利点を簡単に述べた後に安全上のリスクに

ついて詳しく記述するという型どおりのパターンが依然として見られるが、 全体として図表や写真を

含むエネルギ一問題の記述量は減少する傾向にある。 しかし、 原子力のリスクのみを過大に強調する
傾向は、 18 -21 年度用の教科書検定における具体的な修正意見に基づく新エネルギ一源の長所、 短所
の併記や原子力の利点の過小評価是正によって改善された(公民T書籍、 T書院、 K出版、 0書籍、

地理T書籍、N出版、N新社)。長所・短所の両面を記述するように修正されたことは、 各エネルギー
源についての市場経済性を配慮する視点が強調されたと見なすこともできる。一方、 「原子力の宿命で

ある放射線が一」 という表現に見られるような否定的な価値観を滲ませる例 (地理N新社等) は依
然として残つている。

18 -21年度用の教科書に見られるもうひとつの特徴的な変化は、チェルノブイリや JC0などの事故
写真が17年度まで使用された公民及び地理の7教科書に見られたが、18-21年度用の教科書について
は、6教科書(公民T書籍、 K出版、 N出版、0書籍、地理K出版、0書籍)において削除されたこ

とである。新エネルギーについては、 先行的な開発努力が生むクリーンなイメージをマスメディア等
の報道をもとにして強調するあまり、 エネルギ一間題のなかでの包括的な位置づけが理解しにくい弊
害を生んでいる。

全体の印象として、 旧版教科書に比べて記述の偏りは改善されつつあるが、 本来は本文の補足的な

役割をもつはずの図や写真の数が多すぎる傾向が依然として見受けられる (公民K出版等)。

4 . 考 察

社会的な合意形成の資質育成の立場から考えると、 エネルギ一問題は地理分野以上に公民分野にお
いて重視すべきであると考えるが、 上述の偏りがなぜ生ずるかについては学習指導要領にも一因があ

ると考える。 エネルギ一問題が「国民生活と経済」ではなく「世界平和と人類の福祉の増大」のテー
マのなかで記述するように指導されていることである。 エネルギ一問題が国民生活よりも世界の平和
や福祉にとって重要であるという指導的な位置づけのもとでは、地球的観点からの資源・環境論に偏る

結果となり、  わが国のエネルギーの安定供給・確保の視点軽視は避けられない。 エネルギーの確保が国
民生活にとって死活問題であることを義務教育の場で学習するべきであると考えるが、 それが難しい

という背景の一因がここにあると考える。

5 . 結 論

(1) 中学校の社会科教科書では環境問題に比べてエネルギ一問題の記述量が少なく、 社会的なバラ
ンスを欠いている。また、 エネルギー・原子力については環境への適合性の視点が特に重視され、 エ
ネルギ一安定供給・確保 (エネルギ一安全保障) の視点が軽視される傾向が顕著に見られる。 しかし 、
これまで指摘されていた原子力リスクの過大な強調や事故写真掲載によるソフトな差別は是正される

方向にある。

(2) この記述の偏りを改善するためには、 エネルギ一資源の不確実性という状況における世界的な
エネルギ一需要の增大、国民生活から見たエネルギ一供給の対外依存問題、わが国特有のエネルギー
事情のもとでの原子力の役割と実績などを記述に積極的に取り入れるように強く要望するべきである。

(3) 中学校公民的分野の学習指導要領において、 「世界平和と人類の福祉の増大」 のテーマのなかで
記述するように指導されているエネルギ一問題を 「国民生活と経済」 にテーマに移し、 原子力がわが
国のエネルギ一安全保障に重要な役割をもっていることを適切に学習させるべきである。
(4)中学校社会科教育における「公民的資質」の認識の偏りを直視し、「公民」とは何かについてバ

ランスのとれた認識をもてるように学習させるべきである。

終わりに、 本調査研究を通して調査対象の資料閲覧にご協力をいただいた科学新聞社に感謝する。

1) 田中、松浦:日本原子力学会2006年春の学会要旨集E7
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教科書記述調査報告書 ( その 3 )

高校公民科教科書におけるエネル ,:ll- ・原子力ln係の配述の◆i向
〇田中隆一、 松浦辰男

1 . はじめに
エネルギー ・原子力に関わる最近の学校教科書の記述については、 これまでの改善要求などに

よって科学的に不正確はかなり改善されてきた。  また、  l 8-21 年度用の中学校教科書検定では、

社会科教科書のなかで、 新エネルギ一源の長所とともに短所も併記し、 原子力リスクに対する過

大な評価を是正させる修正意見がいくつかの教科書に出され、 記述の偏りが部分的には改善が進

んだ(1 )。  しかし、  この偏りに限らず、記述の偏りには様々な視点があるので、 エネルギー ・ 原

子力関係の記述内容をより多角的に調査し考察する必要がある。 今回は、 前報における国民生活

にとってのエネルギ一問題の重要性はエネルギ一政策基本法で謳われている3本柱にあるとい

う基本的な考え方に立ちながら、さらに記述の偏りを考察する視点を広げることによって、1 9年

度から使用される高校公民科の「現代社会」 ( 1 0社 )及び「政治・経済」 ( 6社 )の教科書につい

て、  特に記述内容のバランスに重点をおいて旧版と対比して記述の全体的な傾向を調査した結果

を報告する。

2 . ■ iのa点
記述に偏りのないことを客観的に評価する明白な基準はないが、 社会科教科書の場合、 広く社

会的見てバランスがとれた内容であること、先入観や通説による偏向の排除、公民・国民として

の良識などが要求される。  教科書によるエネルギ一問題の知識普及では、 特にバランスのとれた
内容であることが重要である。そのため調査における視点として、  前述3本柱のうち特にエネル

ギ一安定供給・確保と環境適合性との間のバランス(エネルギ一問題の枠内)を基本にして、 エネ
ルギ一問題と環境問題あるいは食糧問題との記述のバランスという視点も含めた。

3 . 始 最 ・ i最

3 . 1 配速量の新旧比ll
18年度から使用する予定の新版の「現代社会」及び「政治経済」の教科書について、 エネ
ルギー、環境、食糧・農業の各分野の記述量(頁数)の平均値及び原子力施設事故の写真掲

載数を調査した結果を表1に示す。

表1公民科教科書記述量の新旧比較
(旧版:18年度まで使用、新版:19年度から使用)

「現代社会」の平均頁数

(新l日比較可能な12社対象)

旧 版 新 版

エネルギー 4 .5-4.6
「政治・経済」の平均頁数

(新l日比較可能な6社対象)
旧 版 新 版

工ネルギー 1.0→1 . 4

環境 8.2→8.5 環境 4 .8-4 .9
食種 ・農業 1.1→1.6 食i l・農業 2.5-2 .8
事故写真数 1 .0→0.8 事故写真数 0.5-1 .2
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表2 H18年高校公民科教科書検定の指摘事由

新(自然)エネルギーの記述(7件)
t包える課題に比べて実用化や普及の動きを強調しすぎている。
普及のために克服すべき課題が存在しないのように誤解されるおそれ_
推進策において原子力発電と排他的であるように誤解されるおそれ _
原子力工ネルギーの記述(10件)
石油代替の最も有望なェネと考えられた理由について説明不足。
石油代替エネルギ一源としてどの条件を満たしているか理解できない。

利点に比べ、その危険性や問題を特別に強調し過きている.
わが国が原子力を推進する理由が誤解されるおそれがある。

発電コストの記述が断定的で誤解されるおそれがある(放射性廃棄物)

二酸化炭素の排出量が少ない方法でないように誤解されるおそれ.

米国の原子力発電政策の現状に照らして誤解されるおそれがある。

東海村での臨界事故が原子炉の事故のように誤解されるおそれがある。

ーつの教科書で記述が 2 箇所以上にわたる場合は、 その合計量で表した。 「環境」 の定義は

曖昧であるが、  公害や廃棄物それ自体を主題とする記述は 「環境」 には含めなかった。 各分

野の記述量の比較では、両教科書とも「環境」の記述量が圧倒的に多く、「現代社会」では「エ
ネルギー」 の約 2倍、 「政治経済」では約 4倍である。食糧 ・農業については、  「現代社会」

で は 「エネルギー」 の 3 分の 1 あ るいは 4分の 1 であ るが 、 「 政治経済 」では約 2倍である 。

新旧比較では、「エネルギー」は、 「政治経済」は新版で増加しているが、「現代社会」では変
動は見られない。 「食糧・農業」は、逆に「現代社会」新版の增加が見られる。また、中学校

の「公民」及び「地理」の教科書と比べると、 「エネルギー」について高校「現代社会」の記
述量が多いが、 逆に 「政治経済」 の記述量が少ないことがわかる。

原子力施設事故の写真掲載数については、 「現代社会」 では新旧の変動は小さいが、 「政治

経済」 では顕著に增加している。 これは中学校の 「公民」 及び 「地理」 では新版で激減して

いる事実とは全く異なっている。  この こ とは 、  概して高校教科書のほうが原子力についてよ

り強く否定的に記述する傾向があることを示すと考えられるが、「政治経済」の場合は、記述

量が增えたことによる影響があると思われる。

平成18年の高校公民科教科書の検定に関して、 その指摘事由 (検定意見) から見た特徴を

表2に示す。  指摘の対象分野は新 (自然) ェネルギーと原子力エネルギーに関する記述に集
中する傾向が見られる。  新エネルギーの記述については、 中学校教科書と同様に、 普及のた
めに克服すべき課題が存在しないとのように誤解される表現が多くみられるとともに、  その

課題に比べて実用化や普及の動きを強調しすぎる傾向が広くみられる。 今回の検定意見は平

成17年の中学校社会科教科書の検定意見の考え方を受け継ぐものであり、その結果6社の教

科書の記述が、 部分的ではあるが、 バランスのとれた表現へと修正されることになった。
原子力エネルギーの記述にっいても  10  件の検定意見が出されたが、 その多くに共通して
いることは、明らかに間違いとは言えないが誤解を招くおそれがあることが指摘されている。

記述の偏りという問題に対して、  バランスのとれた内容であると同時に、 通説や先入観を排

除した客観的な記述を目指して、 検定意見の考え方がこれまでよりも一歩踏み込んだ厳しい

客観性を迫求する姿勢があることを評価したい。

1) 田中、松浦:日本原子力学会20 0 6年春の学会要旨集E7

2) 田中、松浦 :日本エネルギ一環境教育学会第1回全国大会 ( 2 0 0 6 9月八戸 )
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こ の 章 で は 、  学 校 で の 放 射 線 教 育 に 役 立 つ よ う な 種 々 の

分 野 の 資 料 を 収 録 し た 。  こ の う ち 1 ̃ 4 、  6 ̃ 9 は 、  第 2

章 で 報 告 し た 2 0  0 6 年 度 の  「 エ ネ ルギ ー ・ 環 境 ・ 放 射 線
セ ミ ナー 」 の テ キ ス ト と し て 作 成 さ れ 使 用 さ れ た も の で あ

る 。



日本のェネルギー問題の現状と今後の教育課題
有馬朗人 NP0法人放射線教育フオーラ ム  会長

(東京大学名・当・:教授・前参?院1illl1員 ・ 元文部大臣兼科学技術1-]一長官)

1 . は じ め に

20世紀は豊かさの追求に伴い、 地球の資源が減少し、 環境悪化が 一一段と進んだ世紀でした。

21世紀がこれらを更に加速させず、 子孫にも豊かな生活を保障するためには、 何をなすべきでし

ょ う か 。  最近は企業にも環境経営というような言葉が生まれ、一般市民も環境問題に関心をもっ
ようになってきましたので、環境問題を考える力のある児童・生徒を育成するために「総合的な

学習の時間」 は恰好の場です。

「総合的な学習の時間」 はテーマを白由に選べるのですが、 学習指導要領解説で 「例えば国際

理解、情報、環境、福祉・健康などの課題」にっいてと例示されていることもあって、環境問題

は比較的しばしば取り上げられているようです。 しかし環境問題はェネルギ一問題と密接に関連
しているので、 環境問題だけを扱うのではなく、  エネルギ一問題も同時に取り扱うことが望まれ

ます。 そのためには、 教員が環境問題と同時にェネルギ一問題にっいて科学的に正しい知識をも
っていなければ適切な指導ができません。 また、  正しい知識をもってさえいれば、 適切な指導が

できるかというと、そうではありません。「総合的な学習の時間」がなぜ、どのような経緯で新設

されたのか、 何をねらいにしているのかにっいての正しい理解をもっていなければ、 従来からの

調べ学習に終わり、 学力のつかない非能率な学習法として消し去られてしまいます。 そこで  「総

合的な学習の時間」 の真の趣旨をお話ししてみようと思います。

本講演では、 ( 1 ) エネルギー・環境問題の基礎知識、(2 ) 「総合的な学習の時間」新設の背景

と今後の課題の2つにっいてお話をします。 このテキストでは、  誌面の都合で主にェネルギ一問
題を記載しました。  その他のことは本講演でお話します。

2 .  人口増とそれに伴う深刻な問題 - 食料、 水、 そしてェネルギー
最初に人口問題を考えてみます。 予測どおり2000年の現在、 世界人口は60億に達しました。
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- 63 -

口ォセアー ア-ァ フ ) 1 l
日ョ一°ツパ
口南 ア メ リ l l
國tア メ リ カ
口ァ ンァ



これから30年ぐらい先には86億、  そして今世紀の半ばには10 0億になるだろう  と言われてきま

した (図 1 ) 。幸い最近のュネスコの予測では、そうではなく今世紀半ばには約8 0億になるであ

ろうと考えられています。  中国の産児制限などの影響で、 人口爆発にはならずにすみそうです。

しかしいずれにせよ、  現在60億の人 ロが8 0億になります。
人口増の前に、もっと悲惨なことが起こるでしょ う 。まず第 1に食料不足がおこります。  も う

すでに食料不足が起きている国もたくさんあります (表 1、表2 ) 。この食糧不足の対策に、転写

調節遺伝子を用いた環境ス トレス耐性植物の研究が始まっています。 植物の乾燥や塩害、 凍結等

に対する耐性機構で働く遺伝子群を調節している遺伝子を突き止めたのです。 この遺伝子を導入

した植物では、これまでにない高いレベルの乾燥・塩・凍結耐性を示しました。この方法が農業

に導入されれば、 食料不足は大幅に改善されると考えられます。

国名 殻物自給率
タィ 158
ミャンマー 126

ベトナム 125
ラオス 124

. カンボジア 116
インド 107
パキスタン . 99 .

パングラデッシュ 97
中国 95

インドネシア 87
フィリピン 82

韓国 36
日本 28

国 年 受物生産 離物消費 収支
アメリカ . 1990 290 214 76

. 2030 377 295 82
中国 1990 329 335 -6

2030 263 479 -216
インド 1990 158 158 0

2030 222 267 -45
表 1  2001年アジア諸国の穀物自給率 表 2  食物大国における穀物収支の動向 (単位百万t)

図 2  中国の水資源の制約

第2に水不足の問題があります ( 図 2 ) 。  中国では、 人 ロ一人当たりの水資源量は世界平均の
1/4しかありません。工業・生活用水の需要は拡大しているにもかかわらず、国土・経済成長速

度にくらべて水資源が少ない。農業用水はさらに不足しています。特に、中国のとうもろこし生

産の1/3、小麦の生産の1/2を担う華北平原で地下水位が低下し、井戸枯れが進行しています。

反対に、 黄河流域では頻繁に洪水が起きています。 インドでも、  穀倉地帯であるパンジャブ州の

大部分で地下水位が低下しています。

食料不足のため今でもアフリカあたりでは、 一生懸命に砂漠の緑地化をしています。 中国でも
黄河の水や場子江の水を使つて緑地化をして、 いろいろな穀物が取れるようになりました。  しか

し緑地化する際、 排水を十分に行わずに灌概を行うと、塩類を多く含んだ地下水面が上昇し、 水
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分が蒸発して塩類がのこるといった塩害がおこります。  パキスタンでは1400万 h a  の耕作面積の

うち 6 0 0万 h aが塩害で耕作不能になっており、インドでも不完全な灌概のため毎年1 0 0万 h a

の農地が減少しています。 ですから水があればいい、 というわけではありません。

さらに砂漠化のもう一つの要因として、家畜の増加も考えられます。中国青海省東部、共和権

の370万頭の牧養力をもっ草地では、 1 9 9 8年末までにヒツジが55 0万頭に達し、  結果と して急

速に草地が劣化して砂漠化してきています。

この食料不足・水不足を一体ど うするか 、  そして今日お話いたしますェネルギ一資源不足を 一
体どう考えるか、  さらにまた人 ロがふえれば自然破壊が進むし、 地球温暖化の大問題が起こる。
これらのこ とにっいてみなさまと -一緒に考えてみたい、 と思います。
「一 体エネルギーをどうしたらよいか 」 ということですが、結論を先に申しますと、  「省エネル

ギーをしなければならない。」 「自家用白動車はやめよう。」という提案をいたします。それにいた

るまでの考えを、 これからいくっか申し上げます。
世界のェネルギーはど う ぃった状況であるか ,復習をしてみます (図 3 ) 。現在の人類はェネ

ルギーの使いすぎです。 1人の人間は最低限どのくらいェネルギーが必要か、 と申しますと 一一日

2 0 0 0キロカロリ ー とればよいのです。 1 0 0 0キロカロリーを 1単位として、原始時代の人類は2

単位食べていれば十分でした。 狩猟人になるとェネルギーがいるので 3単位になりました 。  農業

をはじめるころになってさらにェネルギーがいるようになり、  1 2単位ぐらいまで消費するように

なりました。  ここで動物を使つたりするので随分消費エネルギーが増えました。高度農業人にな

り ますと 、  さらに多くのェネルギーを使 う よ うにな り ます 。
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図 3  人類とェネルギー消費の歴史

問題が起こってく  るのは、 19世紀に入り第1次産業革命あたりからで、 ご存知のようにこの寧員

から大量にェネルギーを使うようになりました。現在は最低限必要な量の100倍以上を使つてい

ます。誰が使つているのでしょ うか (図 4 ) 。一番たくさん使つているのはァ メ リカです。ア メ

リカでは1人あたり使うェネルギーを石油に換算して8単位です。 日本は4̃ 5単位で、 これは
発展途上国の5̃1 0倍以上です。このように、北米、 日本、オーストラリァ、 0 ECD諸国が多く

使つています。
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3 .  世界のェネルギー

次に資源の問題を考えてみます。 図5に示すょ うに、  現在知られている採堀可能なェネルギー

資源の量は、石油は4 0年、石炭は2 3 0年、天然ガスは6 2年です。原子力も 6 4年するとウラン

2 3 5はなくなりますが、ここの注にあるように、プルトニウムを利用すれば、その資源としての

利用年数はこれの1o倍も 1oo倍も延びるのです。

石 油 天然ガス 石 炭 ウ ラ ン
2C03年家 .l10l:l3年末 2 0l:13年索 -・nl ) 3年 l月

図 5  世界のェネルギ一資源の確認可採埋蔵量
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図 6  世界の石油消費量の見通しと資源量

図 6  には石油の消費量にっいて、 見通しと資源量が書いてあり ます。 現在の経済事情を延長す
ると、このように石油を消費していくでしょう 。抑えて「低位シナリオ 」 、使いすぎれば「高位シ

ナリオ 」  も予測されます。仮に中庸シナリオを取るとして、在来資源の石油は20 3 0年になくな

るでしょう。高位シナリオでは2 0 2 5年、努力して低位シナリオでも2 0 4 0年にはなくなります。

しかし掘つていない在来資源の追加もあるので、 2 0 6 0 ̃ 2 0 7 0年まではもっでしょう。  しかしそ

れ以後はなくなるでしょ う 。  天然ガスにっいても同じよ うなシナリオで、  2040年になる前になく
なるだろうと予測されています。

3 0年ぐらい前から、  このよ うなェネルギーの問題が大きな話題になっていました。  その時も

30年か40年たったらェネルギーな くなる 、  と予測されていました。  しかし、  「石油はない」 と 思

っていたところからまた出てくる 、  ということでまだまだ残つているでしょ う 。今は石油の採掘

費は1バレル10ドル以下ですが、2 0ドルまでだせばさらに増えます。技術もすすむ c 天然ガス

など見つかってないものがある。 あるいは図6に示した非在来資源を考えに入れるべきです。 例

えば 、海底に メ タンハイ ド レー ド という液状化したメタンもあります。

こういうことを考えていきますと、私は化石燃料はあと 1 0 0年ぐらいはもっ、 と思います 。で

すから 4 0 年 ぐ らいしかもたない とい う こ と をあま り信じすぎる必要はないけれども 、  ただ資源

が有限であることは事実です。化石燃料を使つてしまうことは、我々の子孫に対して負の遺産と

なります。地球が50億年かけてためてきた資源を使いきることに、私は反対です。天然資源で

合成繊維が作れたり、 さまざまな材料が作れる、 その天然資源を全部使わずに残しておくべきで

す。 そのためには科学技術の発展が極めて重要です。

次に、どのように世界のェネルギーが使われているか、 とい う こ とを見ていきまし ょ う ( 図 7 ) 。

現在は一番エネルギーを使つている国は、  日本も含め0ECDの諸国です。半分以上を使つていま

す。それに対して、アフ リカ とか、中国をふくむアジア諸国 (ここに日本は入つていません )で

は、まだ2 0%の使用量です。当然どうい うこ とが考えられるかという と 、アフ リカとか、中国、
インドなどの開発途上の国々がもっとェネルギーを使 うよ うになるでし ょ う 。そして 2 0 2 0 年の

頃には先進諸国が44% ぐらい、そして中国が 1 4% 、 アジアが16 % と い う ふ う に 、  半分以上を
そういう国々が使うでしょう。図8は、中国の石油の輸入量の最近の様子を示します。開発途上

国が先進諸国と同じところにいこうと思えば、当然こういうことになります。まずいえることは、

先進諸国がェネルキーを使わない努力をしなければなりません。 それにもかかわらず、 ア メ リ カ

や日本を含む0ECD諸国がェネルギーをふんだんに使つていることが問題です。
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図 8  中国のモータリゼーションと石油の輸入

図9は日本の例ですが、 これまでェネルギーをもっともたく  さん消費したのは産業界です。 産

業界は1960年から1970年の高度成長期にはェネルギ一消費を大きく増やしました。  しかしその
後大きな努力をして、現在は省エネをはかっています。問題は民生と運輸、特に民生です。冷房、

さまざまな電気器具(冷蔵庫、テレビ)、パソコン、  自動車の普及。 この中には必要なものがあり

ますが、我慢できるものもあります。お薦めしたいことは、 「自家用車をやめよ」、 「冷房を切れ」、

そして「普段の交通は公共交通機関を使え」ということです。

これからは一般家庭の省エネも考えていかなければなりません。
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4 .  地球温暖化一 温室効果

さらに大きな問題は化石燃料を燃やすと何が起こるか、 とい う こ とです 。  ご存知のように工場

や自動車から排気ガスがでます。 空気中に硫黄酸化物とか、 窒素酸化物、 二酸化炭素がどんどん

排出されます。この硫黄酸化物や窒素酸化物は空気の中の水と化合して、硫酸や硝酸になります。

それが酸性雨となって地上に降つてきます。 特に中国では酸性雨が大きな問題です。 日本でも日

本海側の林などは、今のまま中国が大量に石炭を燃やせば、そのうち木が枯れてくることになる

かもしれません。 もうすでにそういう兆候があります。また東京では、環七公害、環七喘息とい

う病気も起こっています。  これらは窒素化合物の影響です。 そのため日本の電力会社と産業界は

大変努力して、 石油や石炭を燃やす前に、 あるいは排ガスから硫黄化合物、 窒素酸化物を取り除

くよ うになりました。脱硫・脱硝装置、またその技術は、  日本が一番進んでいます。昔のように

鉱山で硫黄を掘つてくる必要はなく、現在は石油などから取り除いた硫黄ですべて賄つています。

その次の大きな問題は、 二酸化炭素による温暖化です。 人類は1900年頃から急激に極めて多量

の二酸化炭素を放出するようになりました(図10 )。過去の大気中の二酸化炭素濃度は南極の氷

に溶けている空気を分析することによ り 、  100年や200年、 5 0 0年ぐらい前まで簡単にさかのぼ

れます。  温暖化によって地球がさまざまな問題を起こしています ( 表 3 ) 。

指標 観測された変化

平均気温 20世紀中に約0.6度上昇

平均海面水位 20世紀中に10̃20cm上昇

暑い日 (熱指数) 増加 した可能性が高い

寒い日 (霜が降りる日) ほぼ全ての陸地で減少

一北半球の中高緯度で増加大雨現象

干ばっ 一部の地域で頻度が増加

氷河 広範に後退

積雪面積 面積が1o%減少 (1960年代以降)
気象関連の経済損失 10倍に増加(過去40年間)

表 3  顕在化する温暖化影響
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日本では、 l m  の海面上昇で砂浜面積の90.3%が消失し、 渡り鳥の餌場となっている干潟など

も消失してしまいます。海面の1mの上昇に対しての対策としては、港湾施設に7 . 8兆円、海岸

構造物の対策に3 . 6兆円必要となると予想されます。  世界でも、  2080年までに海面が約40cm

上昇すると、  その被害人口は7500人から2億人になると予想されます。

人間の健康への影響としては、 熱波の影響による熱中症患者の増大、 特に高齢者への影響が大

きいと予測されます。  マラリァの潜在地域は西日本まで広がる可能性もあります。  世界的にも熱

波による健康影響が増大すると子想されます。  マラリア患者が500 0万̃8 0 0 0万人も増加し、  コ

レラなどの感染症も増えるでしょう。

降水量が変われば河川の水量にも影響が現れ、雪解けの早期化により1̃3月に流量が増え、 4 ̃ 6

月に流量が減るということも予想されます。  世界でも高緯度地地域や東南アジアでの河川流量の

増加が懸念されます。反対に中央アジアや地中海沿岸、南アフリカ、オース トラ リアでは降水量

が減少し、 水不足の人口が17億人から50億人に増加する (2025年) と予想されています。

二酸化炭素がなぜ困るのかというと、  これは地球温暖化があるからです。 昼間太陽から降つて

くる光には紫外線とか青い光とか黄色い光とか、 熱線もありますけれども、  いろんな成分を持つ

た光が含まれています。 それらの光のェネルギーはみんな地上に吸われて、 いったんは全部地上

を暖めることに使われます。  夜になると地上からそのェネルギーが熱線や赤外線として放出され

ます。 しかしもしガラスやビニールでおおわれていると、  熱線や赤外線は通りぬけられずに押し

返されてしまいます。空気中の二酸化炭素は、ガラスやビニールの働きをします。 こ う い う こ と

で、 二酸化炭素が増えてゆくと、  二酸化炭素に当たって赤外線が反射して戻つてくる割合が増え

ていきます。すなわち一度暖まった地球が、夜 宇宙へ赤外線を放出して冷えようとする時に冷

えられないわけです。 これが温暖化の原理です。

地球上で本当に温暖化が起こっているのだろうか、 ということはだれでも気になります。温度

を測る とい う こ と を人間が知つたのは、  1 9世紀も半ば以後でせいぜい150年以前からでありま

すが 、  この 1 0 0年の間に明らかに世界でも日本でも 1度近く気温が上がりました (図 1 1 ) 。二

酸化炭素の増大と温度上昇との関連性はまだはっきりしていませんが。 これが大問題なのです。

この図に示したよ うに 、  この1 0 0年間の平均値を0にした時に、  1860年とか1880年はマイナス

0 . 5度であったのが、  今はプラス0 . 5度になっています。  現状を放置して、  50年後に危機的にな

ってしまっては大変です。
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図11 世界の平均気温の移り変わり

そしてその中で、 なんといっても北米と欧州、  日本、 旧ソビェ  ト 、  これらの国が圧倒的に空気

中に二酸化炭素を増やしている元凶です。 特にアメリカからの量は多いです。  次にどの燃料から

二酸化炭素をだすかというと、  いちばん出しやすいものは、 石炭の火力です。 それから石油、 次

に天然ガスも結構、 二酸化炭素をだします。 では二酸化炭素発生が少ないものは何か、 水 力 ・ 原

子力 ・地熱 ・太陽です。  水力でも二酸化炭素をださないわけではないのです。  要するにこれは水

力発電の装置を作るために材料の製造をしたり人間がいろいろ働いたりする、  そ う い う こ と で 、

直接水力発電から二酸化炭素でてくるわけではないけれども、 発電装置を建設するために、 二次

的に二酸化炭素がでてくる。でも石炭や石油に比べたらゼロに近いといっていいくらい、原子力・

水力 ・ 地熱・太陽光・風力等は二酸化炭素発生が少ないです。 これらの二酸化炭素の発生量の少

ない新エネルギーなどの開発を進める必要があります。

5 .  新エネルギー・再生可能エネルギーの開発戦略

私もなんとかして新エネルギーを開発しようではないかと主張しています。  ここで新エネルギ

ーと再生可能なェネルギーを本当は分けて考えたほうがいいのです。 ど う してかとい う と再生可

能なェネルギーの中には水力が入つているから、 見かけ上再生可能なェネルギーの量は多くみえ

るからです。  ス ウ ェーデンなどは相当の水力発電をしていますので、 再生可能なェネルギーでみ

ま す と ス ウ ェ ーデンは優等生です。 日本も結構水力発電による再生可能なェネルギーはもってい

ます。

どんなものが新エネルギーであ る か と い う こ と を 、  も う一度みてみることにいたします。  新エ

ネルギーは太陽光、太陽熱、風力、廃棄物、温度差エネルギー、 そ し て バ イ オ マ ス 、 こ う い う も

ので発電したり湯を沸かしたりします。現在のところはまだ非常に少ないのですが、  もっと積極

的にのばしていかなければならないので、  国は2010年の達成目標を決めています。 それによ り

ますと太陽光発電にっいては 2 0 0 2 年の発電量を ] とする と 、約 7 . 6 信 に な る よ ぅ 努 力 し よ う 。

風力も現在の約 7 . 1倍までもっていこ う 。  廃棄物発電とバイオマス発電を合わせて3 . i 倍にもっ

て い こ う と い う わ け で す 。  それ以外に温水を太陽で沸かすのを5 . 9倍 : それから氷などをなんと

か科学技術を進めて使おうとしてこれを1 2 . 6倍にするとか、いろいろ考えます。  しかし、現在量

的に最も多い「黒液・廃材」の利用は歹合ど伸びません. このような努力をして、 2 0 1 0年には発電・
熱利用を含めてこの新エネルギーの利用総量は2002年の約2.1倍になる f 定です. これはしか
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し、 総エネルギーの中の3 %にすぎません。 現在は1.6%です。 ですからこれだけ努力をしてもせ
いぜい今の2倍しかいかないという現実を、我々は厳しく見ていかねばなりません。

新エネルギーは今申しましたようになかなか思うように伸びていきません。  それは当然であり

まして、  太陽の光は非常にさんさんと地球上に注いでいるけれども、 地球上でも人間の住むよう

なところに 1㎡あたりくる太陽のェネルギーはごくごくわずかなのです。 さ っ き申しましたよ う

に、現在新エネルギーを全部集めても全一次エネルギーの1 . 6% しかありません (表 4 ) 。水力エ
ネルギーの利用はそれの約2倍です。 水力とか地熱までいれますと、 現在の再生可能なェネルギ

ーとして日本は発電では10%、一次エネルギー としては全体の5 %程度です。表5をご覧下さい。
世界的にはどうでしょ うか。  表2は新エネルギーに水力も含めた再生可能なェネルギーの各国に

おけるェネルギ一総供給量に占める割合ですが、 前述のように現在日本では水力を入れて5 % レ
ベルであるものを2010年に7.5%までのばそうとしています。  ア メ リ カ は 7 %で変わりません。
アメ リカはあまり新エネルギーに熱心ではありません。 EUは5 . 3%を 2 倍 に し ま し ょ う と し て
います。 E Uは 、  ドイッやスウェ ー デンは熱心にやっているけれども、ほかのEU諸国はそれほ

ど熱心ではありません。 なぜそんなに伸びが悪いかというと、  一番の理由はまだ高価格だからで

す。ですからここに技術革新が必要です。太陽光発電は以前より技術が進んで随分安くなりまし

た。それでも普通の電力にくらべて3倍くらい高くなります。風力も安くなりましたが、まだ 1 . 4

倍から2倍程度です。  もし燃料電池がもっと大量に成功すれば、普通の電力並みになります。再

生可能エネルギーの価格が高い問題を解決するにはためにも、 みんながもっと新エネルギーを使

う こ とです。

再生可能エネルギーは公害を撒き散らさないし、  化石燃料を燃やしません。 水力以外で人気が

あるのは、  日本では太陽光発電、 世界では風力発電です。 日本ほど太陽光を使つている国はあり

ません。表6のように日本は太陽光発電で2 0 . 9万 kWも発電していて、これはアメリカの2倍、

ドイツの3倍です、  しかし最近ドイツが太陽光発電でも世界一になりました。  日本も努力しなけ

ればなりません。  日本は場所の問題が多く、風力発電はまだ少ないです。現在、経済産業省の目

標は、先ほど申しましたように、太陽光発電を7, 6倍、風力発電を7 . 1倍にしようとしています。

最近新エネルギーに大きく貢献しているのは、 かっての悪名高かったヘドロ (黒液) です。 これ
を乾燥させて燃料として使います。 これからは廃棄物の焼却、 バイオマスなども積極的にやって

い くべ きです ( 表 4 ) 。

2000年度実● 2010年度日a
現行対集構持ケース 目 l口ヶース

原油l●算 般●容量 原油il:算 般●富量 原油l●算 ll●容量 2010

2000(万kl ) (万 kW ) (万kl ) (万 kW ) (万kl ) (万 kW )

( 第t分野 )
太●光第t 8.1 33 62 254 118 4B2 約15借

●力発t 5.9 l4 .4 32 78 l 3 4 300 前23借

.島業0lll発t l 1 5 103 . 208 175 552 417 約5信

バイオマス発t 4.7 6.9 13 16 34 33 前7借

( 無 利 用 分 f )

太●集利用 89 72 439 前5借

真業物無利用 4.5 4.4 l 4 約3借

パイオマス無利用 67 -
未利用エネルギー

( '●米特集を含む)

4.5 9.3 58 前13借

黒被・真材・( * ) 490 479 494 約 l借

合 計

(1ll一ルキ'-●保e/●成比) 7 2 2 ( l . 2'l0 878(1.4l〇 l .910 (約3 '●) 1llil3借

1次エネルキ'-e供総 的6.0tk l 約6.2体k1 約6.0 f kla度

*パイオマスの1つとして●理されるものであり、第tとして利用される分を一部含む.

表 4  供給サイドの新エネルギー
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-1lll:エネル: lf-◆Mlle 集 '■'●力量ペース

1008年 真● 2010年 ・定 1998年 真● 2010年 :t定
日本 5.2ll 7.5 l 0.7l l 11.3ll

ア1ll-リカ 7,0 i 6.9ll 10.9ll 0.21l,

カナダ 17.1l 61.0S

EU 5.3ll 11.n 139'll 22.1ll

イ: lfリス 1.0lll 1.7● 10.0ll

フランス 6.,lll 15.0'll 21.0l l

ドイツ 1.7S 4.5ll 12.51l

イタリア '●.8S 16.0l 25.0ll

デンマーク B.5lt 8.7'll, 29.0lt

スウェーj二ン 28.1 1ll '●9.1ll 00.0l l

オーストリア 22.2ll 72.7ll 78.1l

表 5  各国におけるェネルギー総供給量に占める再生可能エネルギーの割合(水力を含む)

ll解●(万kW)

M
(99年翻0

●カ第''
(a m年12月家)

日本

「メリカ

ドイツ

テンマーク
イlリア

スイス

オぅi-,,ダ
スぺイン

スウ,-fン
イキlリス

a9
11.7

7.0

0L1

1.8

13

ao
a9
a3
a1

14.4

2Sli5

6113

229.7

a9
a3.48

2ll2

2a1
a9

tltlll合ll 152 0 177a6

表 6  太陽光発電と風力発電の世界比較

6. 新エネルギー ・ 再生可能エネルギーの利用上の間題点
これだけ努力をしても新エネルギーはせいぜい今の約2倍しかいかないという現実を我々は厳

しく見ていかねばならない。 なんとかして新エネルギーの量を約2倍にふやした時に、 水力等々

もともと再生可能なェネルギーとして使つていたものを足しても、  一次エネルギ一総供給中に占
める再生可能なェネルギーの割合は7 %程度にしかなりません。
新エネルギーをともかく最大限利用していかねばならないのですが、 しかしそれでは足りない

ということを認識せねばなりません。いかにも足りるようなュートピアを描くことは大変な罪な

ことです。足りない現実をどうするか。そのためにはもっと新エネルギ一発電装置を増加すべく、
我々自身が寄与しなくてはいけません。

ここで原子力にっいて少し考えて見ます。例題として、日本で原子力やめるとしてみましょう。

3割の電力をなんとか、 どこかから供給してもらわなければなりません。 隣の韓国なり中国は原

子力でわっと発電する。 それを買つてくる。 そのことによってみなさんは自分の国は原子力をや

らないから万歳とお思いですか。 欺瞞だとわたしは思います。 もしやめるなら、 すべての国は平

等に原子力やめるべきだと思います。 だからョーロツパで、  ある国が原子力をやめたいというの

はよいとしても 、フランスだけにまかさずに、イギ リスも 、スイスも 、  ド イ ッ も 、 イ タ リ ア も 、

原子力による電力をフランスから買わない覚悟をしなければ欺瞞であると私は思います。 今は多

量に買つているのです。 こういう現実を忘れてはいけません。

我々人類にとって重要なことは、  新設をしなくてもあと50年は原子力に頼らざるをえないと

いう現実を見据えていかねばならないことです。 その中で一番の問題は, 使用済み核燃料とくに
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核廃棄物をどこにどう処分するかという問題です。 最近シべリアに引き取りましょ  う と ロシアが

言いはじめているとのことで、  それも一つの考えであるけれども、  いずれにしても人類としてこ

の廃棄物の処理をどう考えていくかということを考えていかなくてはなりません。

原子力は事故防止対策さえすれば、 かなり技術的には、 特に軽水炉は安全だと思つています。

多少のトラブルはどんな分野でもおこっていることです。 しかし最大の問題は、 最終的な放射性

廃棄物を処分する場所がない、 とい うこ とです。世界ではァメ リカがュ ツカ ・マウンテンに決め

処理場を既に建設中です。 またフインランドが初めて、  政府と地域住民が一緒になって最終処理

場を決定しました。 しかしそれ以外の国では使用済み核燃料をどこに保管するか、 廃棄物をどこ

に処分するかということが大問題です。 これがこれから原子力に関して考えていかなければなら

ないことです。  ドイッでは実は、 電力の30%が原子力によって発電されています。 日本は34̃
35%が原子力です。 ですから原子力発電の安全性を徹底的によく していかなければなりません。
その中で一番の問題は, 今申しましたように使用済み核燃料とくに核廃棄物をどこにどう処分す

るかという問題です。  ア メ リ カ の ュ ツカマウンテンが201 0年に完成します。 フ イ ン ラ ン ド で は

2020年に完成します。 けれども原子力発電の盛んなフランスでさえ、 最終処理場がないのです。

いずれにしても人類としてこの廃棄物の処理をどう考えていくかということを考えていかなくて

はなりません。

も う一つの心配は、いったいプルトニウムをど う しよ う と しているのかとい う こ とです。  日本

は、フランス と イギ リ スの処理場にプル トニウムを 3 0数 ト ン預けてあ ります 。プルサーマルで

消費する 、すなわちMOX燃料とし.て使用するべきですが、その方法がまだ確立されていませ/、,。
安全性は十分だと思いますが、 テロなどで持つていかれるかもしれないという不安もあります。

MOX燃料を燃やしてどんどん消費していくべきだと、  私は思います。

7 .  放射線・放射能の教育

最後に原子力に関連して、放射線・放射能の教育にっいて述べたいと思います。いかに放射線・

放射能が人類の役に立つているかを考えてみてください。 レントゲンによるX線の発見、  ピェー

ルそ し てマ リ ー ・ キ ュ リーによるラジウム ・ポロニウムの発見が、いかに分子、原子そして原子

核の構造の研究を発展させ、 自然科学の進歩に役に立つたでしょうか。 そして放射線・放射能は

医学でどのように利用されているかも子供達に教育しておかなければなりません。

私は当時の科学技術庁長官として、1999年の J C 0事故に直面しました。事故のあとフイルム

バッジを持つてくるように会社に言つたのですが、  誰も持つてきませんでした。  事故当時、 従業

員3 0人のうち半分くらいしか着けていなくて、亡くなった方々ももちろんっけていませんでし
た。 彼らはマニュアルを無視し、  バケッで濃縮ウランを扱つていたのです。 結局その会社では臨
界事故というものに対する教育を全く行つていませんでした。  自分たちで勝手な違法マニュアル

を作つていたのです。 事故の再発を防ぐには、 技能者・技術者の正しい教育が不可欠です。 率直

に言つて学校教育と社内教育の不十分さが事故を招いてしまいました。

一昨年の福井県美浜原子力発電所の事故は2次系の事故で、 原子炉そのものには関係がないと

されています。 しかし4人もの死亡者がでたことは重大で、 火力発電すべてに起こりえる事故で

あったことは事実です。配管の構造をよく知つて異常に注意し直ちにテストするなど、初歩的な

ことを技術者が身にっけておくべきです。 やはり教育が大切です。
一般的にいって、 日本の巨大科学にっいて、ロケットを含めて原子力でも、政府があまりにも
ア ウ ト ソーシング (外注政策)をやりすぎると私は思います。人の安全に関することは、きちん

と政府が責任を持つべきです。 国だけでなく産業会でも下請けの会社に任せると、 責任体制がと

れなくなります。このことを私は非常に心配しております。
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地域におけるェネルギー資源
弘前大学理工学部南條宏肇

§ 1 .  何故地域のェネルギーか?

現代のェネルギ一問題
1 過度の海外依存

〇供給ストップの危険性

日本はェネルギ一資源を海外に頼つており, 表
1に示すように, 自給率は年々減少し,今ではわ

ずか4%に過ぎません。
また日本の一次エネルギ一供給量の40%を占
める石油にっいては, その90%を中東に頼つて
います。 近年中東を中心にテロ事件が続発してお

り,さらにマラッカ海峡では3.6分に一隻の割合で

船舶が航行しており,内戦などが起きれば,たちど

ころに石油供給がストップする危険性をはらんで

います。 日本のェネルギ一供給体制はきわめて脆
弱といわざるを得ません。

〇価格不安定

図1に示すようにここ数年で原油価格はものす

ごい勢いで上昇し, 一時期は1バレル70ドルを越

しました。最近中国は10%程度の割合で経済成
長を続けており, 中国での石油需要は高まる一方

です。この成長が続く限り, 石油の奪い合いは避

けられず, 原油価格は当分上昇し続けるものと思

われます。 これもェネルギ一供給を海外に依存
しているからであり、その体質を変える必要があり

ます。

2 .  エネルギ一源の枯渇
次の問題は,  エネルギ一源の
枯渇の問題です。右図は、20世

紀の主要エネルギ一源であった

エネルギ一資源は あと何年もっ
かを示したものです。耐用年数は,

石油,天然ガス,ウラン燃料ともに

40年から50年程度に過ぎません。

ただしこれは確認された埋蔵量か

ら計算されたもので、実際には未

1960年 5 6%

1970年 1 4%

1980年 6%
1990年 5%
2000年 4%

表 1 . エ ネルギ一自給率の推移

図1.原油価格の高騰

50 100 150 200 2 5 0

年 '

図 2 .  エネルギ一源の耐用年数 -l
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確認のものが5倍程度あるものと推定されています。

しかしいずれにしても数百年のうちに使えなくなってしまいますc

3.化石燃料による地球環境破壊

表 2  環境破壊の実態

一上の表に示すように, 戦後石油を大

量に使用することになって,急激に大

気汚染, 有毒物質による環境破壊が進

み, 深刻な問題になってきています。

大気汚染物質や有毒化学物質は,石油

の使用によってもたらされたものであ

ります。

さらに,化石燃料による炭酸ガス増大が

もたらす地球温暖化の問題は深刻です。 図

3に示すように、化石燃料を本格的に使い

出した産業革命の前より、地球の炭酸ガス

濃度は約2倍になり、ここ最近の100年間で

気温は0. 7度上昇しています。

地球温暖化の兆候はすでに顕在化しっ

つあります。地球温暖化が一番顕著に見ら

れるのは氷河の減少です。
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大気中の二iSi化炭索濃度と気温の変化

[.服部,電力中央研究所資料より]

図 3 .  二酸化濃度と気温の変化

アラスカべーリ  ング氷河では, 100年間で長さが 1 0 ̃ 1 2 km後退し、 130平方km消失

し, ここ数十年間で、氷河は部分的に、18 0mも薄くなっているとのことです。南米パ

タゴニア氷河では,過去7年間、毎年東京ドーム3万4千個分の量の氷が失われていま



す。また過去3年余の間に、南極大陸の氷が東京 ドーム約4  0万個分も失われています。

これは3年で1 . 2 ミ リ海面が上昇したことを意味します。さらに青海チベット高原の氷

河は、年平均7 %の速さで縮小しています。気温は1980年代から0.9度上昇しており、
青海チべツト高原の氷河やッンドラの溶解を加速しています。

また近年, 温暖化が異常気象として顕在化してきているように見えます。 昨年の大

型ハリケーン ・カテ リーナや, 日本でも大型化した台風がふえております。 また記録

にないような大きな竜巻が今年9月に九州でおきました。 また記録的な集中豪雨や豪

雪があちらこちらで見られるようになってきています。

このままでいくとどのようになるの

でしょうか。いろいろな機関がコンピ

ュ ータを使つて予想を立てています。

このままの炭酸ガス排出量の増加

でいくと、温室効果により、年々気

温は0.03度上昇し、この気温上昇

に伴つて、海面は年0 . 6 c mづっ

上昇していきます。 この結果、100

年後(2100年)はどうなるかというと、

「気候変動に関する政府間パネル

(IPPC)」などが、右に示すような予

想を立てています。

炭酸ガス濃度 200% 増大

気 温 2.5度 上昇

海 面 46cm

90

上昇

砂 浜 消失

食料インドの小麦 60% 減産

中国のとうもろこし 40% 減産

表 3 .  地球温暖化による10  0年後の予想

いずれにしても,このまま放置は出来ないということで、 地球温暖化対策として、 気候変動

枠組み条約締約国会議が設立され、 第3回温暖化防止京都会議 (97年12月)で炭酸ガス

削減の期限、政策、措置にっいて削減数値目標が設定されました。その内容は以下に示す
ようなものです。

A 先進国全体で、温室効果ガス6種類の排出量を、1990年レベルから

平均5.2%削減する。共同達成方式で、日本6%、米国7%、EU8%。を削減する。
B 期間は2008年から2012年まで。

c 削減目標値達成のため、次の方式を認める。
1. 吸収源として森林などの分を差し引くネット方式

2.先進国の間でプロジェクトを行う共同実施(JI)

3.途上国とのプロジェクトを通して削減する、クリーン開発メカニズム (CDM)

4.排出量取引

この懸案であった地球温暖化防止のための京都議定書の運用ルールが、2001 年 10 月̃11

月マラケシュで開かれた第7締約国会議(COP7)でアメリカを除いて、最終合意に達し,2005年

2 月 1 6 日  ロシア参加で発効になりました。日本は、2008̃2012年の間に温暖化ガスの排出量
を1990年の排出量の6%カットの水準を達成することが義務付けられました。これは、並の努力で

は達成されない水準です。 炭酸ガス削減に意欲的に取り組んでいる EU 諸国では、新エネルギ

ーへの転換が大きく進んでいます。

しかし,石油消費量のダントツ一位のアメリカと世界第二位の中国がこの京都議定書に
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参加していないという  ことは,  温暖化防止への有効性に大きな疑問を投げかけることにな

っています。 NewYorkT imesの中国駐在記者からの報告(June11 ,2006 )によると,「も

し中国が今のベースで石炭を燃やし続けると、今後25年間で、先進工業国すべての合計

よ り も多い C 02, S 02 などを排出するだろう、その結果京都議定書が達成しようとしてい

る全排出削減量の5倍以上になるだろう。」 と報じています。

4 .  自然エネルギーによる地域の活性化

〇 高度経済成長の終焉と地方分権・地域分散化

少子高齢化の進行、 長期にわたる財政構造の悪化など私たちをとりまく状況は大きく変わろう

としています。 これまでの中央集権的国家運営は、 現在の我が国の財政状況からするときわめて

困難になっており, いわゆる大きな政府から小さな政府への転換, 中央集権型から地方分権型

への転換が迫られていると言えます。

現在,地方の財政再建、地方分権を推し進めるものとして、三位一体改革が進んでいます。

すなわち都道府県向け国庫補助金を廃止し、 代わりに税源の移譲と地方交付税の見直しを行う

というものです。今や地方は、地方分権を支えるために、今までの国からの補助金依存体質から

脱却し、 自立した産業構造を打ち立てなければならない状況にあります。今まで地方自治体は、

政策・財源を「中央政府」に依存する体制で進んできましたが、これからは中央から独立した「地

方政府」として、 自立した体制で進んでいかなければなりません。

地域に自立した産業構造を打ち立てるには、産業を支える自立した自前のェネルギ一供給を
確立することが重要です。 幸いなことに、 青森県などの東北地域は風力エネルギ一等、 大都市
に比べて自然エネルギーが非常に富んでいます。 このように青森・津軽海峡地域に豊富にある

再生可能エネルギーを使つた、地域における自立したェネルギ一供給システムの確立は、地域
の自立のための緊急課題といえます

〇 環境破壊を起こさない再生可能エネルギー、海外に依存しないェネルギー

環境破壊を起こさない再生可能エネルギー、海外に依存しないェネルギーとして期待され

ているのが自然エネルギーです。

化石燃料や原子力は、蓄積・凝縮されたェネルギーであり、 高温度・高密度の状態で一気に

使えることができるため、20世紀の「大量生産、大量消費、使い捨て」の文明を支えることができ

ました。その代わりに地球を痛めっけることになり、また枯渇の問題を引き起こしました。一方、再

生可能エネルギーは密度が薄いから、一気に使用することはできず、したがって大量消費文明

を支えることはできません。 しかし密度が薄いから地球を痛めっけることもなく、 循環が可能になり

枯渇しません。 再生可能エネルギーは自然に適つた利用法によってしか有効にはなり得ません。

そしてこの再生可能エネルギーへの転換によって、 今までの「大量生産、 大量消費、 使い捨て」

の中央集中エネルギ一供給システムから、 「少量消費・低成長・リサイクル」の地方分散型システ
ムへの転換がもたらされるのです。 その意味で「再生可能エネルギーの利用」は、 21世紀のェネ

ルギ一問題を解くキーワードといえます。
風力など再生可能エネルギーはどちらかというと、生活環境の厳しい地域すなわち大都市か

ら離れたところに多く分布しています。 しかし、 このェネルギーを電気で直接大都市へ送るのはロ

スが大きいし、送電線建設費(数十億から数百億円)もバカになりません。すなわち分散した地域

から密度の薄い再生可能エネルギーを電気に変えて送電線で大都市の変電所まで運ぶのは、
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「割り」に合わないのです。大規模発電所で集中発電し、送電線で遠隔地へ電気を送る方式は、

化石燃料や原子力が高温・高密度のェネルギーだから可能なのです。 しかし、 逆にいえば再生

可能エネルギーの利用は、  産業基盤の弱い地方にとって、 その地域を活性化する大きなチャン

スを与えてくれます。たとえば津軽海峡地域からェネルギーを電気で直接大都市へ送るのは、

上に述べたようロスが大きすぎるし、 また売電では地元に雇用も生み出しません。 地元で電気を

製品(たとえば、魚保存用海水の氷やァルミのリサイクルなど)に変えた方が効率がよいし、また

風力エネルギーを直接摩擦熱に変えれば、冬の温室農業が強風地域のどこでも可能になります。

そうなれば地元での雇用も生み出せるし、 その地域の産業の活性化に繋がります。

図 4  分散型エネルギ一源とそれにあった供給システム

S 2. 地域のェネルギー利用
1 .  地域の自立を支える再生可能エネルギー

再生可能エネルギーには

太陽熱太陽光風力水力バイオマス波力海洋温度差  海流潮汐地熱エネルギー

のようなものがあげられます。

これら再生可能エネルギーは、前に

述べたようにどちらかというと、生活環

境の厳しい地域すなわち大都市から

離れたところに多く分布しています。 ま

たその潜在量も地域差が大きいので

す。青森県は、太陽熱・太陽光エネル

ギーには乏しいといえますが、風力・バ

イォマス・海洋エネルギーいついては

日本最大級の自然エネルギーの宝庫

といっていいといえます。

図5に地上30mでの年平均風速(N

ED〇 )を示す風況マツプを示しまし
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(NED〇技術情報データベース )



た。

図に示されていますように一般的に風の強いのは山岳地帯に集中しています。 しかし津軽海

峡地区では、 海岸線沿いにまで風速の高い地域が広がっています。 すなわち利用可能な地域

で高い風速が得られるという大きな特徴を持つています。

風力発電では図6に示すように青森県では、2004年では全国一位でしたが、2005年では北

海道にっいで2位になっています。

260.000

2.0.(100
220.l''・l
2 的.00l0

l ao.ooo

a ,moo,1
i
e 140.000
●

j la l1oo

W l00100ll

a1-
60.000

lOl'-l
m.ooo

0

部道府県別a力発電導入量

t
●

・
●
-

i
◆

●
◆
-L
一（一
”◆
●
-・
一-
=
●

・-
●

●
●

f・・
・一-・
●

・・
●

・●‘
-l
〇

・
一-
●・
●
-

“・
◆
l・●
●
-l
●

llIl
●
llLl
●

●
◆・・●・

一（
●
●
・一●
◆
・●・
●

一●:
●◆

i
-・-●
l◆
-・
一‘-

図 5  都道府県別風力発電導入量

:m

一一一

200

150

100

S0

0

バイオマスエネルギーにっいては、青森は農業県であると共に森林県でもあるので、森林の

間伐材やりんごの剪定枝などの木質系バイオマスおよび食品廃棄物系バイオマスエネルギーは

豊富であるといえます。

特に青森県はりんごの生産量では日本一であり、 日本全体の50%を占めています。このりん

ごの剪定で出てくる剪定枝の量は非常に多く、 それを全部集めると青森県の総エネルギ一消費
量の67%にも相当する量になります。 最近の石油高騰に伴つて、 この剪定枝を使つたチップボイ
ラーの利用が注目されてきています。

また弘前大学で津軽海峡海流発電の開発研究を進めていますが、 津軽海峡の流れは、

1. 年間を通じて流速および流れの方向がほぼ一定して得られるので、安定した電力の供給が

得られる。

2 .  津軽海峡全体の供給エネルギーは 670MWであり、 その包蔵量は非常に豊富である。

3. この流れは黒潮などと異なり、 海岸近くの流れということでその利用も容易であり、利用コスト

の面でも他の自然エネルギーと比べて低く、経済的に成り立ち得る。

4 .  今までの火力発電などに対抗できるに足る発電量を得るためには、 大面積の大型化が必要

になるが、 水中設置ということにより、 浮力が利用でき、 景観を損ねることもない。

という特徴を持つており、特に3の特徴を兼ね備えた海流は、世界にも例がない特殊なもので、
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津軽海峡は最も海流発電に適した場所といえます。もちろん波力エネルギーも豊富です。

このように青森県は、 再生可能エネルギーに関しては、 特に豊富な地域ということができます。

下図に示すように、 バイオマスを資源とし、 豊富な再生可能エネルギーと組み合わせた総合開発

を行なえば、 地域の活性化は多いに期待されます。

a・I ; i・ル
'T

「 li

,/・

青森県では、 21世紀のェネルギ一戦略を見据えて、 「環境・エネルギ一研究開発センター」「ア
グリバイオ研究拠点」つくりを進めています。

弘前市でも、弘前地域新エネルギービジョン」を策定し、再生可能エネルギーをベースにした

エネルギ一対策に乗り出しました。
地域との連携を重視する弘前大学でも、 地域 .のェネルギー利用のための研究開発として「地域

自立型エネルギ一資源リサイクル利用システムの開発」をテーマとして、 概算要求を行ないまし
た、残念ながら今年は採択されませんでしたが、実質的にこの開発を進めていくことにしていま

す。 弘前大学で進めようとしている開発研究プロジェクトは以下のようなものです。

① 風力発電一燃料電池ハイブリッド型エネルギ一供給システムの開発
風力発電の不安定さを克服するために、 強風時の余剰電力を利用して製造した水素を燃料

電池に結びっけて、 電力供給の安定化を図るシステムを開発する。

② 未利用バイオマスの高温ガス化による燃料電池用水素の製造

③ 津軽海峡海流エネルギーの電気エネルギーへの変換システムの開発

津軽海峡海流でプロぺラを回転させて電気エネルギーに変換する潮流発電システム

④ 熱交換井による浅地下熱利用融雪、 冷房およびハウス栽培応用の研究

温度の季節変動が少ない浅地下にパイプを巡らせて水を循環し、汲み出される地熱を融雪

や冷房、 ハウス栽培熱源として利用する。
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⑤風力運動エネルギーの摩擦による直接熱変換の研究

風力により円板を回転させて生じる摩擦熱を、流体に蓄熱させて利用する。

⑥ 中低温廃熱の貯蔵・輸送に適した中低温で相転位する物質の開発および

それを利用した蓄熱・熱輸送の研究

これらのプロジェクトの根底にあるものは、 いままでの 20世紀を支えたェネルギ一利用のあり方
ではだめで、発想を大きく転換させたものでなければならないということです。 たとえば

〇 束北地方の寒冷、積雪に対処する、暖房や融雪における熱の利用では、何も石油の燃焼の

ように高い温度はいらない。低い温度で利用すれば 効率は高く、また環境破壊も起こさない。

〇今までは熱エネルギーを電気エネルギーや、運動エネルギーに変える形でェネルギ一利用
を行つてきたが、自然エネルギーや廃熱のェネルギーを直接熱エネルギーとして利用する方式

は、 寒冷地北東北においては、新しい有効な方法となる。

というものです。

2 .  再生可能エネルギ一利用のあり方
青森県は、いままで述べたように、風力、海洋いずれをとっても日本最大級の自然エネルギ

ーの宝庫といえます。 いままで厄介者であったものが、 逆に地域に恩恵を与えてくれる福の神に

変わり得るチャンスであり、また今まで生産基盤の弱かった北東北地域にとって自立できるチャン

スであります。 しかしどうやってこのチャンスを生かすかが問題です。

京都議定書が採択され、RPS 法(電力業界による新エネ利用割り当て)が導入されるに及んで、

中央の大手業界はにわかに青森の豊富な風力エネルギーを狙つて金儲けに動き出しています。

風力発電機の設置では送電線で電気が送れる地域ではすでに大部分が手がっけられたと聞い

ています。急速に青森県の風力発電が増えたのは、ここにその理由があります。

下に鯵ヶ沢町に NP〇 法人が建てた風力発電機の概要を示します。

・ 総事業費 3億8千万円

NED0補助 1億9千万円

予想年間発電量 370万kWh

東北電力購入単価11 . 5円/ kWh

年間売電収入 4255万円

固定資産税 300万円

この概要によりますと、 設置には4億円近くかかりますが、 そのうち半分は国から補助が出るの

で、売電によって維持費を入れても5年程度で元が取れる計算になります。あとは純収入になり

ます。これが大手が殺到する理由であります。一方地元に落ちるお金は、年間300万円程度の

固定資産税と土地借用量20万円程度であり、 せっかくの地域のェネルギーが地域活性化に生

かされていないという言うことになります。

前に述べたようにRPs法は、 電気事業者に対し、 販売電力量に応じた一定割合以上の新エネル
ギ一電気の利用を義務付けたものであり、その義務を達成した東北電力は買電価格を 11 円50
銭から一気に3円50銭に下げてしまいました。気まぐれな風力を使つた発電の電気は、 不安定

で買取義務がなければ電力会社は買いたくないという事情があります。 これは地球温暖化防止

のための再生可能エネルギ一利用促進という観点からは大きいなマイナスであります。これは利
用義務の割り当てがョーロツパから比べれば大幅に少ないということによるものであり、 政策として
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も遅れたものといえます。しかし、この東北電力の通達によって、中央大手の風力発電機設置ラ

ッシュは足踏み状態になっておりますが、 逆に青森県にとっては、 地域活性化に利用するための

チャンスを与えたことにもなっています。

さらに、 送電線の来ていない場所での強風地域は多くあります。 これら地域では以前に述べた

ように、 風力エネルギーは密度が薄いので、 送電線を設置してまで使うのは割りに合わないので

大手業者も手をっけることはできません。 いわゆる 20世紀の儲け主義が及ばないところに、 再生

可能エネルギーの特徴があるということになります。

3.  不安定な再生可能エネルギーをどう克服するか。

風力発電など再生可能エネルギーの最大の欠点は、一定した供給が得られないということで

す。風は特に気まぐれで、発電できない日が5日くらい続くときがあります。これにはどう対処した

らよいのでしょうか。 下に述べるように、 幾つかの方法が考えられます。

1 .  発電が不足するときだけ電力会社から買う。

この方式が一番容易な方法です。 特別に設備やシステムを用意する必要がありません。 ただし

本当の自立のためにはやはり、独自の対応策をとるべきと考えられます。

2.バイオマス発電など、ほかの自前の発電方式を採用する。

最近バイオマスマスなど、 新工ネルギーを使つた小型発電機の開発が急激に進んできました。

また夜の電気は使われないので、 発電しても無駄になります。 この電気を使つて電気分解により

水素をっくり、 タンクに貯めておいて、 風のないときに燃料電池で発電して使う方式はきわめて有

効です。この自立型発電システムは、発展途上国には有効な方式で、輸出も可能になるでしょ

うo

3 .  発電しているときだけ使う体制を確立する。

工場などで大電力を使う場合は、不安定な再生可能エネルギ一供給に対応したシステム、す
なわち自然に即応したシステムを構築することも大切です。

20世紀は大量生産・大量消費のため、 大電力・安定供給が必須条件でしたが、 21世紀ではそ

の方式を改ためなければなりません。 電気は保存が効かないので、 電力が供給されているときだ

け利用するような方式の確立は、地域のェネルギ一利用にとって非常に重要です。これは単に

技術などのハードの側面だけでなく、 風の予測に基づいた運転など、 ソフトの側面による開発が

これから求められると思います。

4 .  地域活性化は地域住民の自からの手で

自然エネルギーは薄く広く分布するので、少量を分散して使用する白給自足型利用に適して

います。このことはかなり本質的なことであります。自分たちの地域のェネルギーを自給自足し、

さらに自分たちで作つた地元の工場で使うという方式が極めて有効ということになります。そうす

れば

1.雇用も生み出されるし、住民参加の地域の自立を生み出します。

2 .  設置に風力発電機以上に費用のかかる送電線が不要で、 風のある地域ではどこでも可能

です。

3 .  電気は貯蔵は効きませんが、 製品という形で貯蔵できます。

4 .  今や送電線が近くにあったとしても電力会社は1kwh3円でしか買つてくれません、私たち
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が使う場合は、 家庭用で 23円、 業務用電力18円です。 絶対に発電した分は自分たちで使つた

ほうが得です。

また豊富にあるバイオマス資源・エネルギーは、林業・農業・畜産・食品加工などから

の廃棄物のリサイクル利用ということで、資源を外国からの輸入に頼らないで済み、21

世紀型産業の中心となることが期待されます。またこのバイオマス利用の技術は、中国・

ロシアなどに輸出することが可能です。

このよ うに、  地域の自己調達可能なェネルギ一源と資源を使い、 地域住民の自律的且
つ自立的参加によって、可能となります。 そしてこのことによって、地域の特色ある産

業が生み出され、 地域での雇用の場が生み出され、 地域住民が生き生きとして暮らせる

新しい社会が実現します。 青森県の豊かな自然エネルギーとバイオマス資源は、 この社

会の創出を可能にする鍵を握つています。

今までの地域の産業は、 と か<中央の後追いという形で進められてきましたが、 2 1世

紀に入つた今、地域置き去りの、中央集権的大量生産、大量消費そして使い捨ての社会

に代わって、 地域の特色を生かした、 真の意味での豊かさをもたらす、 地域自立型社会

の創生が可能になります。 .
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エネルギー・環境・放射線セミナー 日一,市日 ,t o f E l前一a tfa e
平成18年8.月2三日 藤 ;器流;;程ienoecnc1Eng lr解rlr,g
於:たかつ力一T .;・' Kinki Unl、fersity

新工ネルギーへの期待と
解決すべき課題

近畿大学理工学部電気電子工学科

助 教 授 渥 美 寿 雄

「新工ネルギー」、「再生可能エネルギー」、「自然エネルギー」とは
新エネルギー(New Energy):技術的に実用化段階に違しっつあるが.経済性の面での制約から
書及が十分でないもので.石油代告エネルギーの事入を図るために特に必要なもの。

再生可能エネルギー (Renewable Energy):エネルギ一資演が次々と再生され.利用が継続でき
るェネルギー.欧米では、この言集の方が多<使われる。

新エネルギー

・天然ガス
コージ:l:ネレーション
マイクロガスターピン
般科●池
クリーンエネルギー

再生可能エネルギー

(実用化レベル)

・波カ発●

(実用化レベルではない)

・●かカ発● (実用化)

白然
エネルギー

8
リサイクル
エネルギー

クリーンェネル: lf一白動章: 天然ガス自動章、ハイプリッド白動事、●気自動事.メタノール白動i.、
構料●池白動1 i、水集ガス白動章
(ilRtネル:ili一庁 、新工ネルギ一財国、新工ネルキー・産業技術開発a構のil1lをもとに作成)
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日本は、「風力発電」の導入量は少ないが、再生可
能工ネルギ一全体では、 かなり健闘している .
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2. 太 l場光発電
太陽光発電の長所・短所

口 長所
■ 利用できるェネルギーが無尽蔵で資源結Bの心配がない
■ 発電時に環境負荷となる物質を出さず、二酸化炭素排出削減に有効(クリーン)
■ 出力のピークがt力需要のピークと一致し需要に対応しやすい
■ 可動部がないため保守が容易
■ 国産のエネルギーとしてェネルギ一自結率向上にf献できる
■ 長寿命(15年̃20年)
■ 設情が比較的商単に作れる(各家庭で設量できる)
■ 用途や地形に合わせて設置できる
■ 量産性が高い

口 短所
■ 発電量が、時間、季節、気a条件に左右され、不安定なt気となる
■ 太l場のエネルギ一書度が低<、大面積を必要とする
■ 発電効率が低い(約15%)
■ 夜間は発電できず、設l構利用率が低い(ll̃l5%)ため、期待できる発t量が低い
■ 得られるt気は直流であるため、交流に変換する必要がある
■ 現時点では高価である
■ 日本では、将来の供始力が十分でな<、'Iカ供始の主役になることは極めて難しい

3.風力発電
風力発電の長所・短所

ロ 長所・ 利用できるェネルギーが?尽◆でlfl t li・の,〇aがない・ 先●時に◆通a新となるl01'を出さf.二a化設集構出lltl二:1l i lll(クリーン)・ 集1I効章が比ll的高い(最大4096 )・ 国tのエネルギーとして:l:ネルギ一自le事向上に●tできる
■ 再生可能エネルキーの中では.比a的安iで、●1iによっては、最存t●と十分にe合できる
口 短所・ 集●量が、●速によってt化し、不安定(不1期l1でllll欠的)なt気となる・ 計i的な発tがで書ない・ 年間平均●連6m/sのll所が求められるが、日本ではこれに●する地点は多<ない・ ll●利用率が低いことが多<(10̃30%)、期特できる集t●が低い・ 設●が高llであるため.li●章が2096を組えなければ発tコストがi<なる・ エネルギ一書度が低いた〇、大面aを必●とする・ ■事が回転する原にa書(ギア書.●切書)やli動を集生し.民家の近くに設●できない・ 低属波ノイズや干海により.t波i書の原因となることがある
' ●やこうもりがlli実して売●する間aがある(パードストライク)
I 台●の際にはe止せねばならす.組大型台●や港tで換aすることがあり.安全性で間■がある
● 量題を構なう・ 設■および●連建保のために付近のa常をt照したり、白然●城を●えてしまうことがある
● ●期にtカ需●のピークが来る日本のtヵ事情と合いにくい・ 日本では.特来の供結力が十分でな<. tカ供始のま役になることはeめて最しい
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不安定な電力
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太陽光発電の天候別発電電力の変化 風力発電の発電電力の変化

(青森県電飛ウィンドパーク1999年8月のデータ)
経済産業省「エネルギ一白書2005年版」より引用
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(問題2) 太陽光発電と風力発電

口 2004年末現在、太陽光発電と風力発電は、それ
ぞれ電気の0.2%、0.15%をまかなっています。

では、これから国や自治体、国民自身が最大限の
努力を払つたとして、2030年頃に、この2つで日
本の電気の何%がまかなえると思いますか?

①
5 ̃ 1 0 %

②
1 0 ̃ 2 0 %

③ ④ ⑤
2 0 ̃ 3 0 % l 3 0 ̃ 4 0 % l 4 0 ̃ 5 0 %

参考:デンマークでは、現在風力発電で電気の20%を生産
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太陽光と風力発電の「潜在導入可能量」
新工ネルギーは、合計で10% ?、残り90 %は?

口さまざまな試算がある
電力中央研究所
太陽光発電2 ̃ 5 %
風力発電 1 %

政府(経済産業省・資源工ネルギ一庁)の目標(2030年)

太陽光発電 7 %
風力発電 0 . 9 %

口風力発電
年間平均風速6mを超える場所でないと、赤字になる。そのような風
の条件に惠まれた場所があまりない。
日本の電力事情に合わない(夏に電気が必要、でも風が無い)
口波力発電

日本の沿岸すぺてに設置して日本の電力需要の5

4. 水素工ネルギー・燃料電池

%

口 水素エンジン車、水素ジェツトェンジン飛行機
口燃料電池
■自動車用推進システム

■家庭用電源

水素の特徴

【長所】

単位質量あたりの燃焼熱が大きい

原理的には、クリーン

資源として集尽蔵

【短所】

単位体積あたりの燃焼熟が小さい(貯蔵方法の間題と実用上の問題)

天然にほとんど存在せず、 化石燃料や他のエネルギーを使つて生産しなければならない
燃焼温度が高く、そのまま燃やすとNOxを発生する

a発を起こすことがあり、安全対策が必要
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家庭用燃料電池と自動車用燃料電池

商1iit 力

1l'll1 ]li
., L l董

■天然ガスを受け取つで発電

■温水の貯湯設備が付属し'1;大き<なる
■燃料電池が比較的高温で連転

(高価な触媒があまり必要ではない)

■出力は、1kW~2kW程度

■水素を員:i'えるタンクが必要
■極力コンパクトにl.なければならない
■燃料電池は、 100℃以下で連転

(高価な触媒(白金)が100g以、上必要)
■出力は _ 70kW̃90kW

国:新エネルギ一財団ホームページより引用
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水素工ネルギ一普及への課題

口 水素貯蔵技術の開発(車載用燃料電池)

■ 軽量、コンパクト、安全、安価な方法の確立

(圧縮ガスでは、体積を取りすぎ、十分な走行距離が出せない)

口 水素製造技術の確立

■ 天然ガスからの改質、パイオマス、原子力、風力などを総動員し
ないと供給しきれない

口 水素インフラ(製造、輸送、貯蔵、供給設備)の整備

口 燃料電池の低コスト化

(自動車用は、現在1台1億円)

口 固体高分子形燃料電池の耐久性向上

(自動車用は、現在2000時間)

5. まとめ

口新工ネルギーの必要性は非常に高い

口 新工ネルギーの供給力は、およそ電力需要の10%

(残りの90%をどうするかの議論が必要)

口 新工ネルギ一導入における課題
■ 技術的課題: コスト低減、性能向上、耐久性向上

■政策的課題:さらなる導入加速のための施策が必要

(太陽光発電の首位がドイツに移つた)
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原 子 力 と 政 治
元読売新聞論説委員

中 村 政 雄

イランと北朝鮮の原子力開発が世界各国の注目を集めている。 軍事利用が日的ではない

かとの疑いである。 原子力発電は平和利用だが、 平和利用の技術でも軍事転用が可能であ

り原子力発電が普及すると核拡散になるのではないかという懸念を米国は持つており、 日

本などの原子力平和利用をしばしばけん制してきた。 このけん制策が原発反対運動の背景

になっている。

超大国による不拡散の身勝手な論理

茨城県の旧動燃事業団に19 7 7年、  高速増殖炉実験炉 「常陽」 と再処理工場実験施設

が完成した。 さあ試運転を始めようというときだった。就任したばかりのカータ一米大統
領から「待つた」がかかった。

再処理とは使用済みの核燃料からプルトニウムと燃え残りのウランを取り出すことで、

高速増殖炉はそのプルトニウムを燃料にする未来型の発電用原子炉である。 平和利用に限

るなら問題はないが、 プルトニウムを取り扱う装置が軍事利用されると大変なことになる

というのが理由だった。

その前年の 1 0 月 2 8 日に 、 フオー ド米大統領も同じ趣旨の「核拡散防止と核平和利用

促進に関する新政策」 を発表していた。 「核拡散の危険を防止できるという十分な結論が得

られるまで、  プルトニウムの抽出を行うべきではない。 核技術および核燃料物質の輸入国

は、 プルトニウムを抽出する再処理およびウラン濃縮工場の建設をやめるか、 延期するこ

とを歓迎する」 という内容だった。

天然ウランのうち原子炉の燃料になるウラン2 3 5は0 . 7% しかない。燃えやすくするた

め、 これを 3̃ 5 %に濃くする作業がウラン濃縮である。 この程度の濃縮ウランでは核兵

器に使えないが、 9 0 %以上に濃縮すれば軍事利用できる、 という理由で日本独自の濃縮

工場を持つことに反対した。

カータ一政権はもっと積極的にこの政策を徹底させようとしていた。 「米国は開発中の高
速増殖炉研究、 プルトニウムの発電利用、 民生用の再処理工場の建設を止める。 米国から

技術や核燃料物質の提供を受けている国は止めてほしい」 という要請だった。

米国はこのとき日本に対し「プルトニウムの利用はダメだ」  と言つていたが、 その 3年

前には使用を強制していた。

1974年8月6日、当時のレイ原子力委員長は、米上下両院合同原子力委員会で次の

ように証言している。

「米原子力委員会の濃縮ウラン供給力は、 急増する世界の原子力発電所の建設に追いつ

かないおそれがある。 10年後には原子力発電所で副生するプルトニウムを、 濃縮ウラン

の代用に使うことを義務づける。 日本にっいては、 1 9 8 2 年 ま で に 完成す る 2 7 基 2 8

0 0万kWの原子力発電所のうち8基がこれに該当する」

九州電力などいくっかの電力会社が米国とウラン濃縮業務の契約、 つまり濃縮ウラン購
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入に当たって、 プルトニウムの利用 (プルサーマル) を約束させられた。 そこへ  「プルト

ニウムの利用はやめよう」 という呼びかけである。

米国は濃縮ウランの製造にっいてもわが国をけん制した。 日本でも研究が進んで、 濃縮

ウランを国産しようという気運が高まった時期があった。 そのとき米国は巧妙なけん制球

を投げてきた。 「濃縮技術売ります」 という話を持ち込んだのである。

当時の中曽根康弘防衛庁長官を通じて、 まず電力業界の気を引く打診があった。 次いで

1971年3月、束京で開かれた日本原子力産業会議第4回年次大会で、米原子力委員会

オーク リ ッジ濃縮工場の S . サピア リ一運営事務所長が、濃縮工場の写真を初公開し、「濃
縮技術は米国依存が得策」 と発表して、 国産化に水をかけた。

ウラン濃縮技術はトップ機密だ。 米国でこの機密を漏らせば最高死刑が待つている。 そ

の技術を 「提供する」 というのだから、  青天の霹靂だった。

これを受け、 1 9 7 2年 8月にハワイで開かれた日米首脳会議で、  日米合併のウラン濃

縮工場を太平洋地区に建設することが決まった。 日本の電力業界と米国企業との間で準備

会社が結成され、 日本側は 3 0  0万ドル (当時9億円 )を米国に払い込んだが、この事業

はその後立ち消えとなった。

米国の得意の手は 「経済性」 という甘いささやきである。  日本の電力業界がコストに弱

いことをよく知つている。  「日米合併が最も安上がり」 と売り込んできたあの手口で。 再び

働きかけたのが、 2 0  0 4年春、経産省の若手官僚の作と巷間伝えられた怪文書「1 9兆

円の請求書」 である。  永田町や霞ヶ関に出回つたこの怪文書は、 非常にわかりやすい表現

で、 コスト高だから青森県六ヶ所村の核燃料再処理工場を凍結せよと主張していた。 朝日

新聞がその宣伝役をっとめた。 続いて、 使用済燃料の再処理と直接処分の費用比較を経産

省はしていたのに隠していた、 という記事も出て、  朝日新聞は 「再処理工場の運転凍結」

を求める社説を掲げた。 自民党の河野太郎衆院議員が反対派の招きで青森に出かけ、 再処

理反対の演説をした。

「日本のプルトニウム利用は経済性がない。 ウラン ・プルトニウム混合酸化物  ( M〇  X )

燃料の価格は濃縮ウランの5倍か10倍だ。  いずれ経済性からやめるのが好ましいことに

思い当たる時期がくる。 ウラン資源はまだ十分ある。あわてることはない」  と ク リ ン ト ン

政権以来、 米国の核不拡散派は言い続けてきた。

「日本が再処理を中止すれば、 日本だけでなくョーロツパのプルトニウム利用もストッ

プする。 北朝鮮やイランなどの国が核兵器を持つ可能性を下げる効果がある」 と米国政府

は見ていた。「19兆円の請求書」はこの見方に沿つた文書だった。 この頃、米国から再処

理反対の専門家も来日した。

ドイッは日本以上にきびしい米国のけん制を受けてきた。

速心分離法によるウラン濃縮技術は1 9 6 0年ドイッのG ・ジッぺ博士が開発した。た

だちに米国政府から指示が出て、 この技術は凍結された。 この技術があれば住宅の地下室

程度の施設で原爆の製造が可能だと米国政府は判断した。 いま問題になっているイランの
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ウラン濃縮技術は遠心分離法だし、 南アフリ  ヵ共和国が核爆発実験を成功させたのも、 こ

の方法で作つた濃縮ウランである。

ドイッはこの技術による濃縮工場をどうしても建設したいと米国に要請。 西ドイツ 、  イ

ギリス、オランダ共同出資によるウレンコという会社を設立、工場はイギリスのカーべン

ハ ーストとオランダのアルメロに置かれ、 ドイッ国内ではなかった。 ドイッのグロナウに

濃縮工場を着工できたのは198 2年のことだった。再処理工場はバッカースドルフに建

設中だったが、 経済性がないという理由で放棄した。 フランスの圧力に屈したのである。

国際原子力機関( I  AEA )は、原子力エネルギーの軍事利用を防止するため、保障措

置という制度を設けて各国の核燃料物質と原子力施設を査察し、 監視している。 その主目

的は日本とドイツに核武装させないことにあった。 狙いをっけた日独に核武装の意志はな

く 、イスラェル、インド、イラク、北朝鮮などが“危険な国”になった。

ドイッは連合国と2度も大戦をしたせいか締め付けがきっい。 大型ロケットの製造がい

まだに認められていない。

「プルトニウムは核兵器に転用できる」 と米国は主張するが、 兵器用プルトニウムは分

裂性のプル トニウム 2 3 9 の割合が 9 0 %以上であるのに対し、原子力発電所の使用済み

燃料から抽出されるプルトニウムでは約60 %だ。 この程度の濃度では核兵器にならない

と日本の専門家は主張するが、 米国の専門家は 「兵器に使える」 と い う 。  日本は兵器の設

計も実験もしたことがないので反論は弱い。

以前は米国もそのように考えていたのだが、 1 9 7 4年 5月にインドが研究用原子炉の

使用済み燃料を再処理して得たプルトニウムで核爆発に成功、 その後米国が同じようなも

のを使つて爆発させることが出来た。 このことが米国のプルトニウム政策を1 8 0度転換

させるきっかけになった。

核不拡散と反対運動

しっかり押さえっけられていたはずの旧西 ドイッが、 米国の手を払いのけて立ち上がろ

うとしたことがあった。  1 9 7 6年1月に締結された旧西ドイッのブラジル向け原子力技

術の輸出である。

西ドイツの原子炉メーカーであるクラフ ト ・べルク ・ユニオン ( K W U ) が米国の市場

勢力圏とみられていたブラジルから原子力発電炉8基、 ノズル法ウラン濃縮設備、 再処理

施設など総額80億ドル(当時の日本円換算で約1兆45 0  0億円)を受注した。

米国政府は「うちの裏庭に核兵器工場を作るのか」と驚いた。原子力発電所を運転すれ

ばプルトニウムが生まれる。 再処理施設でプルトニウムが抽出できる。 濃縮工場からは、

もちろん濃縮ウランを生産できる。 核拡散防止条約 ( N  P T )  にまだ未加盟だったブラジ

ルが、 これらの施設を操業すれば核兵器を持つことが可能だ、 と米国は考えたのだろう。
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米国は西ドイッ政府に対し、 この契約を認可しないよ う働き,かけた。 米国政府の了解を

得ようと西ドイッの外相は頻繁に大西洋を往復、ワシントン詣でをした。当時のシュミッ

ト首相も訪米し、 もう2度としないから今回の契約だけは認めてほしいと懇願した。

その努力は空しかった。 1 9 7 7 年 6月 1 7 日 、西 ド イ ッ政府は 「当分の間、再処理施

設、技術の輸出を承認しない」 との声明を出した。シュミット首相は、  この措置は同日行

われた西ドイツ・フランス定期協議の場で、フランスの同意も取りっけていることを明ら

かにした。 フランスはこの頃、 韓国とパキスタンに対し、 サンゴバン社の再処理技術を輸

出しようとしていた。

韓国は米国から 「中止しなければ在韓米軍を引き揚げる」 との脅しを受けて、 再処理技

術の導入を打ち切つた。 フランスはバキスタンには設計図と資材の80 %を渡していたそ

うだが、  アメリカの圧力によって、  「パキスタンが希望してフランスが解約に応じた」 とい

う形でけりをっけさせられた。 両国とも核兵器を開発する目的があった、 と米国政府は判

断したからである。

フランス政府は1 9 7 7年 1 2月 1 6日の第3回原子力対外政策審議会 (議長ジスカー

ルディスタン大統領)  で、 今後新たに使用済み燃料再処理工場の輸出契約は締結しないと

いう方針を決定した。

こうした一連の動きは、 1 9 7 6 年 1 0 月 に フ オ ー ド米大統領が掲げた核拡散防止のた

めの原子力政策、そのあとを受けて9 7年4月7日カータ一大統領が発表した「再処理凍
結および高速増殖炉開発延期などを含む原子力政策」 によるものである。  わが国では茨城

県東海村に完成し、 運転開始を間近にしていた動燃事業団の再処理工場に 「待つた」 がか

かった。

奇妙なことにこの時期、 ヨ ーロツパでの反原発運動は熾烈を極めた。 まるでカータ一原
子力政策の支援運動のように思えた。

1 9 7 7 年 夏 の一か月間だけでも、フランスでは高速増殖炉スーパーフ ェ ニ ツ ク ス 、 ス

イスのゲスゲン、  スウェーデンのバルセべツクなどの発電所建設現場へのデモが頻発した。

参加者はスーパーフェニツクスの2万人をはじめ、  5 ,  0 0 0̃ 6 ,  0 0 0人以上のこと

が多かった。 スーパーフェニツクスへの反対デモは、 カータ一政策に逆らって高速増殖炉
の大型発電所 ( 1 2 0万キロワッ ト ) を建設したせいか、最も激しかった。死者1人、負

傷者1 2 0人が出た。

スウェーデンで急激な反対運動が起きたのは、 軽水炉から出る使用済み燃料を再処理し

プルトニウムを取り出して高速増殖炉に使う計画があったからである。 再処理工場のサイ

ト選定も行われた。 核兵器の研究開発計画があったという説さえあった。 (政府の要人何人

かに聞いてみたが、 はっきりしなかった。)  このことが背景になって反対運動が広がった。

スウェーデンの原子力のリサイクル路線は中止になった。 ウランの需給が緩和し、 高速

増殖炉の開発を急ぐ必要性が低下したこともあるが、 カータ一米政権の提案による不拡散
政策で再処理自体が議論の的になったからである。
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1 9 7 0年代なかば、  ヨーロツパを中心に反原発運動が盛んだった時期、 米国と旧ソ連

はひそかに核軍縮交渉をやっていたことがあとになって分かった。 自分たちが所有する核

兵器を減らそうというのだから、  ほかの国が持つ可能性を下げようとするのは当然である。

原発反対運動の背後に、 米国の手が動いたと考えて少しも不思議ではない。

「原子力ジャーナ リス ト国際会議 」が 1 9 8 9 年 3月 、東京のプレスセンターで開かれ

た 。 フ ラ ン ス 、西 ド イ ッ 、 ス ウ ェ ーデン、英国の4か国の新聞社、放送局から政治部長や

科学部長が参加、 私も加わって各国の原子力報道にっいて議論したことがある。  このとき

西欧の参加者が一様に興味を持つて質問したことは、 日本の反原発運動が弱まったかどう

か、彼らの情報がどこからくるかだった。私が「情報の多くは米国からくる 」と答えると

納得した。

現在、 米国はロシアとの間で実際に核軍縮を実行中だ。 以前よりいっそう核拡散に神経

質になっている。 核拡散のポテンシャルを下げたいとやっきになっている。 リビアに核開

発を放棄させ、 イランや北朝鮮の核開発抑止に異常なほど熱心なのはそのせいである。

日本は核兵器を持たない国の中で唯一、 再処理工場を保有している。 1 9 8 8 年 の 日 米

原子力協定で米国は日本に〇 Kしたから公式には反対しなかったが、 腹の中では青森県六

ケ所村の再処理工場は中止してほしいと思つていた。 「再処理はコストが高いから止めた方

がいいですよ」 という表現で、 さまざまなルー トを通じ日本に情報を流してきた。 米国の

核軍縮交渉がもう少し早く実つていたら、  日本にプルトニウム利用を認めなかったに違い

ない。

再処理工場凍結論の背景

2 0 0 4年春、  青森県六ヶ所村の核燃料再処理工場凍結論が出てきた。 表面上の理由は

「 コ ス ト高 」  だが、 背後に米国の核拡散政策がある。

私は米国の首都ワシントンを訪れ、ホワイトハウス、国務省、エネルギ一省、議会、大

学、 シンクタンクなどの3 0人近い関係者にインタビュー し、 日本のプルトニウム利用に

ついて意見を求めたことがある。 東京では考えられない厳しいものがあった。

「 ロ ツカショ 」  ( ノ六ヶ所村) という言葉は私が会つた人たち全員、 びっくりするほどよく

知つていた。 「経済性のないプルトニウムを量産する、 2 0  0億ドルもかけたムダな施設だ」

といっていた。 「米国政府は核不拡散のため、 プルトニウムを朝鮮半島や中束、 東南アジア

の諸国に使わせないよう大変な努力をしている。 日本は自国のェネルギーのことしか考え

ていない。 それで世界の秩序が成り立つのか」。

一言でいえば、 そういう感じだった。  それに、 「今はいいが、 いずれ日本は核武装するの

ではないか」 という懸念も持つていた。

天然資源防衛協会理事トー マ ス ・ コ ツ クラン博士はこう語つた。「米国は核兵器を削減中
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で、 できれば全廃したいと思つている。 だが、 日木は核不拡散の水準を下げようとしない。

こういう態度では朝鮮半島の再処理にも反対できない。 台湾、 韓国の核武装を防いだのは

米国の軍事的保障によるものだ。 そういう努力を理解してもらいたい。」

私が会つた大半の人々が、 日本のプルトニウム利用計画を好ましくないと答えた。

ホワイトハウス科学技術政策局のスタッフで、 日本政府との接触も多いプリンストン大

学のフオン・ヒッべル教授の意見はこうだった。

「経済性にも疑問がある。 日本の電力会社も選択の余地があればやりたくないといって

いる。  経済性も必要性もないものに熱心であることに疑問を感じる。 プルトニウムは白信

を持つて使えるようになるまで、  使用済み燃料の中にそっと置いておくのがよい。 使用済

み燃料の中にあるプルトニウムなら持ち出せないが、 分離したプルトニウムは持ち出せる。

プルトニウムの本格利用は高速増殖炉だ。 しかし、 高速増殖炉はプルトニウムを使いこな

す能力をまだ持つていない。」

米国政府の立場は、 大統領の安全保障問題担当特別補佐官の語つた話に要約される。

「日本に対し再処理をやめろとは言わない。 日本の主張を外交的に受け入れようという

のが米国の姿勢である。 日本と米国とは対立していない。 いずれ日本のプルトニウム利用

は経済上の理由で、 やめるのが好ましいと自ら思い当たる時期がくるだろう。  北朝鮮は、

日本が再処理工場を持つていることを理由にして、 米国はわれわれを妨害していると非難

するが、北朝鮮と日本とは全く違うので、米国は北朝鮮の言い分を受け入れることはない。

しかし、  日本がプルトニウム利用をやめるとクリントン (当時の大統領)は喜ぶだろう。」

ワシントンには日本とドイッにプルトニウムを利用させないことを日的に情報活動をし

ている団体が2つある。  核管理研究所と天然資源防衛協会である。 前者はロツ ク フ ェ ラー

財団や、モルガン財団など23の財団から活動資金を受けている。後者は17の財団が支

援している。  「表向き政府が反対できないから、 あなた方は政府に代る裏工作部隊じやない

か」 と言つたら否定したが、 やっている内容はそうだ。 どちらの団体も原子力資料情報室

の高木仁三郎とアイリン・スミスに情報を提供していると語つた。

政治に翻弄された原子力開発

原子力発電に逆風の風潮になると、 腹の中では原子力発電が必要だと思つていても、 推

進派のレッテルを嫌う政治家や政党が増えた。 ヨーロツパでは反対運動が活発になった

1 9 7 0年代なかばにその傾向が生まれた。原子力を支持すると、選挙でマイナスに働く

からである。  原子力は政治に翻弄された。 その典型がスウェーデンだ。

1 9 世紀末 、 ス ウ ェーデンは最も貧しい国の一つだった。それが豊かな国になれたのは、

エネルギーを大量に使うことが出来るようになったからである。  原子力発電にも早くから

取り組んだ。  1 9 7 1年に私が訪れた時は、ストックホルムから地下鉄で2 0分の郊外住
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宅のオーゲスタに温水供給用の小型原子炉が動いていた。

1 9 7 0 年 に ス ウェーデンの議会は一院制になった。 議院の任期は3年。 このときを境

に政治状況は激化した。議席数の伯仲時代がきた。数1,  0 0 0票の差で与野党が決まる

ほどきわどくなった。

政治の激動期の不満層を吸収して、 それまで小勢力だった中央党が1 9 7 3年 ̃ 7 4年

に勢力を伸ばしたのは、 原発反対をシンボルに掲げたからだ。 このため原発反対が政権樹

立の条件になった。

1 9 7 6年の選挙で中央党など3党は、  それまで36年間政権の座にあった杜会民主労

働党に代わって与党となった。 原発反対で議席数を増やした。

その3年後、総選挙の直前に米スリーマイルアイランド ( T M  I ) 原発事故が起きて、

原子カ問題が再び政治の中心テーマになった。 それまで原子力積極推進だった杜民党のパ

ルメ党首は、 この情勢を利用して選挙を有利にしようと考え、方針を18 0度転向して原

子力反対に変わった。 それで選挙に勝ち、 政権と取り戻した。

杜民党が原子力を犠牲にしたのは、 党内に分裂の危機があったことと、 浮動票を失いつ

つあったからである。 パルメ党首は、 原子力を支持することで選挙に負けることだけは避

けたかった。 杜民党は原子力に対する方針変更で、 反対派の信頼を高めた。

1 9 8 0 年 3 月 、  国民投票で原子力発電所の段階的廃止が決まった。 スウェーデンの電

力は水力と原子力でほぼ半々に生産している。その原子カ発電をいきなり廃止はできない。

とりあえず現状を維持するための苦肉の策が国民投票だった。 廃止の時期は決められてい

なかった。「いつ廃止にするか」と迫られて、政府は翌年、2010年までの廃止を決めた。

杜民党が選挙で勝ち、 保守党を除く5党中4党が原子力反対となったため、 原子力は政

治の問題にされなくなったとき、 チェルノブイリ原発事故が起きた。 政治家は国民の不安

に関心を持たざるを得ない。「原発の半分は20 1 0年より早く廃止しよう 」ということに

なった。 まず2基の廃止が決まったが、 労働紐合が反対して撤回させた。 結局、 脱原子カ

法を制定して 9 9年 1 1月にまず1基、  5年後にもう1基廃止した。スウェーデンでは半

年ごとに世論調査をするが、毎回、約8 0 %が廃止に反対、廃止賛成は1 7 ̃ 1 8 %に過

ぎない。

「政治家は原子力反対と引き換えに、 新たな問題を抱え込んだ」 と有力紙スべンスカ ・

ダググラデットの政治部長だったマッツ・スべッグフォーシュ氏に会つた時、そう語つた。

それは原子力に代わるエネルギ一源をどぅするかの問題である。 代替エネルギ一探しに多
額の投資がされたが効果は上がっていない。 太陽エネルギーを重視しているが、 高緯度で
日射量は多くない。 風カ発電もそれほど進まない。 電気代を大幅に上げれば電力節約効果

は出るが、 国民の賛成が得られるかどぅか。 大規模な石炭利用に住民の支持はない。

最近の世界的原子力発電復活の風を感じたのか、 原発反対だった中央党などの野党が、

2010年までの原発廃止期限を延ばそうと主張し始めた。原発は2基止めたが、発電電

力量は変わらない。 残る10基の出カを増加させて運転しているからである。
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オーストリアでは完成したばかりの原子力発電所が、 1 9 7 8 年 1  1月の国民投票で否

定された。それはドナウ川のほとり リツべ ッテンルクにあるツェルナーフェルド原子力発

電所で、 いまだに動いていない。 政治の犠牲になった。

この発電所が完成して政府が運転認可しようとしたとき、 半年後に総選挙が迫つていた。

当時、 与野党の勢力は接近していた。 わずかな選挙民の態度の変化で、 与野党が入れ替わ

る状況にあった。 ヨーロッパでは原発運動が活発で、 政治家は誰も原子力を推進する責任

からくる リスクを負いたくなかった。

与党の杜会党は原発推進だが、 党首クライスキーは党の責任を避けるため、 議会に判断

を委せよ う と した 。  発電所工事を着工した時の与党は保守党だった。 そこで共同責任とい

うことにして超党派で連転認可をしようと提案した。  保守党は拒否した。 拒否すれば選挙

に有利になると判断したからである。

杜会党内でも3人の議員がノーで、 議決をしても棄権する議員もいることが分かって、

国民投票に切替えた。国民に責任を転嫁したのである。投票の結果は49.5対50.0。わず

か3万票の差で「ノー」と出た。私は現地で取材したが、原発に賛成の人も反対の人も「イ

エス」が勝つと思つていたので、 びっくりした。

「ノー」 の背景はいろいろだった。 原子力に反対の人はもちろんだが、 スイスに近いチ

ロル地方では「大嫌いなスイスには原発がある。だから反対」という人が少なくなかった。

投票した人の15%は原子力と無関係に政権に反対票を投じた。 クライスキ一首相は9年
間政権の座にあり、 すご腕で自信過剰だからこのさい自慢の鼻を折つてやろうということ

だった。 変電所からでる温排水で、 美しく青いドナウにワ二が泳ぐようになっては大変だ

という環境派からの反対もあった。

国民投票半年後の翌年5月の総選挙で社会党は圧勝した。 ほぼ五分五分だった議会勢力

は2対1になった。「誰もがイエスと出ると思つていた原発投票がノーと出た。そんなはず

ではなかったという国民の気持ちが5月の投票で与党の圧勝となって表れた」 という解説

を現地で聞いた。

党の方針である原子力推進に失敗したが、 党勢拡張は大成功だった。

イタリアでも政治が原子力発電を止めた。イ夕リアは原子力発電国だった。 1 9 8 6 年

には3基動いていた。 杜会党も共産党も公式に原子力発電を支持していた。 原子力計画が

日本 レベルの政党間の摩擦におびやかされることはなかった。 チエルノブィリ原発事故が

この事情を一変させた。

あとは当日お話します。

かって野党第一党だった日本社会党は、 原子力発電に対する目本最大の批判政党だった。

「原発反対」 をしばしばスローガンに掲げたが、 その政党の内情は一枚看板の 「絶対反対」

では決してなかった。 反対から賛成まで、 党内には5つの異なる立場があった。

杜会党も初期の間は原子力推進だった。 1971年頃までは、原子力発電所建設反対の
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方針はなかった。 社会党の原子力政策が変わったのは1 9 7 2 年 1 月の 3  5回党大会から

である。 初めて反原発の立場を鮮明にした。

あとは別紙の資料(中村政雄著「原子力と報道」(中公新書ラクレから抜粋)に。

社会党が唱えてきた 「反原子力」 の中身

反対に駆り立てたオイルショ ツク

かって野党第一党だった日本社会党は、 原子力発電に対する日本最大の批判政党だった。

「原発反対」 をしばしばスローガンに掲げたが、 その政策の内情は一枚看板の 「絶対反対」

では決してなかった。 原子力発電に関して党内には五つの異なった立場があった。

①人類とは共存できない

②資木主義体制下での原子力利用には反対

③三̃五年間のモラトリアム (凍結 )を実施し、再点検を行う

④開発テンポをスローダウンさせる

⑤問題点は解決可能であり、容認できる

この五つのカードが絶えず党内で抗争を続けていた。 いったいどれが本当の社会党の主張

なのか、見分けが困難だった。

社会党も初期の間は原子力推進だった。 1 9 7 1年頃までは、原子力発電所建設反対の

方針はまだなかった。 新潟県柏崎市や宮城県ぉ装アl 町で、  党員が自発的に反対闘争をする程
度だった。

社会党の原子力政策が変わったのは1972年1月の第35回党大会からである。青森、

福島、新潟、 福井など原子力に関係のある19県本部の共同提案という形をとって 「原子

力発電所、 再処理工場の建設反対運動を推進するための決議」 が採択され、 初めて反原発

の立場を鮮明にした。

この党の方針は、 党執行部によって入念に検討されて出来上がったものではなかったよ

うだ。このときの様子を、日本社会党の後藤茂元衆議院議員が著書『険しきことも承知し

て』 (エネルギーフ オ ーラム )に次のように書いている。

「『地元で絶対反対のうねりが起こっている。 党はその先頭に立つて大衆運動を支持する』

と、大きな声で大会の空気がっくられると、多くの代議員は沈黙するしかなかった。

大会が終わると、 党執行部はこうした硬直した運動方針を、 整合性のある方針に変えよ

うと努力してきた。  その中心になって政策を作つていくのは国会議員であった。 学者、専

門家の協力も求め、 抵抗勢力から脱却して政権を担える政党に再生しようとして次の大会

に提案する。 しかし、地方の活動家代議員が現地の反対運動をとりあげて、眦を決して挑

んで く る と 、  執行部は押し切られてしまい妥協するという繰り返しであった」

社会党が原発反対に踏み切つたことには次のような背景があった。
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①米国で環境保護世論が高まり、反原発が一躍ポピュラーな運動テーマになった

②同様に、 わが国でも各地で反原発住民運動が激化した

③米国でE C C S (緊急炉心冷却装置)の信頼性など、大型原子炉の安全性を否定する

科学者の主張が現れた

④安保一沖縄という戦後の革新 (左翼) の最大の政治課題が風化し、 新たな大衆的政治

聞争課題を模索していた時期であった

とりわけ④は決定的であったように思われる。地域に有力な足がかりをもたない社会党

にとって、  住民運動は党の足腰を強める大きな潜在的可能性であった。

結局のところ、住民運動への乗り移りは事実上失敗に終わり、反原発は地区労、地区党

の組織固めの手段に堕落してしまうのだが、 日本社会党を反原発に駆り立てた背景として

見逃せないのは、 第一次エネルギ一危機である。
1 9 7 3 年 1 0 月 に起 き た ェ ネルギ一危機は、輸入石油に大幅に依存するェネルギ一供
給構造の不安を国民に認識させ、 原子力発電の必要性を周知させるのに貢献したように思

えたが、 日本社会党の批判は逆だった。 エネルギ一危機こそ資本主義体制の危機であり、
末期的現象だと捉えた。 エネルギ一危機の到来によって、 あと一押しで資本主義体制は崩
れると読んだ。

1 9 7 4 年 1 1 月 9 ,  10日和歌山県那智勝浦町で開かれた第三回原発反対全国代表者

会議基調報告(日本社会党、総評、原水禁国民会議)に、それを読み取ることができる。

「独占資本と自民党政府によって展開された『エネルギ一危機』、 『電力危機』の大キャン
べーンがいかにウソであるかは、 もはや誰の目にも明らかになった。 資本主義的高度成長

が永久に続くことを願つた独占資本の夢ははかなくも破れ、 今や日本もァメり力も西ヨー

ロツパ諸国も、激しいインフレーションの中で、戦後最大の不況に陥つている。今年の電

力需要は、 昨年に比べて大幅に増加するどころか逆に減少している。

イ ン フ レーションと不況のジレンマは、  いよいよ解決しがたく、  世界の資本主義国をお

おっている。

一方、社会主義国ではインフレーションも不況もなく、着実に発展を遂げ、  しかもェネ

ルギ一危機や電力危機などということは問題にならない」
エネルギ一危機は資本主義体制のもたらす危機であって、 社会主義体制のもとではあり
得ないという判断だった。

エネルギ一危機は資本主義か社会主義かの体制を越えた全地球的問題だったが、最初の
うちは西側諸国からの“悲鳴”ばかりだった。

ソ連、 東ヨーロツパ社会では報道の自由が制約されていたせいか、 しばらくは影響が聞

こえてこなかったが、  私がトルコで会つたューゴスラビアの科学者はェネルギ一危機で計
画停電したと話してくれた。  ルーマニアを訪問された皇太子ご夫妻 (現天皇皇后両陛下)

のお泊まりになったホテルは節電で薄暗かった。 やがて共産圏からもこのようなェネルギ

一危機のニュースが伝えられるにっれ、 この判断は次第に勢いを失い、表に出なくなった。
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だが、 日本社会党の原発に対する批判的姿勢は強かった。原子力発電はいまだに実験的

段階であり、現時点では運転、建設とも反対だが、研究開発は続ける。今の原発は独占資

本のものであって信用できないが、 自分たちが管理し所有すれば問題はない。 それは安全

管理に十分力を入れるからである。

原子力発電を将来、エネルギ一源として認めるかどうかは国民が判断することだが、石
炭、 ソフトェネルギー、 省エネルギーを活用すれば原発なしでもェネルギー・バランスが

とれるし、  むしろ、 不安定な原子力に頼るとかえって危機を招く 一という考え方を軸にし
ていたのが70年代だった。

賛成反対はどちらが選挙に有利か

1 9 7 9 年 3 月 には米国で T M  I事故があったりしたが、原子力発電はェネルギ一供給
の中で、確固とした「指定席」を与えられるようになった。一方、  1 9 8 0 年 代 に 入 る と

自民党の一党単独支配体制にかげりが見えはじめた。 この政治情勢を受けて政権を担当で

きる党へ脱皮する必要性が生じた。 社公民連合で政権をとるには、 政策条件として原発

反対は許されない。原発反対から部分的賛成へ転回を図ろうとしたことがある。 それは

1 9 8 5年1月の第4 9回党大会が開催される直前のことである。

同党の原発政策は、 ①安全性が確認されるまで、 新増設は一切認められない、 ②稼働中

のものは運転を中止して、 安全性を確認する一 としてきた。  党執行部は、 稼働中の原発に

ついて 「安全性を追求し、 これが確認されないときは運転を中止して再審査、 再点検する」

と運転継続を認める新政策を決め、 運動方針、 中期社会経済政策案に盛り込んだ。

ところが、反原発聞争に取り組んでいた青森など22県本部が激しく反発し、 1 月 1 7

日から始まった第49回党大会最終日の19日午後、執行部は「『安全性の追求』は原発容

認を意味するものではない」 との統一見解を表明して反対派に妥協させられた。

社会党はプルサーマルに反対し、原発反対の裁判を支持し、原発の危険性を訴えてきた。

原子力発電を容認すると、そうした反対運動が出来なくなる。原発反対は停滞気味の同党

の日常活動の中で、 唯一ともいえる地域に根を張つた活力ある運動だった。 その運動を止

めることは活力の源を断つことになる。 地域の活動家にとっては承服し難いことだった。

「原発反対運動は社会党の財産だ。 地域に根ざし、 市民運動に支えられたもので、 党本部

で急に変えようとしても変えられるものではない」 と栗原透・党原発対策全国連絡協会長

は語つていた。

結局、この党大会でも「原発反対」は変わらなかった。 1 9 7 9 年 9 月 に 「 ソ フ ト ェ ネ

ルギーを中心とした3 0年戦略」を発表したときも、同じような「認める」 「認めない」の

ゴタゴタがあった。要は、 どちらが選挙で社会党に有利に働くかが決め手であって、 日本

国民のためになるかどうかではなかった。

私は社会党の党利党略体質を痛烈に体験させられたことがある。

東京電力が新潟県柏崎市と刈羽村に原子力発電所を建設しようと計画していたところ、
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社会党のA衆議院議員が反対運動に精を出していた。 私はA議員の活動ぶり と話しぶりか

ら判断して「社会党は原子力発電に反対で ・ ・ - 」と読売新聞に書いたら、社会党政策審
議会から抗議を受けた。 「社会党は原子力推進だ。 次の選挙で社会党が敗れたら、 読売新聞

は責任を取つてくれるか」 というのである。

私が 「A議員の発言、 行動は原発反対じやないですか」 と反論すると、 「実はわれわれも

困つている。 しかし党の方針は推進。 訂正してください」  と言い張つた。 そのすぐ後の総

選挙で社会党は議席を増やした。 社会党からは何も言つてこなかった。

私は議員会館にA議員を訪ね、 「あなたの本心を聞かせてほしい。 あなたは以前、 原子力

に賛成だったじゃないですか」 と言つた。 記事にしない約束で聞いた。

「以前は賛成だと当選した。 今は反対のほうが当選する」 と答えた。 「では、 反対だと落選

する世の中になったらあなたは賛成に変わるのか」と聞くと、「そうだ」と答えた。 A議員

は一貫して原子力発電賛成なのである。 それでも選挙のために反対したのである。 洋の東

西を問わ'ず、 政治家はっらいu

だからこそ、  メディアがしっかりしなければならない。  新聞記者は販売のことを気にし

ないで原稿が書ける。 本当のことを書ける立場にある。

現 状

日本の再処理に反対で日和見的態度だった米国政府が、 昨年から態度を一変した。 再処

理などの核燃料サイクル路線を復活したからである。 日本に技術協力を求めるほど変わっ

た。

米国はN P T (核不拡散条約)加盟のイランに対し厳しい態度をとりながら、不加盟国

インドに対し技術提携などの優遇策を打ち出している。 中国に対するけん制策としてイン

ドを重視し始めたからである。

原子力の動向を見ると国際政治がよく分かる。 大国は利害によって態度をひょう変する。

うまくカジをとらないと日本は沈没する。
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解 説 ( 松 原 )
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低線量の放射線影響の実態

lllllllll1lllllllllllmllll用1llllll

(原子力安全委員会委員長代理) 松 原 純 子

原子力安全と放射線障害の防止は表裏一体の関係をなしている。放射線影響にっいての正しい理解と有効な対処が

望まれるが, 現実はますます細分化した専門的知見のなかで, 専門家も公衆も低線量放射線の影響の実態から離れた

議論をしがちである。 永年の放射線生物学および放射線疫学の研究活動のなかで, 放射線影響=環境(放射線)と生体

との相互作用の現実にっいて知り考えてきたことを, 総合的に解説し, 学際的討論に資したいと考える。

I. は  じ め に

生体は環境から与えられるさまざまな剌激との相互作用

の中で生きている。 都市化や産業活動の進展によって環境

汚染が進行し, 人々はさまざまな人為的環境有害物質に曝

露される こ と と な り ,  環境医学の重要性が叫ばれてきた。

筆者が永年, 環境医学研究者の一人として痛感してきたこ

とは, 水や大気や生物(生態系)や人体での環境有害物質の

分布や人の曝露に関する化学分析デ一夕が集められ, 環境

物質の毒性学的影響や発ガン性に関する研究は, これまで

多く積み重ねられてきたにもかかわらず, 化学物質や放射

線の生体との相互作用の実態に関する考察が著しく不足し

ていたということである。原子力安全委員会でも環境モニ

夕 一中央評価専門部会の活動が永年継続していたにもかか

わらず, 「生体は徴量の放射線(有害要因)に対してどのよ

うに反応するか」という,  生体側の反応(影響)の実態を知

ろうという意欲や生物学的情報の収集にっいてはほとんど

無関心であった。物事の実体に対する適切な理解があって

はじめて対策は立てられる。 放射線防護も例外ではない。

環境有害物質が単独あるいは複合して, 微量から致死量

に至るさまざまな用量(dose )において, 生体にどのよう

な生理学的あるいは病理学的反応を引き起こすかという情

報にっいては, Hatchの一般的所説(第1図参照)はあるに

しても,各要因に対する個体反応の実態や,環境に対する

生体反応のメカニズムを科学的に追求する研究は非常に少

ないのが現状である。とはいえ現代のバイオテクノロジ ー

の進展とともに,生体のミクロな構造と機能の解析は日進

月歩で進みっつある。今こそ,  分子レベルから生きた個体

レベルにいたる総合的視野からの放射線影響に焦点をあて

た学際的研究の推進が望まれる。

筆者は放射線を含む複数のリスク要因に曝露した生体

(マウス)の反応性を調べる共同研究'̃oを行い, その途上

T he Effect of L oω .I )ose of Ra d iation at t he Whole Body
Leυe1 : Junko MATSUBARA.

(2001年6月19日受理)

で複数のリ スク要因は必ずしも生体に相加的あるいは相乗

的に傷害せず,むしろ複数のリスク要因の曝露が単独要因

の曝露よりも生存にとって有利に作用することがある,  と

いう事実を偶然見出した。具体的にはマウスへの カ ド ミ ウ

ムなどの金属の投与や皮膚剥離などのストレス負荷が, 6

̃9Gyという致死量のγ放射線に対する抵抗性を高めマ

ウスの死亡を著しく減少させる結果が得られた。

なぜこれら複数のリスク要因への曝露が, マウスの生存

力を高めたのだろうか。 このメカニズムの追求こそ有害要

因に対処するための総合的生体防御機構の解明にっながる

と考えて, 筆者はその後約15年にわたってさまざまな人々

の協力を得ながら, 有害要因に対する生体の化学的防御機

構と生物学的(免疫学的)防御機構の活性化に関する独自の

環境医学的研究を続けてきた。 その結果, 環境有害要因

(例えば一定量の放射線)への曝露に対して生体は, 化学的

防御機構の活性化のみならず, 生物学的(免疫学的)防御機

構の活性化を連動させて対応していることが明らかとなっ

死
予防医学域 治療医学域

正常な調整  代償  表弱 破 減

有書物濃度

第 1 図  Hatchによる有害物の量と人間の障害・能力損失関

係の模式図

有害要因の量に対応した生体側の反応や影響が領

域別に図示されている。
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低線量の放射線影響の実態

た。 '

個体の生体防御の場はストレスに対応する脳下垂体・副

腎ホルセン系化学物質の解毒を担う肝臓や, 外界に接する

皮膚などと,  免疫反応を担う造血細胞の多い胸腺や脾臓で

ある(第2図参照)。 筆者は生体防御機構活性化の現象を,

環境剌激要因曝露後の個体において, ①肝臓中で非常時蛋

白ともいわれる抗酸化物質メ夕ロチオネイン(MT )合成が

急増するこ と'・3̃5), ②感染や異物に対抗する末梢血の白
血球SOAの増多6̃8 ), ③胸腺における未熟な免疫細胞のア

ポ ト ー シスの増加9), および④牌細胞の特異的抗体産生能

(羊赤血球抗原に対するPFC)の増多8 ̃'o)などの現象の観測
を通じて実証することができた。

このような生体防御機構の活性化で特筆すべきことは,

いみじくもかってHan s  Se l ye博士がそのストレス学説11)

で明らかにしたように ,  個体は防衛反応として外界の剌激

の種類によらず共通の反応(副腎などの臓器でみられる一

般警告症候群といわれている)を起こす, およびそれは個

体としての統合された反応であるということである。前述

の生体防御機構の活性化現象は微量の金属や免疫剌激性の

薬剤の投与のみならず, 比較的低い量の物理的剌激(例え

ば50mGyまたは500mGyの放射線'o・12̃'4)), 外傷や飢餓
などのストレス状態などによっても誘導された。これは近

年話題となっている放射線ホルミシスのメカニズムとの接

点を提供しているように思われる。

本稿を書いた動機を一言でいえば, 放射線の影響にっい

ては,  今まで人々が第3図に7l1、す よ う な ,  放射線一DNA
切断一突然変異一発ガンの図式のみに頼り, その下の言葉

が示すような単純な固定的表現を脱して, 生きた人間と放

射線との戦いのありのままの実態を見つめ, その メカニズ

ムや本質を極めることが重要と考えるからである。  今回,

筆者は低線量の放射線影響の実態にっいて展望するにあた

り ,  DNAや水分子と放射線,細胞分裂と放射線とのかかわ

りなど ,従来多くの研究がなされてきたミクロな視点から

の情報は要点だけに留め, 「生命活動を営む個体と放射線

とのかかわり」にっいて考察するための生物学的現象にっ

いて総合的に整理し解説したい。残念ながらこの分野の研

究は世界的にも不足し未発達であるが, 少数の日本の科学

者がこれに挑戦しっつある。

他方, これまで国際的にもなされてきた多くの放射線疫

学調査がある。 人への環境影響の最終的結果である疾病や

死亡にっいて, 放射線に被曝した集団と被曝しない集団に

ついて比較しながら調査し, 人間集団への低線量の放射線

影響の実情をある程度推定することができる。低線量の放

射線影響に対する理解と判断はこれら各種の情報を総合し

て行うことが肝要と考える。

第 2 図  個体の生体防御反応の場

外的要因から身体を保護する皮膚, 有害化学物質の解毒をする肝臓, おょびス

トレス反応や免疫にかかわる諸臓器を示す。 これらは連携して機能を果たす。
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放1射線の人体に及ぼす影響

第 3 図  放射線影響の固定的パラダイム

I I .  放射線による生体内のフリーラジカルの

産生と化学的防御

われわれのからだは環境からのさまざまな衝撃のなかに

曝されている。絶え間なく降りかかる宇宙線,岩石や建物

からの放射線,日光中の紫外線や気温の変化などの物理的

刺激は言うに及ばず, 空気中の微量の汚染物質や食品中の

有害物の吸収による化学的刺激,目に見えないウイルスや

バ ク テ リ ;アやカビなどの徴生物の侵入などである 。たとえ
瞬間的には徴量であっても絶え間なく空気を吸入する肺を

例にとってみると,成人は1年間におよそ3 , 0 0 0 k gつま

り3tの空気を吸い込み, 例えば, 吸入する空気中の有毒

物質の濃度がわずか1ppmであったとしても, その肺は1

年間に3gもの有毒物質に曝露されることになる。細胞は

日々工 ネルギ一代謝により109/個/日の活性酸素を生じ,
抗酸化物質によりDNA傷害は106個になり ,  これらが

DNA修復により102個になり,  さらに後述するァポト ー シ

スや免疫機能により最終的にDNA傷害は1細胞あたり1

ないし2個になると計算した学者もいる'5 )。
われわれの周囲に日常的に存在する上述の刺激因子, す

なわち放射線,酸素,オ、ノン,二酸化窒素などのオキシダン

ト,異物やある種の発ガン物質などは総称して酸化的スト

レス因子といわれ, どれも生体内にフリ ー ラジカルの産生

を結果する。 これらの因子の生体に対する傷害やそれに対
する防御のメカニズムは ,  基本的には共通の部分が大き

く,  放射線障害,炎症,免疫,老化,発ガン,制ガンなど, -

説 ( 松 原 )

見異なったさまざまな医学的現象の根底にフ リ ー ラジカル

(不対電子を持つた反応性の強い原子または分子種)の生成

や活性酸素がからんでいる。

それに打ち勝つて生物が生存しているのは, 生体が非常

に巧妙な防御機構を備えているからである。フリ ー ラジカ

ルはわれわれの体内で, 物質代謝の過程で生理的・日常的

にも産生されるが, これを一定のレベル以上増やさないた
めに, これを消去する作用のある還元性の防御物質, 例え

ばグル夕チオンやビ夕ミンC ,  ビ夕ミンEなどが体内にあ

り ,  これらを抗酸化物質と総称している。
フ リ ー ラジカルの生成とそれに対する化学的防御は,大

体第4図のような過程を経て進行する。①生体が放射線や
オキシダントに l理露すると ,②これらは直接にDNAなど

生物学的に重要な物質を障害するほかに, 空気中の02 と

反応して02- (スーパーオキシドラジカル )を産生したり ,
組織中にあるSOD(スーパーオキシドジスム夕一ゼ )によ

り , H202にされ消去される部分もある。 H202はカ夕ラ ー
ゼにより ,水と酸素に変換されるが ,③ 02一 とさらに反応

して非常に反応性の強い〇H・ (ヒドロキシルラジカル)を

生成し,いろいろな生体物質を攻撃する。 と くに これらは

PUFA・やL00・ (脂質ラジカル)の生成を介して, ④生体

膜の成分であるリン脂質の不飽和脂肪酸の過酸化へと発展
させる。 こうした膜の脂質に発生するフリーラジカルの連

鎖反応を断ち切る役目をするのが, ビ夕 ミン Eである。脂

質が過酸化されると細胞の重要な構造物である生体膜の機

能障害を来し, ⑤いろいろな生化学的反応の一時的阻害や

副腎皮質系ホルモン作用の異常をもたらす。⑥かくてこれ

らの長期的影響が脳や心臓の虚血的障害,肺の損傷や細胞

の老化という一般的現象を結果する。

図中ゴシックで示したフリーラジカルに対し,網掛けで

示した防御物質が点線の矢印で示した箇所で働き, ラジカ

ルや過酸化物の消去や, 生体膜の安定化作用をする。

筆者は亜鉛チオネイン(ZnMT)が銅イオンと共役してグ

ル夕チオンぺルオキシダーゼ系に働き, NADPや過酸化

プチルを還元する事実を見い出した'・5)。 名古屋大学宮崎
哲郎氏との共同研究により, 各種のストレス処置を施した

マウスの肝臓を用いて, 7 7 KでE S Rによってラジカルを

測定し, 試料を275Kに放置してラジカルの減衰挙動を調

べたところ,  肝臓にはより寿命の長い有機ラジカルが存在

することがわかり ,  有機ラジカルの減衰速度はMT量が多

いほど速く, MTが有機ラジカル消去反応に関与している

ことがわかった'6)。
酸化的ストレスに伴つて細胞内では各種の細胞因子が動

き出す。第5図は,文献17 )を参考に,酸化的ストレスと

しての放射線が誘起する各種のサイトカインなど細胞因子

の活性化と, それに対する防御反応(文献的に報告のある

もの)の関係を図示したものである。放射線やフリーラジ

カルによって誘起される細胞因子やサイトカイン類はその

情報を他の細胞に伝えたり, 核内に入り遺伝子を活性化し
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tiillilt線、 オキシダントなどの理t
薬剤、電子伝達反応

e l02-
0 ,- ・ スーパーオキサイドラジカル生成

理
白血球の食細胞における

H202の生成
2H j、 . H202 -r・H20+GSSG

・
いろいろな生体反応の一時的阻書
副青皮質ホルモンの作動異常
l

E、心Mなどのa血性障書

E爾l 觸 :抗験化性物質
…・・)' : 生体防aサ イ ト

第 4 図  生体におけるフリ ー ラジカルの産生と化学的防御機構(松原, 1986)

活性酸素 細胞内語因子

第 5 図 生体に傷害を与える酸化的刺数要因による活性酸素や各種サイ トカインの誘起と,  それによって誘導される

内因性防護物質(抗酸化性物質)の反応(Weichselbaum et a1,(1993)の論文をもとに松原が作成)
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解 説 ( 松 原 )

動脈硬化 老化 各種疾患

第 6 図  総合的生体防御機構(松原,1992)

たりする。  これらの因子が同時に放射線防護性を示す事実

は興味深い。

筆者は人の体内で, 有害要因と自身の防御因子とが聞い

ながらバランスさせている生体防御系の様子を第6図のよ

う に イ メ ー ジしている 。  たまたま20 0 1年4月刊行の

Hea l th Physics誌にUNSCEARの第一委員会委員長で

NRPBのR.Cox氏の分子的発ガン機構の過去と未来とい

う論文'8)で, 「細胞の生死や変異はストレス関連の生化学
的経路の競合のバランスで定まる」という言葉に接した。

やっと欧米の学者にも筆者と同じ考えを述べる人が出てき

た感がある。

m. 放射線の細胞への作用
しかしながら,  最近出されたUNSCEARの2000年報告

書の「放射線の健康影響」の ア ウ ト ラ イ ン ・ ド キ ュ メ ン ト に

課題とともに図が提示されているが, それは相変わらず細

胞に障害を与える事象に重点がおかれ, DNA修復とァポ

トーシス以外は並存する生体側の防御反応が記載されてしL

ない。 傷害への生体側の反作用も加味して, 筆者は原図を

第7図のごとくに補って考えるべきだと思う。そもそも生

きた人間の健康を論ずるには, 分子や細胞の生物学で得た

知見を医学的総合的視野で再吟味すべきで, 本来ならば右

側へ行くほど複雑な事象がからんでいるはずである。 この

図は明らかに分子的事象に偏り, 個体レベルの生物作用に

ついて世界的にも研究が不足していることを反映してい

る o

分子レベルの初期反応として,第 II章で述べたフリ ー ラ

ジカルによる傷害は ,  γ線 , X線など低LE T放射線の

DNA障害の約2/3を占めており, これを間接効果といっ

ている。 一方, 中性子線など高LET放射線の場合や高線

量被曝の場合は, DNAへの直接効果, すなわち切断が支

配的とな り ,  DNAの二重鎖切断(DSB)が問題である。

DNA切断に対してNHEJ(non -homo1ogous end joining
repair pathway)による修復があるが誤修復しがち(error -
Prone )であり, 非可逆的傷害を結果しやすい'8)。 低線量
でのHR(homo1ogous  recombinat ion)修復は(error-
f r ee )の可能性大で傷害は可逆的となるとも考えられる。

UNSCEAR2000年報告書'9)によれば,  DNAのDSB形成
率は1細胞あたり約40個/Gyであるが, 染色体異常の発生

率は1細胞あたり0.054個/Gyであるので,実に99%以上
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[ 分子レぺル]

低線量の放射線影響の実態

[細胞レベル] [個体レぺル〕

1 l l

細胞への効果 後期値康影響早期細胞反応

第 7 図 体細胞への初期放射線障害と細胞反応と後期健康影響をっなぐ経路。

(UNSCEAR Outl ine2001文書Fig.1.に松原加筆:〔 〕 _ 部)

のDSBが元通りに修復されていることになる。

核(DNA)以外の傷害として, 当然,生体膜の過酸化が

想定され, これは周囲の抗酸化物質合成促進等で, ある線

量まではカバー される可逆的効果といえる 2o)。

次に, 注目されている現象として放射線による遺伝的不

安定性の誘起がある。 Littleの総説21 )によれば,  遺伝的不

安定性は, 高線量放射線特有のDSB切断による傷害(第8

図のパネルAや B ) とは違 つて ,  C と Dに示すょ うに後世

代の細胞に自然変異率を増やすこと, DNAの部分欠失(点

突然変異)が多いこと, 2̃12Gyの範囲で線量一反応関係

が見られない等の特徴がある。 丹羽22)によれば, 精子によ

り持ち込まれた放射線DNA損傷は, これで受精したF1

世代において損傷を持つている父親由来の遺伝子のみなら

ず, 放射線を浴びていない母親由来の遺伝子の突然変異頻

度をも上昇させた。 これは放射線によるゲノム不安定性が

個体レベルでも生起したことを証明している。一方, Bel-
yakovら 34 )は, ミ ク ロ ビームと多層細胞系を用いて,オリ

ジナルなDNA傷害細胞から数層離れた細胞に至る細胞変

異を ァ ポ ト ー シス測定系で観察し, 30~500mGyの線量

域でみられる細胞間連絡(By stander)効果と関連が深い

ことを示した。 それらの細胞ではP53̃P21介在のシグナ

ル伝達が亢進しており, ある種の機能亢進細胞の除去, す

なわち防御機能との関連が示唆されており, 今後とも明ら

かにすべき重要な課題である。

追伝的高感受性者の存在にっいてはICRP Pub. 7923) に

詳しいが, 少数ながら放射線に抵抗性の弱い遺伝的素因を

もっ人がいる。 しかし, 放射線への高感受性と高発ガン性

とは必ずしも同一ではなく,将来,放射線治療を受ける人

や放射線取扱者にあらかじめ一律に遺伝子サーベイをする
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第 8図  遺伝的不安定性の考え方(Little,2001)

ことは ,  利点よりも派生する問題の方が多いのではないか

と思われる。

10 mGy程度のX線の前照射はそれに続く再度のX線照

射をされた細胞の染色体異常の数を減少させることが早く

から01 iv i enやWol f fら 24)によって報告され,  これは放射

線適応応答と呼ばれ, 放射線ホルミシスを主張する学者に

歓迎された。 これは細胞レベルの現象であり, これから述

べる一定量の放射線照射による個体レベルの免疫系活性化

現象と区別するために, 筆者はそれらの発生条件を第1表



解 説 ( 松 原 )

第 1 表  これまでに確認されている放射線適応応答と, その発生条件

前照射条件(線量)

細胞レベルの適応応答 10̃20 mGy . <100 mGy(01ivien . Wolff eta t. )

適応応答の発生時期 観察指標

照射後5̃24h 染色体異常

固体レベルの適応応答

(Yonezawa eta1 )

(Yonezawa etat.
Matsubaraet a 1)

(Matsubara, Liu)

(Matsubara eta1)

50̃100mGy 照射の8wk後 マウス生存率

500mGy 照射の2wk後 マウス生存率

75または500 mGy

>1Gyまたは金属投与
などのストレス刺激

各照射8, 2w k後 脾臓免疫反応

処置24̃48h後 マウス生存率

のごとく整理した。

「V. 特定の刺激による免疫系の活性化

1990年代よ り ,  細胞の生化学的反応の制御機構と しての

シグナル ト ランスダクシ ョンの解明と と もに ,活性酸素の

産生やDNA傷害のメッセージがN fKBを介してP5 3やそ

の他の因子を活i生化させ, ア ポ ト ー シスを結果 -1l る こ と が
わかってきた (第 5図 ,第 9図参照 ) 25)。 ア ポ ト ー シスとは
細胞が自身で他の細胞に害を及ぼすことなく自滅する生理

的な現象で, その生体防御上の役割は後述の免疫系の活性

化との関係を含め大きいと思われるが, とりあえず詳細は

成書にゆずる(山田26),近藤27)など)。

前述の各種の酸化的ストレスも,P53などを介してァポ

ト ー シスを誘導することが明らかとなり ,筆者らは,  マン

ガン投与や皮膚剥離処置も, 米沢らが放射線抵抗性を誘導

した75mGyまたは500mGyのX線照射13) も, それぞれ胸

腺のアポ ト ー シスを誘導することを確認した 9)。 このこ と
は, 75mGyや500 mGyの放射線照射や重金属投与や皮膚

剥離などのストレス処置が胸腺における未熟なTリ ン パ球

を刺激し,免疫系が情報をキャッチし,  ア ポ ト ー シスとし

て反応していることを示すものである。同時に,  500mGy

のγ線照射後のマウスで, 羊赤血球抗原に対する特異的免

疫反応(脾臓のPFC)の増加は, その照射が2週間前に行

われた時に限つて発生することが見い出され,  生存率(放

射線抵抗性)の增加が起こる時点に一致し一c, 遅発性に免
疫系の活性化が起こる事実を確認した9・2'l )。 この こ とは低
線量放射線照射を含む各種のストレス刺激は, まず早期

( 6時間後)に胸腺において未熟なTリンパ球のアポト ー シ

スを誘起するが, そこで感受性の高い細胞が淘汰され, 残

存細胞が適当な時系列経過を経て, 脾臓において成熟免疫

細胞として抗体産生能を増加させるという事実を示すこと

になるのではないかと推定する。

上述した有害要因に対する化学的防御の側面と, 免疫学

的反応とを総合して筆者は人体の総合的生体防御系を第6

図のよ うにイ メ ー ジしたわけである。また,低線量の放射

線が生体に及ぼす影響の実態として第10図のごとく表現

第 9 図  ァ ポ ト ー シス誘起にかかわる酸化的ストレスの役割(Buttke,1994)
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正 常 組 胞

低線量の放射線影響の実態

フリーラジカル生成の防御

(MEA競事体などの使用)

フリーラジカル生成

フリーラジカル消去、

シグナル伝達の活性化

抗酸化性物質(csH.soD.
ヒ'タミンC、 tタミンE、MT等)の増強

フリーラジカルなどによる

DNA.生体藤の通a
フリーラジカルなどによる損傷の修復
(NHEJ修a、HR修a、
znによる生体限の安定化など)

生体高分子 の i 化

生物学的修復

(適応時素産生、適応反応)

アポトーシス

lEl 胞の真常、 l la

〇 章 t 書
( が ん 第 の ま 0 l )

正常組胞再1t、

免度系による異常a胞の除去

第 l 0図  放射線障害の効果的防御にかかわる諸要因(松原,2000)

し, 段階を分けて考えるとわかりやすいのではないかと思

う o

生体の指令部である遺伝子を破壊する高線量の放射線の

影響は, 一昨年(1999年)の臨界事故の犠牲になられた方が
身をもって示されたように極めて厳しい。 しかし, 放射線

の影響は線量や線質の差で著しく異なる。低線量の放射線

と生体との相互作用にっいて考察したが, 今後に残された

課題として, 放射線特有といわれるDSBとその修復の条

件はなにか。 線量別の遺伝的不安定性の現われ方とシグナ
ル伝達や防御機構との関連, 変異細胞の増加と発がんとの

関係。 フ り ー ラジカル産生と抗酸化機構の作動は線量依存

性があるか。 個体の免疫機構の作動は特定の線量域でのみ

可能なのか。 これらのメカニズムにかかわるさまさまな因

子と機能の解明などがある。 それらの因子間の相互作用,

さまざまな時間間隔で生起する複雑な生体防御反応系の時

系列解析など,今後多くの課題を解決してはじめて,われ

われはさらに本質的な放射線防御手段を発見するだろう。

V. 低線量放射線影響に関する疫学調査と
発がん等のリスク評価

人間の集団を対象とする疫学調査の結果は, 放射線を含

む環境因子が最終的に人にもたらした事実を検知する上で

大変貴重である。 以下にこれまでなされた国際的に重要な

疫学調査の結果にっいて要点だけを記す'9・29̃3')。
広島長崎: 対象は原爆に急性被爆し,被爆後5年以上

生存した約86,000人にっき50年以上の追跡調査がされた。
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生涯での発がんの放射線由来の過剰リスクは, IS vあたり

の被曝にっき, 白血病が0.9% ,全がんでは11.2% ,合計

12%と推定された。 この値は高線量急性被曝者の調査から

外挿されたので,  低線量率補正係数を約1/ 2として ,

I C R P 9 0年勧告では, 1 S vあたり5 %の過剰リスクとされ

た。 それは, 日常,被曝しない人の約28%はがんで死亡す

るが, ISv被l1暴するとがん死亡の確率が5%付加されて約

33%に な ろ う と い う こ と で あ る。妊娠被爆者1,829人の胎

児(20週内)では, ほとんど小児がんは発生しなかった(高

線量からの外挿で36人の小児がん発生が予測されたが, 事

実は1人の肝がんと1人のWi lms腫瘍のみだった)。

チェルノプイリ : 発電所職員や消火作業に従事した者

のうち134人が0.8̃16Gyの高放射線に被曝し, 急性放射

線症となり ,  そのうち28人が3 ヶ月内に死亡し, その10年

間に11人が心臓疾患等で, 1人が白血病で死亡した。石棺

作業者約70万人中20万人が30 km内で平均100 mSv被曝

し, その20万人中で41,500人の自然発生がんが予想される

が,放射線による生涯過剰がんの推定リスクは2,000人,

白血病は10年で約190人の発生が予想され, そのうちの150

人は放射線被曝によると推定されたが白血病の増加は報告

されていない。 避難住民11万6千人は平均30mSv被曝し,
甲状腺線量は約500 mGyと評価された。 卑近汚染地域住

民27万人は平均して生涯に環境や食物を通じて50 mSvの

内部被曝が推定された。このほか, ウ ク ラ イ ナ , べ ラ ルー

シ,ロシア3国の汚染地域住民640万人が5̃16mSvの蓄積

線量を受けた。 上記住民では数10万人の自然発生がん中,

推定過剰発生は2,500人で, 疫学的検出は困難である。 確

実なことは小児甲状腺がんの発生の増加で, 事故4年後か

ら3国で現在合計約2,000人の患者が発生しており, これ

までに2名が死亡した。

放射線作業者 : 英国,カナダ,米国の協力調査で,対象

は原子力施設作業者96,000人である。 平均蓄積線量40

mSv/人のγ線慢性被曝, 長くて25年間追跡した。 結果は

大体,広島長崎の評価の枠に入つた。放射線以外の化学物

質曝露や喫煙習慣などの包絡因子の分離や線量依存性の検

出が重要で, 今後も続く17国60万人の調査結果が待たれ

る o

高自然放射線地域の住民 : 中国広東省陽江県の高自然

放射線地域(隣県の値の約3倍)と隣県の住民合計約12万入

にっき15年間のがん死亡調査をした。 染色体異常は対照地

域より多いにもかかわらず,  がん死亡率に差はみられな

かった。

その他: MayakでのPu作業者, Techa川周辺の住

民, ウラル廃棄物タンクのKy s h t ym事故,  Semipalat-
insk核実験の住民等の被曝評価が課題である。

以上でわかることは,100mSv以下の低線量の放射線に

よる過剰発がんの検出は大集団の調査でも困難であり, 胎

児への遺伝的影響もみられていない。 放射線で特徴的なの
は白血病であり, 高線量では相対リスクは1S vあたり4



解 説 ( 松 原 )

倍となる。  また, チェルノブイリ事故では成長に重要な役

割をする甲状腺のがんが,放射性ヨ ー ド(核分裂性生成物)

の汚染地域の小児に多発した。 0̃4歳の小児は10歳以上

の子供に比べて感受性が5倍高く, ヨ ー ドは甲状腺ホルモ

ンの成分元素であり, 成長期の小児の甲状腺に高い集積性

を示す生物学的事実と対応している。 しかし, それ以外の
がんの過剰な発生はチェルノブイリ事故後でも検出されて

いない状況で, 線量率にもよるが,  自然放射線レベルの範

囲内の過剰被曝にっいては, 単純な線形外挿と住民の総数

の掛け算すなわち集団線量による発がんの推定は当を得た

ものではない。 丹羽32)は放射線による白血病の発症と他の
臓器の発がんの疫学デ一夕等を考察して, 両者の発がん機

構の違いを指摘している。 このよ うに ,  放射線の影響は細

胞レベルの話と個体レベルの影響とでは異なるのである。

高自然放射線地域住民の調査結果は重要である。

こうした諸情報がありながら,放射線影響を予測するに

あたって専門家の間で放射線傷害に関する分子や細胞レベ

ルの 、 ク L,な世界の知見を尊重 1i一るあまり ,  生きた生物

(人)における放射線影響の全体像にっいて疫学的結果とっ

なげる議論が少なすぎた。 低線量の放射線影響は食生活や

個人のライフス夕イルに関係する部分が大きいため, 今後

はそれらに注意を払った疫学調査が望まれる。

VI お わ り に

以上, 有害要因やス ト レスに対する生体の反応の諸側面

をみてきたが ,私たちのからだを強くし (いや ,弱くしな

いようにというべきかもしれない) ,健康を維持するには,

ーつは, 免疫機構を健全に保つこと, もう一つは, 抗酸化

機構を活動的に維持することである。 環境と私たちの健康

にっいて第 l l図のようにまとめてみた 33)。各種の抗酸化物

質の原料となる数多くの種類のミネラルやビ夕ミン類をバ

ランスよく日常的に摂取し,  からだの防御活性を維持し,

適度の運動を行うことによって ,  ホルモン機能の基礎とな

るカルシウム代謝が健全となる。古く厚生省の推奨してい

るがんを予防する12 ヶ条は, 有害要因に対抗する私たちの

からだを守るために, 医師が経験的に考えて提言したもの

であるが,  上に述べた化学的および免疫学的防御機構の総

合的連動を進めるための理屈にも適っている。 今後は, 両

者の連携のメカニズムの解明が望まれる。

第1 1図  環境と私たちの健康のまとめ(松原, 1992)

一昨年秋の JC0ウラン加工施設の事故直後, 「公衆の線

量限度の80倍の被ばく」という大見出しが, いくっもの新

聞で報道された。 JC0事故の経験に学ぶべきことは数多

くあるが ,  私が強く意識したことの一つは「放射線影響イ

コ ール線量限度ではなく, ミ リ シ ーベルトレベルの放射線

影響の実態」を人々に知らせることの重要性であった。昨

今, 低線量放射線影響に関する直線(LNT)仮説が国際的

にも議論されているが,  当面これを否定するべき強力な証

拠はないということに繰り返し落ち着く 。余分な放射線被

曝を防ぐための防御基準を決めて保守的に放射線の管理を

することは大切なことである。問題はそれを,公衆や専門

家(といわれる人々)や管理者がどう受け止め, また規制に

どのように使うかである。永年,  環境有害因子と生体との

相互作用の実態を解明しょうと努力してきた筆者は,放射

線影響イコ ールICRPの勧告値ではなく,  放射線影響イ

コール放射線によるDNA傷害でもなく ,  放射線(一環境

要因)と人間(生き物)とのかかわり(相互作用)の実態を,

公衆のみならず関係者にも知つてほしい, そして実態に基

づく公衆への周知と, 実効性を念頭においた規制をと願っ

てきた。本稿が生きた個体への放射線影響を考え, 議論し

合う材料になれば幸いである。

一参 考 文 献 一

1) 松原純子, ' メ夕ロチオネインと生体防御機構 '. 科学, 56,,
86̃95(1986).

2) J .Matsubara, K. Ishioka, Y.Sh iba ta ,  K .Ka t o h , “R i s k

analysis of multiple environmental factors:Radiat ion,

zinc, cadmium, and calcium', E n t,i ron Res , 40,525̃53(
(1986) _
3) J. Matsubara ,Y .Ta j ima ,  M. Karasawa,“Promotion o1

radioresistance b y  meta11othionein induction prior to irra-

diation', E ntli ron. Res , 43,66̃74(1987).

4) J. Matsubara, Y . Ta j ima ,M. Karasawa,“Meta11othionein

induction as a potent means of radiation protection ir
mice”,Rad i at Res, l11,267̃275(1987).

5) J.Matsubara,“Alteration of radiosensitivity in meta1lo-
thionein induced mice and a possible role of Zn-Cu-thion-
ein in  GSH-peroxidase system', “Metaltothioneinii, Eds. J

H.R. Kagi,etai , Experientia Supplementum Vo1.52, Birkh

auser Verlag,p.603̃612(1987).

6) 松原純子, メタロチオネインと生体防御機構,  「放射線抵抗

性の誘導 」放医研シンポジウムシ リ ー ズNo.23, p .23̃31
(1991).

7) S.Sasagawa,  J. Matsubara, Y.Sa t ow ,1mm u n( )pharmaco
1ogy an dlmmunoton'cotogy. Vol.15,217̃226(1993).
8) 松原純子, 放射線と生体防御機構, E nuiron Mutat Res

Com mtm.,16,309̃315(1995).

9) J. Matsubara,V. Turcanu, P. Po i nd ron ,Y . Ina, “ Immun e

effects of 1ow -dose radiation:Short-term induction oi
thymocyte apoptosis and1ong-term augmentation of T-
cel1-dependent immune  responses',Rad i at R es l53. 332̃
338(2000).

10) J.Matsubara, Y . Ina, J. Yamazaki,℃omparative study or

immunostimulative effects produced b y1ow  dose who1l

1i8 日本原子力学会誌 . V o l . 4 3 , N o . 8 ( 2 0 0 l )



低線量の放射線影響の実態

body irradiation or metal1othionein indusive stressers in

mice',  Int. S y m p . o n  Bio1. Effects of Low LevelExposures

to Radiation Changchun, China,(1993).

11) H. S e l y e . T he Stress of L i f ie. (revised edition), McGraw-
Hi11, N.Y. (1978).

12) M.Yonezawa ,  A.Takeda ,  J .Misonoh,“Acqu i red radio-

resistance after1ow dose X-irradiation in mice',J Radiat_t
Res. 31,256̃262(1990).

13) M.Yonezawa ,  J. Misonoh . Y.Ho sok awa , “Two  types of
X -ray induced radioresistance in mice:Presence of 4dose
ranges with distinct biologicaleffects”, Mutat R es., 358,,

237̃243(1996).

14) J.Matsubara, K. Yoshihara, J. Yamazaki, H.Eguchi,“Hor-

metic effects produced by the pretreatment irradiating

1ow-dose radiation or giv ing stressfulstimuli in mice' ,,

Loω .1 )ose Radiation a n d BiotogtcalDefense Mechamsm s,,

Excerpta Medica, Amsterdam and London,p.427̃430

(1992).

15) M .  Pollycove, L.E.  Feinendegen, 'Quantification of

human  DNA alterations',Proc D〇E/M H Workshop on

CeMuiar Responces to Loωioses  of fomztngRad i a tton.
Apri11999. Washington, D.C.(1999).

16) T. Miyazaki, J. Matsubara, T. Matsumoto, H. Khan,,

Radiat. Phys C he m.48 ,293̃296(1996) .

17) R.Weichse lbaum,  Z.Fuchs,  D. Ha11ahan,A.Haimovitz-
Friedman, D. Kuffe, “Radiation-induced cytokines and

growth factors:Ce11ular and  molecular bio1ogy for onco1-

ogists',Mo lecu l arBio1ogy for〇ncotogists, Eds. J. Yarnold
et at,p .213̃221(1993).

18) R.Cox,“Resolv ing the molecular mechanisms of radia -
tion tumor igenes i s :Pas t  problems a n d  future prospects',,

Hea M1Phys, 80,344̃348(2001).

19) UNSCEAR Report2000,Vo1.II, p.4and  p.85r(2000).

20) A.W.T . Konings, E.B .  Drijver, “Radiation effects on

membranes', R adiat R es. 80,494̃501(1979).

21) J.B.Litt le,“Induction of genetic instability by ionizing

radiation”,ComptesRen dusdeL 'Acad S ciPans, Sciences
d e l a  v ie ,Vo1.322,127̃134(1999).

22) 0 . N i w a ,  R . Kominami ,  “Untargeted mutation of the

materna11y derived mouse hypervariable minisateIlite

a1lele i n  F l m i c e  born to irradiated spermatozoa',Proc.

N a t l A c ad S ct USA , Vo1. 98,1705~1710(2001).

23) ICRP Pub . 79, Genetic susceptibility to cancer.Ann. ICRP

28(12), New York Elsevier Science,(1998).

24) S .Wo l f f , “Adap t i ve  responses', Ent liron.Heai thPerspect.,,
106. 277̃283(1998).
25) T.M.Buttke, P.A.Sandstrom,“0x idat ive  stress as a me-

diator of apoptosis', i m m u noi Today, 1 5 , 7̃10(1994).

26) 山田武 ,  大山ハルミ ,  アポ トーシスの科学一プ ロ グ ラ ム さ

れた細胞死, 講談社ブルーバックス , ( 1 9 9 4 ) .

27) 近藤宗平, 人は放射線になぜ弱いか一少しの放射線は心配

無用, 講談社ブルーバックス , ( 1 9 9 9 ) .

28) J .Matsubara,  V. Turcanu, N.Sug i u r a ,T .Kosako ,“Short -
time induction of thymocyte apoptosis a n d 1 o n g -term
augmentation of i mmune  responses by50  cGy irradiation

to mice ' , Proc 10th i RPA . Hiroshima, Japan,May2000.
(2000).

29) 松原純子, リスク科学における疫学の役割, 科学, 61, 408

̃415(1991) .

30) E.Cardis, D.Richardson, A.Kesminiene,“Radiat ion risk

est imates i n  the beg inn ing  of the21st  century' Hea l th

Phys.. 80,349̃361(2001).
31) L.W e i ,  T.Sugawara ,  Eds J Ra d iat Res , 41,Supp1. 1̃76

(2000).

32) 丹羽太貫, 放射線発がんにおけるDNA損傷の役割一直接的

関与と間接的関与, Mo l Medicine, 3 5 , 728̃737(1998).

33) 松原純子, い の ち の ネ ッ ト ヮ ー ク一環境と健康のリスク科

学, 丸 善 ラ イ ブ ラ リ 一 42,(1992).

34) 0 .V .Be l y a k o v ,  M.Forkard,  C.Mothersi11, K.M.P r i s e ,  B.

D. Michael ,“Bystander effect and genomic instability,,

Cha11enging the classic paradigm of radiobio1ogy' . Proc
T imofeeff-Ressot,shy contenna1conf .Dubna, Russia Sept,,
(2000).

著 者 紹 介

まつばらじゅんこa 東京大学大学院生物系研究科博士課程修了。東
京大学医学部助教授,横浜市立大学教授を経て,,,

登lj 1996年より原子力安全委員会委員。現在は委員e、 長代理。専門は環境医学・リスク管理。

日本原子力学会誌 . Vo l . 4 3 , N o . 8 ( 2 0 0 l ) 1i9



エネルギ一教育における放射線の正しい理解を目指して

谷口 裕美枝 (静岡県立焼津中央高等学校)

1 . はじめに

私たちの生活に関わるェネルギ一事情は年々変わっている。 電力会社はオール電化の家を提案し、

一方でガス業界は水素電池の開発に期待をこめた家庭用発電機を実現化しようとしている。 オール電

化といっても、  その電気はどこでどうやって作られているのか。  水素電池の実用化は何がどのように

環境にいいのか。 便利さだけで物事を判断して大丈夫なのだろうか。

エネルギーに関する教育の必要性が注日を浴びてきている中で、 その内容と現実社会のギャップは

大きい。 放射線、 原子力に関してはその代表ではないだろうか。 国民投票で原子力の必要、 不必要を

決めていく。専門家ではなく、国民一人一人が原子力を評価し、放射線加工に携わっていくそんな時

代に、なぜ、きちんと教育をする機会がないのか。不思議である。

高校:l1里科の中で、 原子力、 放射線の内容は教科書の末尾に位置されている。 受験校においては :l 年

生の受験期さなかにさらっと触れる程度の余裕しか与えられていない。 所属校が変わり、 そのこ とが

身にっまされる。  進学校の生徒なら世の中の動向を見る力があるから、 勉強するまでもなく知つてい

るだろうと思うとそうでもない。前任校での実践を紹介しながら、高校生の現状を考察してみたい。

2 .  原子力、 放射線に関するアンケー ト

( 1 )  今年度は、 エネルギ一教育の授業は行つていないが、 昨年度の前任校の生徒と比較するために
年度初めのアンケートで、  生徒に原子力発電所建設の賛否を聞いた。 その回答を前任校のものとあわ

せて紹介したい。対象となるのは2年生物理選択者一般クラス6 1人、 3年生物理選択者(一部 ) 2 6

人の計87人である。前任校のものは当時の1年生2クラス計7 7人である。賛否の理由にっいては、

複数回答を含むため、 回答数は若干異なる。 アンケートの質問事項は以下の通りである。

(質問内容)

電力不足を補うため、 あなたの街に原子力発電所を建設しようという話が持ち上がります。 あなた

は賛成ですか。反対ですか。その理由も教えてください。 .

グラフ 1は現任校2年生  ( 61人)  のもので、 グ ラフ 2 は 3年生  ( 2 6人)、  グラフ3は前任校のもの

である。割合は若干賛成が減るようにも見えるが、ほぼ同じである。2つの学校の生徒の進学状況は、

現任校は90%以上が大学進学を目指している。一方で前任校は3割が大学進学をし、3割が専門学校、

残りは就職といった進路の特色を持つ。 このことは、勉強が得意かそうでないかといったことは原発

建設に対する賛否に大きく関係しないということではないだろうか。想像するに、世論調査をしても

同様の割合になるのではないだろうか。



グ ラ フ 1 グ ラ フ 2 グ ラ フ 3

面白いのは賛否の理由である。 前任校は自然環境が豊かなと ころにあったせいか、  建設による自然

破壊を理由に反対した生徒が、 安全性の心配よりも圧倒的に多かったのに比べて、 現任校では浜岡原

発が近いせいか安全性を理由に反対する生徒が圧倒的に多い。 賛成の生徒であっても、 安全性を危惧

しながらの賛成が多い。 また、  現任校の賛成の意見の中には『税金が安くなる』「街が活性化される」

といった社会面からのものも複数見られた n 知識の量ではなく、 環境が賛否の理由を大きく左右し

ているよ うに見える 。
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( 2 )  被爆者治療のビデオを通した調査

上述のアンケー トのほかに、 自習授業を利用して特進クラスを含む物理選択者集団(49人)に被爆

者治療のビデオを見せ、 ビデオ内に出てきた用語で不確かなもの、 わからないものを最低3つ挙げて

もらった。  その結果がグラフ6である。  勿論、治療という医学的な内容を多く含むため、 医学的用語

をあげてきたものも多かったが、 放射線、 原子力に関するものに絞つて集計した。 結果を見ると、 「被爆」

「放射線」 「放射能」 「 ウラン 」  と い

った基本的用語を挙げてきた者が全

体の約4分の一を占め、 「臨界 」で

は40 %を超えた。  これは物理選択者

における結果である。少なくとも他

の生徒集団よりはこうした内容に興

味があり、3年次において勉強する

可能性を持つ生徒たちである。この現

状をどう捉えたらよいのだろうか。

ヒテ'オ中の不確かな用語(49人回答)
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3 .  指導計画案

前任校において、放射線教育を系統的に行う試みをした。対象は1年生の理科総合A ( 1時間

50分)である。伝えたいこと、やらせたいことをすべてやろうとすると13時間ほどの長時間になって

しまうのが難点ではあるが、 それでも、 学習の前後における手ごたえはあったと感じている。 その時

の実践の樣子を以下に紹介する。 全体の流れと具体的な様子を資料に、 細かな内容と、 注意した点に

ついては、以下にまとめた。

( 1 )  基礎知識・ ・ ・ 基本的な用語等を知る (化学・物理)

①原子の構造 (元素表・原子番号・質量数 )

②同位体・放射性崩壊・核反応 (核分裂と核融合・放射能 ・放射線 )

③ 放射線はどこから来るのか

④放射線の種類 (α線、  β線、 γ線、中性子、 α崩壊・β崩壊)

⑤放射線の特性 (正体、エネルギー、電荷、透過力 )

こ の lt一べてを先に行お -')とす'ると、座学続きで生徒の集中力力i続,11・なくなるので、③にっいて
は(2 )の測定実験前後で行つたり、  ④、 ⑤にっいては(4 )の遮へい実験の直前にいれたりもする。

( 2 )  放射線を測る・  ・ ・身の回・りの放射線を実感する

①霧箱実験

②室内、屋外での測定

→ど うい う と ころでどの く らいの量が観測されるのかを知り 、  どこにでもある こ とを実

感する

③ 考察 (屋内と屋外の違いは何か。 どこにでもあるのに、  それは危険ではないのか。)

→自然放射線 (バックグラウンド )の意味を知る

霧箱実験は、 準備が大変な上、 ドライアイスを買う予算が必要なので人数の多い集団を相手に

教員1人で準備をするのは大変である。 しかし、  生徒の反響が大きい実験でもある。

「はかるくん」を使つた測定実習は見慣れない道具を使用し、放射線を「びっびっ」という音

で感じられるため生徒の関心も高まる。 測定実習は2回に分けて、 1回目は物理室と準備室とい

った室内で場所によってどんな線量の違いがあるか。 2回目は、  室内と屋外での違いや、 環境の

違いによってどのような線量の違いがでるか校内の特徴的な場所6箇所を回らせて測定を行う。

( 3 )  人体への影響・ ・ ・体に何が起こるのか (生物)

① どのくらいの量が危険なのか→年間被ばく量を基準に考える

② DNAを傷つけることの意味→少量であれば自己回復力を持つ

③放射線被曝の特徴(被曝の無知覚性、症状の非特異性、症状の遅発性)

→実例の紹介(知つていますか?放射線の利用 岩崎民子 著 丸善株式会社 ょ り )

④放射線障害 ( 症状 ) にっいて→急性、晩性

⑤ 障害を受けやすい器官

- 122



⑥ ビデオ ( NHKスぺシャル 被曝治療83日間の記録)

人体への影響は終始座学となるが、 どの時間よりも生徒の関心は高く、 その様子は集団によら

ないことは驚くべきことである。短い時間の中ではあるが、実際にあった事故の話をすると、生

徒は食い入るように聴いている。  そうした話に関連付けて③にっいてを特に強調し、 見えないこ

との恐さを理解させる。 また、  遮へい実験を実施する場合においては、 実際に放射性物質を取り

扱うため、  いたずらなどを防ぐ意味で必ず先に人体への影響の話を入れる。 知ることによって恐

れを取り除くことも大切ではあるが、  それでも、  取り扱いによっては非常に危険であることには

変わらない。 「正しく恐がる」  ためには、 人体への影響は避けては通れないと考えている。 も う 1

時間は J C 0の事故を特集したビデオを見せている。話だけではなく、実際の映像を見ることで

恐さを実感するようである。

( 4 )  遮へい効果 ・半減期 ・  ・ ・存在する放射線から身を守るため特性を知る

① 遮へい材の材質による遮へい効果の違い

→材質によって、 そんなに遮へい効果が違うのか

② 遮へい材の厚みによる効果の違い

→どんなものでも厚ければ遮へい効果が上がるのか

③距離による線量の減衰  ・

→どの程度離れると線量は変化するのか

④ 半減期のモデル実験

→放射性崩壊の起こり方(時間的変化)の意味を考える

①から③の実験は、 はかるくん貸し出しと同じ「放射線計測協会」  がキ ッ ト を貸 して くれ

る。  実験用線源は強い放射線を出すので、 むやみに持ち続けないこと、 人に悪ふざけで乗せ

ないことなどの注意を強調する必要がある。 遮へい効果の実験では、 遮へい材によって放射

線は最初の何%になったか、 を計算させるが、 その数値の読み方を間違えて、 数値の大きい

ものを遮へい効果が大きいと勘違いする生徒が多いので、 注意したい。

( 5 )  放射線・原子力の利用・  ・ ・実際に関わる場面はどこにあるのか

①放射線の利用

(ア)現在、 原子力利用の半分以上は放射線の利用

(イ )医療、 農業、 工業、 その他の4分野での放射線利用を紹介

(ウ)工業分野でも半分以上は半導体の焼付け

②原子力の利用 .

(ア)平和的利用→原子力発電所のしくみ

(イ )戦争利用→原爆のしくみ

放射線を利用している工業製品を見せることができればよいが、なかなか多くを準備することは

難しい。写真で見せてもあまり実感しないようである。以前研究施設でいただいた「脱臭剤」を

使つてアンモニア臭の脱臭実験を簡単に実施することもある。
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原子力の利用や原子力発電所のしくみにっいては、 ここですぐに触れなく ともェネルギーの中で、

他の発電方法と一緒に取り扱うこともできると考える。

4 . 使用資料

授業で使用しているプリントにっいては、資料として添付した。また、プリントは「放射線計測協会」

の資料に沿つて、 生徒の実態に合わせ作り変えて使用したりもした。 授業の中で使用したビデオにっい

ては放送時に録画したものを使つているが、NHKスぺシャルなので、 NHKに問い合わせれば手に入る

かもしれない。また、人体への影響にっいては「知つていますか?放射線の利用」 岩崎民子 著 丸

善株式会社 に放射線事故の例がいくっも挙げられており、写真もショツキングでインパクトがある。

5 . ま と め

技術革新が進む中、 教えるべき内容は時代に合わせて変えていってもいいのではないかと私は考える。

メディアに踊らされるばかりではなく、  自分自身で考え評価する力を身にっけるためには知ることが大

切だと考えるからである。  簡単なァンケー トではあるが、 学校の状況によらず、 高校生は意外とllJ -間に

疎いことがわかる。  学生は学校の授業と部活動とで日々余裕なく過ごしており、 自主的探究心に期待す

る と こ ろ もあ るが 、  そればかりでは不十分なところが多々ある。やはり授業の中で系統的に学ぶ機会が

あればと考える。  また、  近年放射線の医療現場での活用も広がってきていることを考えると、 物理選択

者のみではなく、生物選択者、さらに大勢の生徒を対象に教育する必要があるのではないだろうか。何

より見えないということがどんなに怖いことかということを知つた上で、その技術に携わることの大切

さをわからせたい。

教育現場はいまや、 上級学校への進学を目指し基礎的知識を身にっければよいというものではなく

なってきている。  正しい判断力はまず知ることからであるという立場に立つて、  無知がゆえに危険に

さらされるのではなく 、  自分や大切な人を守るために、知らねばならないものがあるということを生

徒に伝えていく必要がないだろうか。良い悪いの価値判断を、自分で考えて出すことができる人間に

育たなければ、 ブラックボックスのような高度な先進技術に立会い、  未知なる事故を未然に防ぐこと

はできないのではないだろうか。  どんな技術も、 取り扱うのは人間である。  それがゆえに安全ではな

いとい う こ と を理解するこ とで 、  学ぶことの大切さに気づくのではないだろうかn
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資料1 .  原子力と放射線 指導計画案

授業内容 実験、 授業形態およびねらい

1時間目 原子の構造(同位体) 座学 ・原子の構造

・質量数と同位体

2時間目 放射性崩壊と放射線の種類 座学 ・放射性崩壊

・ 放射線の種類と正体

3時間目 放射線を見る 霧箱実験 放射線の性質にっいて、視覚的な方法で

観察し、理解の糸口とする。

4時間目 放射線を測る (室内編)

( バックグラウンドを知る① )

「はかるくん」  を使つた線量の測定

・ 室内で多い場所と少ない場所はあるか

, なぜ、室内で放射線が観察されるのか

5時間目 放射線を測る (屋外編)

( バックグラウンドを知る② )

「はかるくん」  を使つた線量の測定

' 屋外で多い場所と少ない場所はあるか

・ 多い場所と少ない場所は何が違うのか

6時間目 放射線の人体への影響 プ リ ン ト 資料 ・ 座学  ・障害の特徴

・放射線によって人体に起こる現象 ・被ばく線量

7時間目 ビデオ NHKスべシヤル

「被ばく治療83日間の記録」

JC0の臨界事故記録

大量被ばくが引き起こす人体への影響を理解する

8時間目 放射線の遮蔽

(物質による違い)

レンタル実験セッ  トを使つた放射線の仕切り

実験 ・遮蔽効果の高いものはどんなもの

9時間目 放射線の遮蔽

(線源からの距離による違い)

レンタル実験セッ トを使つた放射線の仕切り

実験 ・どのくらいの距離で、線量は減るのか

10時間目 放射線の遮蔽

(物質の厚みによる違い)

レンタル実験セッ トを使つた放射線の仕切り

実験

・効果のない材質を厚くしても効果はないのか

11時間目 放射性原子の半減期 サイコロを使つたモデル実験

・放射性原子の減り方を理解する

12時間目 原子力の利用(放射線の利用) プリン ト資料 ・座学

・身の回りの多くのものに放射線加工が施されている

現状を知り、生産者として関わる可能性を示唆する

13時間目 原子力の利用 (発電と原爆) プリン ト資料 ・座学

・核分裂、核融合の仕組み - 平和利用と戦争利用
・電力と原子力発電の現状
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指導計画
'k ' 、 - -

(1 )指導の流れ
①基確知識 ・ ・ ・ 基本的な用語等を知る

②放射線を測る

・・身のまわりの放射線を実感する

③放射線の人体への影響
体に何が起こるのか

④放身il線の特性

・・存在する放身i線から身を守るには

⑤放身j線、原子カの利用

実際に関わる場面はどこにあるのか

資料: 平成17年度 伊東城ヶ崎高校での
実践の様子

l登拿l1'1l書 、._ '・ ,f ' 股'i 電 難
1時商日 原子一の構造 (同位体と前数 ) 一 座学一
2時間日

-3時間目一

放射性1l1態と放射線の種類
一放射線を見る (開 実 験 )  -
放ら11線を則る①(室内1l9) -

放身j線を測liる21(屋外ii;) -
放射線の人体への 影 響 一  -
「被m 對の言『
:1的li線通観実験(1) (1E前 )  -
放射線通組実1f② ( 距 離)-
m ( 通顧材1事み)
放a高 性 開  -
1ililili線 (:1ili利 用 一 一 -
原子カの利用 -

座学

実験

4時間目 実験

5時間日 実験

6時間日

7時問目

座学

ビデオ学習

8時間目

9時間日 一

1o時間目
1 i時間日
12時間日

;13時間目一

実験

実験

一 実験一④

実験

座学(実験)

座学

*「はかるくん」は、かなりお手軽に借りることができ、しかも意料,(送料まで
ta会が負担して<れる)
'「びっびっ」という音で、放射はを実感できる.
*単位については経く最れる,,,

5

内容11i1;:i:)いて
?l :、S・ - ・ /

(1)基確知識 一一'
①原子の構造(元素表・原子番号・質量数)

②同位体(安定同位体と放射性同位体)

③放射性期域(放射能と放射線・ ,,崩11l1・ 11崩壊1
④1lt射liの種題(aa・β●・ra・申性子aなど)
⑤波射laの特性(正体・エネ'L,キ'-・●荷・';富通l力など)
*a M:li、 1li期1・l二おける原子書号・●量aのi化などは、
生健に応じて取り:最いを考える。
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(2)放射線を現liる 1 ' ・  ・ 1 , ; ・ .

la)「l地達5ん」を利用した自然放鐵建空_表l定(要外f ) 、・ jj ,,_,
1 .予想を立てる
< 予 想 >
校含の中と外では、どちらの値が大きいと患いますか,その理由も
●し、て下さい,,
中 - 外 ・ ほぼ同じ(いずれかに〇) (理由、
中「前に測つたとき暗いところが多かったから」「こもっていそう」
外「日光が直接当たるから」「放射線を放つ石とかありそう」
一結「教室で測定した時、ii所によるiiいはなかったかlo」
屋外において、どんな場所力強的線●が多<、どんな通所が少ない
と思いますか,測定l9所や、測定場所の特lSlなどから、考えてみ
てくださし、,,,

7
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資料: 平成17年度 伊東城ヶ崎高校での
実践の様子

競平手不国」の一
r高 ・基石l:lE 的0.0S0」」Svあ,と

碑石(ハンレイ岩;約0024µ Sv/h)

で1al1定値が違う

- -一図表地学1表一E i一店より 1 2



'3)激最の人体への影t; 1 ・:J,
11iJどの らいの量が危険なのか

一「どの<らいでどう」というのはとてもllしい

:i
日安としての「自然放射llからの年間被a量」一日本では約1ミリシー'11lト (mSv) (世界平均では的24ミリシー?1l,・)

責の集団検3 2回一約1年分
題部X;aCT 1回一 ・・的7年分
宇窗表t行士l字窗船の中)・・ -地上での1年分を1日で

9・E 子 i 「u ,・いまtか'a1・・のMaj-
体の申で1書最eだといわれる白血球の演少

50()11リンーへルト(500年分)以上を一度に

1 3

・被●の無知算性-・放射aを浴びていても気付かない
o症状の選発性-・浴びてす<:'に症状が出るわけではない
・症状の非特異性
一症状が他の病気と区別しずらい

1 4

益 ' - 、' '--一、 - ,
被 盛認的停! 電重多 '.、 、ー ノ1難1
・千業での非破壤検査事故
19l7年千葉県のある造船所で溶接商所の非破境検:l111のため使用して
いたイリシ'ウムl92(γ線源)が紛失し11_
作業員の 人がステンレス製の船筆のようなもの怡つた,かれは、それ

が何か分からないまま、ズボンのボケットに人れ、下イf1に持ち・境1つた,,

そして、下i言に帰つた後、持ち帰つてきたことを ;1lい出し、仲間とその
船tのようなものをlaつたり段めたりして、酸爆した,,
1週間後、線標が発見され、作業員達が病院に入院したときには、持

ち帰つた作業員の臀部にl;t大きなやけどのような着iができていた,

約20年が経過した頃、作業員の一 人に、 i置癌とびらんを操り返してい
た指の l に養結が始まり、病原的の感集により1表111を起二し、切断するに
いたった.

5

資料: 平成17年度 伊東城ヶ崎高校での
実践の様子

NHli1空選91S・if l,f ,1' l).「被爆; 能日 ( 商 あ 地
を '健_感造 ) 、.ーフ -
・もう痛々しくて見ていられなかったです。ビデオの内容に見入つ
てしまっていて書けなかったけれど、こんな事故がもう2度と起
きないことを祈るだけです。・は射◆というのは聞いただけだとあんまり:a<もなく、どんな
●になるのかまった<分からないけれど、前にもらった紙に
載つてたのとか、今回のビデオでも見たりして、恐さがすごく
伝わった,死にもいたるなんて考えても見なかったので驚きま
した。

●放射線はいかに恐いかがよくわかった。こんなllll1険な目にあ
わせることを教えないで仕事をやらせるのはひどいと思つた。

● 原子ナ1の仕事をする人たちは常に危険だと思つた.細胞が
死ぬとぃ ・liこ1l1は人が1lil 1ll:1ことだと思つた。

1 7
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taょ、s遮へ餘o通
l _!.。 /1 t”_ lr-,一一 _-。
li口i口i_ 'i' 口l ・ 2 ・' , ' '  ' ' ' , , L ,  L ' '  ' ''

'は・船 4 0 % 鉄 7 9 % ア ル ミ 9 4 % ア ク リ ル 9 5 %
すなわち に減衰

60%カツト 21%カット 6%カット 5%カット
iaアルミは100%をaえて、前よりも增えた,,
故射性●fを取り出すときに●eで目じられていたので、その時点で船だと思つた.
アクリルが、eや船を設tしたときに数nが<1'んと上がった.たぶん.最やeでH
ね1iった1Bl射〇がアクリルに通げてきたから高くなったのかな? 2 0

資料: 平成17年度 伊東城ヶ崎高校での
実践の様子
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' 気づかなかっ1 i1l1けで、実は身近にあったんにな一って思つた. しっかり
と理解したっスで放射線と付き合つていきたい,,
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llilJ原子力の利用 , . ◆

、、: i-i,;' -
・核分裂反応と核融合反応
・核分裂の平和利用
一原子力発電所の仕組み

一電力使用量における原発( f )割合
一核・放射性廃棄物の行方

・核分製の戦争利用
- ・原爆の仕組みl広島型)「 .- - -  -

i l -NHKスぺシャル ' 「 l ' ' ' -=i '-,t l ・. / 1

『原爆投下10秒間の衡撃』 l / ・' ' ''・・'・ ・ /・・i't _
, 2・7 -
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資料: 平成17年度 伊東城ヶ崎高校での
実践の様子

と思つていたんだけど、す
ご<悪いことにも使われて
いることがわかって身近に
あるのが恐<なった.

授富感想'と原発富本の意電
' 際 子 い L 、こ iだi「tか ・ 放射線というのは、ずiと危ないだけの

i
(賛成) 電カが足りないの
はすごく大変なことだと思う
最近人口とか塔加中だから,

ものだと思つていたけど、がん細胞を殺

すのにも使われていると知つて、上手く
利用すれば人の命も救えるのだと思つ
た,原子力については、戦争では原a
などに利用されているけど、これも上手
く利用して、原子力発電などに使用さ
れているから、いい考えだと思つた,,

i
(反対)電気が不足してるからっ
て原子カ発電所を作るというのはお
かしし 、,節電させるなど、し、ろいろ
方法はあると思います,,,

2 9

- - ・i・i. ' 、 .一 、  ' l j読1. -
授業譲t:めの感想 ,. . . ・.', ,,・, - ,・,-
,li[基;,,- 、 °じ ?f ・ _ , 'lli1書j/'
o 放?i線は、 前までは1 i1こfllll険なものだと思つていた
が、 授業を通してい<うちにいろんな事に使われて
いて、 いろんな面で自分達を助けてくれたりしてく
れている事がわかった, ただ危ない一し_とには変わり
ないから、こんな風に使うといいよなど、自分達で
勉強すれば安全だということも分かった,,

o援業をする前から、た11_怖いと思つてい1こが1受業を
していくと、放射線の力や影響がわかってきて、よ
り恐いと思えてきまし1i,工ネルギーに変えるのは
すごいと思うけれど、 間違つた方へそのカを使うの
はダメだと思いました.



「はかるくん」 を使つた放射線量の測定 ( その 1 )

教室のいろいろなと ころで放射線量を測定してみよ う

窓 窓

予想 (放射線の量は室内の場所によって違いがあるだろうか)

場所 ① ② ③ ④

測定量ｵ

Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/h

・µ Sv/h

場所 ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

測定量ｵ

Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/h

考察 (感想、意見、など )
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「はかるくん」  を使つた放射線量の測定 ( その 2 )

屋外のいろいろなところで放射線量を測定してみよう

予想

① 校舎の中と外では、 どちらの値が大きいと思いますか。 その理由も書いて下さい。

中 ・ 外 ・ ほぼ同じ(いずれかに〇)

』 由 ) l_ _ _  _=
② 屋外において、 どんな場所が放射線量が多く 、 どんな場所が少ないと思います

か。 測定場所や、 測定場所の特徴などから、 考えてみてください。

測定場所

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

1ｵ

Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ S v/hｵ Sv/h

2ｵ

Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/h

3ｵ

Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/hｵ Sv/h

測定場所

の特徴

コ メ ン ト

考察 (最も大きい場所はどこでしたか。 その理由は何だと思いますか)
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6 0

0

放射性崩壊モデル実験 (赤白カー ド)

放射性原子が崩壊を起こして減つていく減り方は、 本実験における、 「赤白カー ド」

や 「サイコロ」  を使つたモデル実験の結果と非常に似た減り方である。 このこ とから 、

どのようなことが考えられるのだろうか。

1 .  実験方法 ( その 1 :赤白カー ド)

①表が赤、裏が白の赤白カー ドを60枚用意する。

② 60枚すべてを箱の中にいれ、 よく振つた後机の上に振り落とす。

③ 赤が出たカー ドは崩壊した原子、 白が出たカー ドは崩壊しないで残つている原子

として、赤が出たカードの枚数(崩壊した原子の数)を数える

④ 表に赤カー ドの枚数を記入し、 グラフには赤を除いた白カー ドの枚数を記す。

⑤赤が出たカードを崩壊したものとして取り除き、残りのカー ドを箱に戻して①̃

④を繰り返していく。

2 . 予 想

( どのような減り方をしていくと考えられますか。  半減期は何回位になると思いますか)

4 .  半減期を求めて考察をしよう

振り落とす回数
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枚数

:lii■

放射性崩壊モデル実験 (サイコロ )

1 . 実験方法 (その 2 : サ イコロ )

①サイコロを 6 0個用意する。

②60個すべてを箱の中にいれ、 よく振つた後机の上に振り落とす。

③1の目(赤の目)が出たサイコロは崩壊した原子、その他の目は崩壊しないで残つ

ている原子として、赤の目の出たサイコロの個数(崩壊した原子の数)  を数える

④ 表に赤の目の個数を記入し、 グラフには赤の目を除いたサイコロの個数を記す。

⑤赤の目の出たサイコロを崩壊したものとして取り除き、残りのサイコロを箱に戻

して①̃④を繰り返していく。

2 . 予 想

( どのような減り方をしていくと考えられますか。  赤白カー ドと比べてどんな違いがある

でし ょ う か 。  半減期は何回位になると思いますか)

3 結果

l l
l
1

l
l
1
l

l
1:
l 1

l
l
l
l

l
l
l

l
l
1

l
1

l l

l l
! l

l
l
l l

!

l

l
l .

l
l

l

l
l

1

l
l
l

l
l
l

l
l

l
l
l

l

i
l

1 1
l l

1
l

l
1

l l l l.
4 .  半減期を求めて考察をしよう

(放射性原子の半減期とは、 どのようなものなのでしょうか )

振り落とす回数

- 134 -



医 a に お け る 放 射 iM の 利 用 に つ い て

名古屋西クリニ ツ ク病院 診療放射線技師 加藤幸弘

【 は じ めに 】

本題に入る前に、放射線と放射性物質と放射能の違いについて、簡単ですが、復習した

いと思います。

1 放射線:熱や光が伝わる現象

a ) 生 物 ・ 物質な どが放射線を出す ( F  i g .  1 上 )

b ) 機 械 ・ 装 置 に よ り 放 射 線 を 発 生 さ せ る ( F  i g . 1 下 )

c - 1 ) 電 離 放 射 線 : ぶっかった相手を、電離することができる放射線。
たんに放射線と使われる場合は、 電離放射線のこと。

c - 2 ) 非 電離放射線 : 電離 させ る力のない放射線 ( 例 : 可視光 )
2 : 放射性物質 :放射線を出す物質。

3 : 放 射 能 : a ) 放 射 線 を出す能力が あ る こ と を あ ら わ す 。

b ) 放射線の単位で 、強 さをあ らわす 。

量が光を出す能カ =これが故射能に相当する

光を出す
能 力

F i g .  1 放射線 ・放射性物質 ・ 放射能 ( 出典 : 放射線利用振興協会 ・ 一部改変)
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【 放 射線診療 】

診 断 と 治 療 で 、  大 き < 分 ければ二つですが 、 放射性物質を扱 う 核医学 、  比較的新しい分

野としてInterventional R a d i o l o g y ( I  V R ) の四つに分けて紹介し ます 。

1 診断 : X 線 管か ら発生 し た X 線 を フ ィ ル ム な ど で受像 し 、 異常の有無を調べ る 。

2 : 治 療 : が ん ・ 血 管腫 な ど に放射線 を照射 し 、 病 変 し た 細胞 を死滅 さ せ る 。

3 : 核 医 学 : 放 射 性 物質 を 用 い 、 診 断 や治療 を お こ な う 。

4:Interventional R a d i o l o g y ( I  V R )  : 手術の一種で、血管造影検査の技術から発達し

た身体に負担の少ない治療法 。

【 1 診 断 】

撮影する場所や目的などによって、一般撮影、断層撮影、造影撮影などに分けられます。

1 一般撮影 : 特殊な装置 ・ 薬剤な ど を用いない撮影で 、頭 、 胸部 、 腹部 、頚椎 、胸椎 、

腰 椎 、 腕 、 手 、 足 な ど を 撮 影 し ま す 。

F i g .  2 撮 影 シ ス テ ム ( 出 典 : 東 芝 メ デ ィ 力 ル )

胸部 腰椎 手 ( レ ン ト ゲ ン 夫 人 )

F i g .  3
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2 . 断 層 撮 影 : 骨 、 臓 器 な ど 、 病 変 部 と 重 な っ た 部 分 を 取 り 除 い て 、  よ り 詳 し < 見 る こ と

がで き る よ う に特殊な装置を用いて撮影 し ます 。

直線断層 C T

F i g . 4

パン ト モ

3 : 造 影 撮 影 : 病 変 や組織 ・ 臓 器 が よ < 写 る よ う に す る 薬 を 用 い て撮影 し ま す 。

バ リ ウ ムの よ う に口か ら飲む もの 、注射する もの 、 カ テーテル とい う細い

管を血管に入れて行 う も のな どがあ り ます 。

a ) 陽 性 造 影 剤 : X 線 の 透 過 性 を さ え ぎ る ( パ リ ウ ム ・ ヨー ド 剤 な ど )

b ) 陰 性 造 影 剤 : X 線 の 透 過 を さ え ぎ ら な い ( 炭 酸 ガ ス ・ 空 気 な ど )

また、造影剤に求められる条件として

1 : 造影効果が高いこと

2 : 大 量 に 投 与 で き る こ と

3 : 化 学的に安定な化合物であ る こ と

4 : 五 感 を 剌 激 し な い こ と

5 : 身 体 に 取 り 込 ま な い 、 取 り 込 ん で も 無 害 な こ と

6 : 排 出 が 適 当 な こ と ( 早 す ぎ て も 遅 す ぎ て も ダ メ )

7 : 安 価 な こ と

などがあげられます。

上部消化管造影 '胃・孟造影 造影C  T

F i g .  5

- 1 3 7 -

腹部血管造影



直線加速器  重 粒 子 ( H  I M A C )  線量特性

F i g .  6 ( 重 粒 子 ( H  I M A C )  ・ 線 量 特性 : 出 典 : 放 射線医学総合研究所 )
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【 2 : 治 療 】

放射線治療は 、 単 独 で 、 あ る いは外科手術 ・ 化学療法 ・ 温熱療法な ど と 組み合わせて行

われており 、

1 治癒目的で行 う場合

2 : 症状の改善や除痛が目的の場合

3 : 予 防 的 な 場 合

な ど が あ り ま す 。  .

メ カ = ズ ム と し ては 、放射線に よ っ て細胞を死滅 させ るのですが 、
1 病変部の細胞のほうが正常細胞に < ら べ ダ メ ージが大きい

2 : 正常細胞のほうが回復が早い

などを利用してお り 、多方向から照射して正常組織はよ り少な < な る よ う に 、病変部には

よ り多 <の放射線を投与するよ うに行われています。

また、病気によっては、放射線源としてカロ速器を使 うか放射性物質を使 うのか 、放射線

を身体の外から照射するのか 、内部から照射するのか 、 1回で可能か 、数回 、数十回なの

かなどの違いがあ り ます 。

放射線治療は組織 ・ 臓 器 の機能 ・ 形 態 を 維持で き る 場合 も 多 く 、 Q  o L の 面か ら も 評価
さ れ て い ま す 。

1 : 加 速 器 ( 電 気 的 に 放 射 線 を 発 生 さ せ る : 外 部 照 射 )

a ) 直 線 加 速 器 ( ラ イ ナ ッ ク ) X 線 、電子線を病変部に照射する 。

b ) サ イ バーナ イ フ : 細 く 絞 つ た X 線 東 を 用 い 、 多 方 向 か ら 照 射す る 。

c ) 重 粒 子 ( H  I M A  c ) 大掛かりな施設を要するが 、正常細胞のダメ ージをよ
り 少 な < す る 治療が可能 。



2 : 放 射 性 物 質

a ) 外 部 照 射 ( 身 体 の 外 か ら 放 射 線 を 照 射 す る 治 療 法 )

a - 1 ) ガ ン マナ イ フ : 頭 に 固 定 具 を 取 り 着 け 、 多 方 向 か ら 病 変 部 に 向 け て 照 射 す る 。

F i g .  7 ( 出 典 : 日 本 ガ ン マナ イ フ サ ポー ト 協 会 )

術前  術 後 5 年  術 後 1 0 年

F i g . 8 ; 聴神経腫場 (出典 : 脳神経外科疾患情報ページ )

b ) 内 部 照射 ( 放 射線源 を患部に挿入 し て放射線治療 を行 う 方法 )

b - 1 ) 腔 内 照 射 法 ( 腔 内 : 食 道 ・ 胆 管 な ど に あ ら か じ め チ ューブを装着 し 、放射
線源 を挿入 )

b - 2 ) 組 織 内 照 射 法 ( 放 射 線 源 を 永 久 に 埋 め 込 む : F  i g .  9 参 照 ) )
b - 3 ) ヨ ー ド内服療法 ( 甲状腺機能亢進症や甲状腺癌に用いられている )

線源  埋め込んだ線源

F i g . 9 : 前 立腺がんの小線源治療 ( 出典 : 京都府立医科大学泌尿器科 )
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【 3 : 核 医 学 】

診断と治療に分けられ、診断では I n  Vivo検査とIn V i t r o検査に分けられる。

1 : 診 断

a ) I n  V i v o 検査 :放射性物質を体内に投与して組織 ・臓器に集積する経過や分布を動

画や静止画にする

a - 1 ) R  I 検 査 : 肝 シ ン チ ・ 骨 シ ン チ ・ G  a シ ン チ な ど
a - 2 ) P  E T (Po s i t r o nEm i s s i o nTomog r aphy )  : 陽 電子 ( P o s i t r o n ) を 利用 した検査で 、

微小ながんの発見が期待され、  急速に

普及し っつある 。

， '
-

'-I・一・'t
一一・一1-

F i g .  1 0 : P  E T ( 上 : 正 常 例 、 下 : 肺 が ん  出 典 : 喜 利 元 貞 )

b ) I n  V i t r o 検 査 : 検 体 ( 血 液 ・ 尿 な ど ) と 試 薬 を試験管で反応 させ る検査 。

b - 1 ) 腫 場 マ 一 力 一 : C  E A ( 各 種 悪 性 腫 場 ) 、 C A 1 9 - 9 ( す い 臓 が ん )

2 : 治 療  =o・ 【 2 : 治 療 】 の 2 ) 放 射 性 物 質 の 項 を 参 照 し て < だ さ い 。
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【4 : In te rven t i ona I  R a d i o l o g y ( I  V R ) 】

画像診断装置や検査器具・治療機材の開発・発達とともに飛躍的に普及してきた分野で、

肘や脚の付け根の血管からカテーテル とい う細い管を入れ 、  狭 < な った血管を広げた り 、

動脈瘤に コ イルを っめた り 、 あ る いはがんな どの治療 ( 血管 を止めた り 、 抗がん剤を投与
したりする )を行う手技で、適切な日本語訳がないため I n t e r v e n t i o n a l  Rad i o l o gyと呼ばれ、

1 : 血 管 I  v R : 血 管 拡 張 ・ ス テ ン ト 留 置 ・ 血 栓 溶 解 ・ リ ザーバ一留置など
2 : 非 血 管 I  v R : 血 管 以 外 でお こ な わ れ 、 食 道や胆管の拡張 ・ 胃 ろ う ・ 椎 体 形成 な ど
が行われています。

ステン ト を進める  ステン トを拡げる  ステン ト を留置する

F i g .  1 1  : 狭 窄 し た血管を拡げ 、 ス テ ン ト を 留 置す る ( 出 典 : 金 沢 循環器病院 )

コイル カテーテルを進める コ イルで塞ぐ 塞がれた動脈瘤

F i g . 1 2 : 金 属 コ イ ル で 動脈瘤 を 詰 め る ( 出 典 : 脳 卒 中 と 間 う ! )

漬れている骨  骨まで針を刺す セ メ ン ト  注入 されたセ メ ン ト

F i g .  1 3 : 骨 に セ メ ン ト を 詰 め る ( 出 典 : 久 留 米 大 学 病 院 )
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【 その他の利用 】

1 : 血 液 照 射 ・ 移植片対宿主病 (血液提供者の リンパ球が 、輸血された人のなかで増

殖 し 、 組 織 ・ 細 胞 を 攻 撃 し 破 壊 す る ) の 予 防 に 用 い ら れ る 。

◆

F i g .  1 4 ( 出 典 : 北 海 道 赤 十 字 血 液 セ ン ター : 一 部 改 変 )

2 : 医 療 器 材 の 滅 菌 ・ 消 毒

医療施設で用いられる器具  ・ 機材は

1 : 煮 沸 ・ 高 圧蒸気滅菌

2 : エチレンオキサイ ドガス

3 : 放 射 線

な どで滅菌 ・ 消毒 されてい ますが 、熱に弱い手術用糸 、プ ラ ス テ ィ ッ ク 製品 、 あ る い

は消毒薬の残留が問題となるような器具・機材には放射線が用いられています。

F i g .  1 5

【 お わ り に 】

医療において放射線がどの よ う に利用 されてい るか 、 診断 、治療 、核医学 、  I v R 、 そ
の他の利用に分けて紹介しましたが、  なかには国内で数ヶ所でしか行われていないもの、

あるいは病気のタイプ・程度などによって、希望する診療が最適な診療とは異なる場合も

あ り ま す 。
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ま た 、  今回 、  超音波や磁気を使つた装置と放射線機器との比較や使い分け、  あるいは人

体への影響などについて触れることができませんでしたが、  これ を機に 、  放射線について

興味を持つて頂ければ一 と 思 い ま す 。
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環 境 ・ 食 料 問 題 と “ 食 品 照 射 ”

中国学園大学 多田幹郎

【要約】

食品照射”とは,放射線による生物学的作用(致死作用, 代謝撹乱作用)を利用して,,

食品の衛生化(病原菌,寄生虫の殺滅)や保蔵性の延長(根菜類の発芽・発根の抑制,果

実の熟度制御, 食害昆虫の防除)あるいは化学的作用(分解, 重合)および物理学的作用

(高分子化合物の高次構造変化)による改質効果を期待して, 食品・食材に放射線を照射

する技術であり, 放射線照射を施された食品を “照射食品” とい う 。

食品照射に関する研究は. この技術の適用範囲と有用性のみならず, 照射食品の健全性
(毒物学的および微生物学的安全性と栄養学的適性) に関する評価も, 国際研究プロジェ

クトとして進められ,  1 9 8 0 年 に F A 〇 / l A  E A /WH〇 (国連食種農業機構/国際

原子力機関/世界保健機構)の食品照射の健全性に関する合同専門家委員会( J E C  F l )

が, 「それが毒性を示すことがな<, 特別の栄養学的な問題や微生物学的な間題もない」と

いう結論を発表すると共に, 世界各国に食品照射の実用化を勧告した。 現在, 何らかの食
品への放射線照射を法的に許可している国は53力国, 約230品目の食品の放射線処理
が法的許可を受け, 約30力国で実用化され, 照射食品の国際市場流通が始まっている。

日本における食品照射に関する研究は, 1 9 5 5 年頃から始ま り , その歴史は 5 0 年に

及んでいる。そして, 1 9 7 2年には,発芽防止を日的とした馬鈴書へのガンマ一線照射

が法的許可され, 1 9 7 4年には,世界に先駆けて実用照射と市場流通が始まり,現在も

北海道士幌の照射プラントでは年間約1万トンの馬鈴;書が照射されている。しかしながら,

1974年以来30年間,新たな照射食品の実用化はもとより法的許可申請もなかったが,
2 0 0 0年 1 2月 ,全日本スパイス協会が , 当時の厚生省(現,厚生労働省)に,要請書ｫ

主題:香辛料の微生物汚染の低減化を目的とする放射線照射の許可の要請»を提出した。

平成 1 7 年 1 0 月 1 1 日 , 内閣府原子力委員会が「原子力政策大綱」を公表し, 1 0 月

14日には閣議決定された。本大綱は, 原子力エネルギ一利用はもとより, 放射線利用に

ついても,学術, 工業,農業, 医療活動等の幅広い分野について,種々の観点からの評価

ならびに提言が記載されている。“食品照射”についても, 次のように記述されている。「食
品照射のように放射線利用技術が活用できる分野において, 社会への技術情報の提供や理

解活動の不足等のために, なお活用が十分に進められていないことが課題として指摘され
ている」,「食品照射については,生産者,消費者等が科学的な根拠に基づき,具体的な取

組の便益とリスクについて相互理解を深めていくことが必要である。 また, 多くの国で食

品照射の実績のある食品については, 関係者が科学的データ等により科学的合理性を評価

し,それに基づ<措置が講じられることが重要である」。これらの記述は,わが国の食品照

射に関する現状を的確に表すと共に, その打開の方策を提示していると理解される。 そし

て, その評価と提言への措置と対応策の検討-を目的として, 内閣府原子力委員会は« 食品

照射専門部会» を12月6日に設置した。
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1 はじめに

人類の誕生から今日に至るいずれの時代においても, それぞれの時代の人々が安心し,

豊かな生活を送るための第一条件は« 安全で十分な食料の確保» であったであろう。 そし

て, 今日においても, 生活環境の保全と共に, 食料の確保および食中毒あるいは病原菌感

染の防御という課題は, 健康維持・保健衛生という人類の基本に関わる問題として存在し

続けている。

これまでは, 品種改良, 栽培技術の改善などによって農業の生産性が飛躍的に向上して

きたが, 大陸内部での砂漠化の進行, 塩分集積などの土壤劣化, 地下水の枯渇などによる

優良農耕地の減少により, 今後の地球規模での食料生産が飛理的に増大することは望めな

い状況にある。その一方で,収穫された農産物のかなりの部分(10̃ 3 0 % ) が , 収 穫

後の貯蔵, 流通などの過程で, 虫による食害, 力 ビや細菌などによる腐敗によって損耗し

ていると云われている。 それに加えて, その対策として使用されてきた化学薬剤(工チレ

ノキサイド, メチルブ口◆イ ドなど ) は , 環境への負荷の観点から , その使用が厳し<規
制されはじめた。 従つて. 食種の確保については, 収種後の« 食料の損耗防止» の新たな
技術開発が重要な課題になってきた。

また,近年, 食品衛生に関する技術が進歩し, HACCP (危害分析重要管理点方式)

あるいはG M P (製造適性基準) などの食品製造の衡生管理に関する総合体制の整備と規

制化が加速され, 衛生状態は著しく改善されてきているが, 相変わらず食中毒の問題は解

決されていないのが現状である。 また, 飽食の時代と言われ, 食料の確保の必要性につい
ての実感に乏しい日本においても,人々の「健康志向」の高まりを受けて,「食と健康」,

「食の安全」 に関する知識が向上し, 世情をにぎわしている牛肉のB S E問題や頻発して

いる食中毒事件を契機として« 食の衛生» が強<望まれるようになってきた。

本講義で取り上げる“食品照射”は,それが上述した社会的課題に応える一方策として,

国際機関によってその有用性が認識され, その適用が各国に向けて勧奨されている技術で

あり,また,放射線照射を施された食品 ''照射食品” は, 国際プロジェクトによる長い年

月をかけての研究によって, その健全性 (毒性学的および微生物学的安全性と栄養学的適

性)が保証されている。 さらに, 今日, 各種食品への放射線照射のための装置や条件設定
などの技術的な問題の大部分は解決済みであり, l A E Aなどの資料によると, 現在, 何

らかの食品への放射線照射を法的に許可している国は53力国, 対象食品は230品目に

達し, 34力国で実用化され,照射食品の国際市場流通が始まっている。ところが, 日本

の食品衡生法は, 食品への放射線照射は原則的に禁止されており (馬鈴薯の発芽防止を目

的とする放射線照射は例外として許可されている), そのため, 放射線処理を行うことは勿

論, 放射線照射された食品の輸入も許されないのが現状である。

しかし,« 食品照射は世界の流れ» となり,  多くの食材・食品が国際市場を流通し始めて

いる現状下で, 食料自給率が40%の日本において, 食品照射の法的規制を何時までも続

けることは,「グ口一パルスタンダー ドへのハーモニゼーション」の観点からも好ましいも

のではな<, その規制緩和が国内はもとより国外からも強く要望されている。

2 食品照射とは

19世期末に続いた放射線・放射性同位元素の発見の直後から,放射線の人体に及ぼす
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影響に関する多<の事例が報告され, それを契機と して, 放射線に係わる物理学, 化学,

生物学の研究が展開された。 そして, それらの研究成果として, 放射線の安全管理システ

ムの確立と共に, 放射線の利用に関する知識と技術の進展がもたらされた。 “食品照射” は

その成果として生み出された技術の一つである。即ち,放射線の生物学的作用(致死作用,

代謝変動等)による殺虫・殺菌,発芽・発根防止や熟度制御などの食品の衛生化や保蔵性

の延長, あるいは化学的作用および物理学的作用による食材の加工適正や物性の改善また

は改質を期待して食品に放射線を照射する技術である [表 1 ,  表2 ] 。

表1  食品への放射線照射により期待される効果

1 '2 .

3 .

4 .

殺菌 食中毒菌の殺滅:衛生化

微生物汚染の低減化:貯蔵期間の延長

殺虫 貯穀害虫による被害の軽減,植物防疫手段(標蒸剤の代替)

代謝撹乱

1)熟度調節:果実の熟度抑制あるいは促進

2 ) 発芽 ・発根の阻止:根菜類の保蔵性向上

3 ) 生育阻止 : マッシュルームの開拿防止
4 ) 昆虫の不妊化

食材の加工適正および物性の改善

1)乾燥野菜の復水性の改善,;参出性(放香性)の向上
2 )高分子化合物の機能特性(物性)の改良

表 2  食品照射の利用区分

区 分 線量 ( k  G y ) 対 象 食 品 例

◇低線量照射 (̃ 1 k G y )
a )発芽抑制  0 . 0 2̃ 0 . 1 5
b)殺虫および寄生虫防除 0 . 1 0̃ 0 . 5 0
c ) 熟度調節  0 . 5 0̃ 1 . o
◇中線量照射(1 ̃ 1 0  k G y )
a)貯蔵期間の延長 1 . 0̃ 3 . 0
[腐敗菌の一部を殺菌 : Radur i zat i on]

b )食中毒防止 3 . 0̃ 7 . 0
[病原性微生物の殺減 : Rad i c i dat i on]

c)微生物汚染の低減(殺菌) 5 . 0̃ 1 o . 0
d )加工適正の改良 2 . 0̃ 1 0 . 0

馬鈴薯, 玉ねぎ, にんに <
穀類,豚肉, 魚. 果実,豆類
生鮮果実,熱帯産果実類

生鮮魚介類,

冷凍魚介類,

畜肉.
器肉,

生鮮果実

冷凍卵

香辛料,乾燥野菜, 魚粉 , 飼料

寒天生産,乾燥野菜の復水性の

改善,食材の機能特性の改善

◇高線量照射 ( 1  0 k G y ̃ )
a ) 完全殺菌 (減菌 )  1 0 ̃ 3 0  ハム,べーコン,無菌動物飼料
[商業的無菌状態:Radapertization] 重篤患者病院食,宇宙食
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3 食品照射の特徴

今日食品照射が注目される理由に,それが低熱量処理であるため熱による変化が少なく,

生鮮食品にも利用が可能である点, 放射線を選ぶことによって, 表面処理を行つたり, 包

装後の深部処理が可能である点などが挙げられる。 また, 食品の安全性と衛生の確立が強

く望まれている状況下で, これまで使われていたガス練蒸法などの化学薬剤による処理は,

その殆どが環境への配慮と残留性の問題で使用が厳し<制限され, 他に適切な非加熱殺菌

法が見当たらないため, 非加熱殺菌法としての有用性・有効性が認められている食品照射

に大きな期待が寄せられている [ 表 3 ] 。

表 3  放射線処理の利点

1.放射線処理は温度上昇を伴わず,生鮮食品にも適用が可能。

( 1 0  k G yの線量で ,理論上2 . 4°cの温度上昇)
2 .  放射線を選ぶことによって, 表面のみ処理したり (電子線),
包装後処理(ガンマ一線, X線 )も可能。
3 .  放射線処理が多様な効果を示す。
4 .  処理工程を連続的に流れ作業で行うことが可能。
5 .  安全かっ簡便な照射装置の開発の進展がある。
6 . 化学薬品のような残留毒性や環境への負荷の間題がない。

一方, 放射線処理が人類にとって始めての手段であり, 目的とする効果以外の副反応に

ついての詳細が明らかではないため, その安全性についての確証が無いことが間題点とし

て挙げられていた。しかし, これらの問題点については. 後述するように, 国際プロジェ
ク ト研究によって解決されている。 また, 放射線照射のための装置や条件設定, 安全管理

などの技術的な問題は殆ど解決され, 世界の人ロが増大しっつある状況下で, 食料の確保
(損耗防止) とその衛生化に対応する技術の一つとして, 今や国際的に認知されている。

4 食品照射の開発と発展

1 9 3 0 年代後半に, 今日の食品照射に関連する放射線生物学的効果の発見とその応用

の可能性が提案された。そして, 1943年に食品照射の実用化研究がァメリカで開始さ

れ, 1 9 5 3年には陸軍の“食品照射5ケ年計画”が企画され,約40の研究機関を動員

した総合的な研究が進められた。また, 同時期, カナダとソ連 (現ロシア )でも国家プロ

ジェクトによって実用化に向けての研究が進められた。出遅れていた欧州では, 1 9 6 0

年に, 欧州経済開発機構と欧州原子力機構の合同による食品照射研究グループを発足させ

た。 このような, 多 <の国における食品照射の開発の研究によって, 表1 ,  表2に示した

効果と適用範囲が明らかにされると共に, その実用化の可能性が提唱され, ソ連では馬鈴

薯の発芽防止 ( 1 9 5 8年 ) と貯穀害虫の殺虫 ( 1 9 5 9年 )を目的とする放射線照射が

法的許可され,続いて,カナダでは馬鈴薯の発芽防止(19 6 0年 )が許可された。アメ

リカにおいては,貯穀害虫の殺虫とべーコンの完全殺菌が1963年に,馬鈴薯の発芽防

止が1964年に法的許可された。しかし,次に述ぺる照射食品の健全性評価が行われる

まで, いずれもその時点での実用化には至らなかった。

147



5 照射食品の健全性評価

食品照射に関する研究は, この技術の適用範囲と有用性のみならず, 照射食品の健全性

に関する評価をも対象とすることの必要性が提起された。これを受けて, 1 9 6 1 年 に,

F A o/ l A  E A / W H  o (国連食糧農業機構/国際原子力機関/世界保健機構)の食品
照射の健全性に関する合同専門家委員会(J E C  F l ) が設置された 。そして , 第 1回の

J E C  F l  ( 1969年)において,当時世界各国で行われていた種々の動物実験に統一

性を持たせると同時に実験に関する情報交換の場として, 照射食品に関する国際プロジェ

ク ト ( l F I P ) を 開 始 し た ( 1 9 7 0 年 ̃ 1 9 8 1 年 , 日本を含む27カ国が参加)。こ

の間, 1 9 6 4 年 に, F A 〇 / l A  E A / W H  〇の法規制の技術的基礎に関する合同専門

委員会が「照射による生成物は“食品添加物”と見なす」と見解を発表した。この見解は,

放射線照射によって食品中に放射線分解生成物が生じ, それらの中には健康を損なう物質

が存在する可能性を考慮したものであった。しかしながら , I F I Pによる膨大な研究に

おいて, 照射食品が発ガン性物質や毒性物質を含むという事実は観察されず, また, 放射

線分解生成物の量は. 6 0  k G y (キログレイ)までの照射では1m  g / k  g以下であり,
生成する化合物の大部分は加熱などの物理的方法で処理された食品中にも存在すると結論

された。この結果に基づき, 1 9 7 6 年 に J  E C F lは ,前述の“食品添加物”と見なす

という見解を修正し,「照射食品は加熱・冷凍などと同様の “食品処理に関する物理的方法”

である」と発表した。さらに, 1 9 8 0 年には , 「 平均線量が 1 0  kGy以下の放射線を照

射した如何なる食品についても,それが毒性を示すことがな<,従つて, 1 0  k G y以下

の放射線を照射した食品についての毒性試験はこれ以上行う必要はない。さらに, 1 0  k

G y以下の平均線量を照射した食品は,特別の栄賽学的な問題や微生物学的な問題もない」

という結論を世界に向けて発表し, 1 9 8 3年には, 国際食品規格委員会が,「照射食品に
関する国際一般規格」 と 「食品照射実施に関する国際規範」 を採択して,,

WH  〇およびF A 〇の加盟各国に食品照射の実用化を勧告した。

この勧告を受けて, 各国で実用化の動きが始まったが, 一般消費者からの十分な理解が

得られず,また,消費者団体からの抵抗を嫌つた産業界がこの技術の採用を購躇したため,

期待された程の進展は見られなかった。ところが, 1 9 9 0年代前半,世界の人口增加に

伴う食料の確保, 化学物質による環境汚染の回避, 食品の安全性と衛生の確立が人類共通

の課題となり, 化学物質によらない殺虫法あるいは非加熱殺菌法としての食品照射がクロ

ーズアップされ, 国際機関による活発な活動が再開された。 例えば, 国際食品照射諮問グ

ループは, アジア・中南米に対する食品照射技術移転のための国際研究プロジェクト並び

に原子力科学技術に関する研究・開発及び訓練のための地域協力協定(RC A )に基づく

アジア地域プロジェク トを実施するなど, 食品照射推進のための助言と啓発活動を展開し

た。さらに. 1 9 9 4年 ,WH〇は照射食品の再評価を行い,「照射食品の安全性と栄養適
性 」 を 出版 し た ( 1 9 9 4 年 ) [ 表 4 ] 。  このような国際機関の積極的な活動によって,

照射食品の国際流通を前提と した取り組みが始まり, 各国で食品照射の実用化が進んでい

る。 E u食品科学委員会は食品照射の対象品日と吸収線量に関する指針を出し(1998
年), ま た , R c Aに基づくプロジェクトの終了を受けて,アジア請国における食品照射の
統一規格に関するワークショップがソウルで開催された ( 1 9 9 8年 ) 。
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そして, 現在, 年間約50万トンの食材・食品が放射線照射され,  多量の照射食品が国

際市場を流通し. その量は今後も増え続 <と言われている。また, この間,国際植物防疫
条 約 ( l P  P c )に従つて制定された衛生植物検疫措置の適用に関する協定(S P S協定)
に, 植物検疫措置の一つに放射線照射が採用された。

表 4  食品照射の健全性に関する国際機関の取り組み

年 代 内 容

1 9 6 1

☆ 1 9 6 7

1 9 7 0

☆ 1 9 7 2

☆ 1 9 7 4

1 9 7 6

1 9 8 0

1 9 8 3

1 9 9 4

1 9 9 7

☆ 2 0  0 0

☆ 2 0  0 6

F A 〇/ l  A E A / W H  〇 (国際食種農業機構/国際原子力

機関/世界保健機構) の食品照射の健全性に関する合同専門

委員会 (  J E C F 1 ) の 設 立

原子力特定総合研究「食品照射開発基本計画」に基づ<国家

プロジェクト研究の開始[̃ 1 9 8 7 年 ]

食品照射の健全性評価のための国際食品照射プロジェク トの
発足 [ 日本を含む 2 7 力国が参加 ( ̃ 1 9 8 1 年 )

発芽防止を目的とした馬鈴薯へのガンマ一線照射の法的許可
発芽防止を目的と した馬鈴薯へのガンマ一線照射の実用照射
の開始 [北海道士幌農協]
J E C  Flが「食品照射は加熱処理と同様の物理的処理法」

であると発表

J E C  F l が平均線量が 1 0  k G y以下の照射食品は健全で

あると宣言
F A 〇 / W H  〇合同食品規格委員会(Codex委員会)が平均

線量が 1 0  k G y以下の照射食品の一般規格と食品照射実施

に関する国際規範を採択

J E C  Flが照射食品の健全性を再評価し,その成果を「照

射食品の安全性と栄養適正」 にまとめて出版し, それに基づ

いて, WH  〇が食品照射技術の採用訴える。
J E C  F l が平均線量が1 0  k G y以上の高線量照射食品に

ついても健全であると宣言 (世界各国で実用化が進む)

全日本スパイス協会が, 「香辛料の微生物汚染の低減化を目
的とする放射線照射の許可の要望書を厚生省に提出

内閣府原子力委員会食品照射専門部会が、 食品照射の規制緩

和に向けての報告書を公表し、パブリックコ メントを募集

☆わが国におけるェポックメイキングな事項

6 わが国における食品照射の歩み

わが国における食品照射に関する研究は, 1 9 5 5 年 頃か ら始 ま り , 多 <の公的研究機

関や大学の研究者によって精力的に進められた。そして, 1 9 6 5 年 には , 食品照射に関

わる研究者によって 「日本食品照射研究協議会」 が設立された。 このように, わが国にお

ける食品照射研究が活発になり始めた頃, 時の原子力委員会は, 食品照射を原子力平和利
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用の一分野であると位置付けると共に, この技術の有用性を認識し, わが国の食品照射に

関する基礎研究および実用化研究を発展させる方策を検討することを目的として,「食品照

射専門部会」を設置した。そして,そこでの検討結果に基づき, 1 9 6 7 年 か ら, 原子力

特定総合研究「食品照射研究開発基本計画」に基づく国家プロジェクトが始まり, 7品日

[馬鈴薯, 玉葱 (発芽抑制 ) , ウインナーソーセイジ,水産練製品,温州みかん(以上:殺

菌)ならびに米,小麦 (殺虫 ) ]を対象として ,その有用性のみならず健全性をも含めた研

究が20年間続けられ,  有用性の実証と健全性の確認が報告された [ 表 5 ] 。

表 5  「食品照射研究開発基本計画」 に基づく研究概要

対象食品 照射目的 放射線 効果

馬鈴薯

玉ねぎ

米

小麦

ウインナーソーセージ

水産練製品

温州みかん

発芽防止

発芽防止

殺虫

殺虫

殺菌

殺菌

r一線

r一線

r一線

r一線

r一線

r一線

表面殺菌 電子線

6 0̃ 1 5 0  G yで発芽防止効果
(室温, 8 力月の貯蔵)
2 0̃ 1 5 0  G yで発芽防止効果
(室温, 8カ月の貯蔵)
2 0  0 ̃ 5 0  0 G yで完全殺虫効果

(部分殺菌効果確認)

2 0  0̃ 5 0  0 G yで完全殺虫効果
(部分殺菌効果確認)

3̃ 5 k  G y で 1 0 °cでの貯蔵期間
が 2̃ 3倍延長
3̃ 5 k  G yで10°Cでの貯蔵期間
が 2̃ 3倍延長
0 . 5 M e  V の電子線 1 . 5 k G y で
低温貯蔵期間が3倍延長

なお, この時期のわが国における研究は世界の食品照射研究をリー ドし, この一連の研

究における健全性評価のシステムは, l F I P (食品照射の健全性に関する国際プロジェ

クト)による評価方法のモデルとされたほどに厳密なものであり, 多大の時間と経費を費

やして行われた [表6 , 表 7 ]

表 6  照射馬鈴薯の動物実験の内容

試験項目 供試動物 期間 (月 )

短期毒性試験

長期毒性試験

素殖および
催奇形性試験

サ ル
マウス
ラ ッ ト

マウス

♂2 ,  ♀ 3
8 0  ( ♂ 4 0 ,

6 0  ( ♂ 3 0 ,
4 1  ( ♂ 1 8 ,

♀ 4 0 ) x 5

♀ 3 0 ) x 5
♀ 2 3 ) x 3

6

2 1

2 4

4 代
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表 7  照射馬鈴薯の動物実験検査項目

一般症状:体重 (成長 ) ,  摂餌量および摂水量, 食餌効率, 死亡率,,

血液学的検査 (赤血球および白血球数, 網状赤血球数,,

総ヘモグロビン量, へマ トクリック値 ,白血球百分比)
血液生化学的検査:総タンパク量,A/C .血糖値, 総コレステロ

ール量, 尿素窒素, G 〇 TおよびG 〇 T活性

病理組織学的検査:臓器重量, 肉眼的ならびに顕微鏡的検査

繁殖・催奇形性試験:妊娠率, 同腹仔数,胎盤造残数,浸軟胎仔数,

平均出産仔数,哺育数,新生仔平均体重,,

胎仔外形および骨格検査

この国家プロジェク トの下で構築 ・ 実施された研究体制と研究支援によって, わが国に

おける食品照射研究は盛り上がり,そして,その成果として, 1 9 7 2 年には ,発芽防止

を目的とする馬鈴薯へのガンマ一線照射が法的に許可され, 1 9 7 4 年 1 月か らは世界に

先駆けて実用照射が始まり(士幌農協),現在も,年間約1万トンの照射馬鈴薯が市場に出

荷されている。

このように, 一時期世界の食品照射研究をリー ドし, 実用化の先鞭を付したにもかかわ

らず, 予定されていた玉葱の発芽防止についての許可が消費者団体の強い反対連動によっ

て頓挫したことを契機として,  我が国における食品照射研究は衰退の一途をたどり . 研究
者数も激減し, 新たな食品照射の実用化はもとより, 法的許可もな<, 世界各国から 「食

品照射の後進国」 あるいは 「照射食品の鎖国政策」 との評を受ける状況が続いていた。

7 .  香幸料への放射線照射の法的許可の申請

ところで,近年,わが国においても,病原性大腸菌〇一15 7 , 黄色ブドウ球菌, サル

モネラ菌による中毒事件の頻発によって人々の食品衛生に対する関心が一段と高まり. こ
れを背景として,H  A C C  P(危害分析重要管理点方式)あるいはGM P (製造適性基準)

などの食品製造の衛生管理に関する総合体制の整備と規制化が加速された。それに加えて,

P L法(製造者責任法)の施行によって,加工食品, 調理済食品などの製造業者は,その

原料となる食材や添加物の衛生に一段と注意を払い, それら原材料の製造あるいは納入業

者に対して, 従来にもまして, 厳しい微生物管理を要求するようになってきた。

衛生の確保, 即ち, 微生物の殺滅あるいは除菌方法としては加熱処理が最も一般的であ

り,  また効果的でもある。 一方, 加熱処理を適応し難い対象物に対しては非加熱殺菌法と

呼ばれる手法が採用される。 これは化学薬品処理と熱以外の物理的要因による処理に区分

される。 化学薬品処理は, 残留性および環境汚染の観点から厳しい規制を受け, 物理的方

法は, 効果が局部的であったり, 大型の装置を必要とすることから, 適用と実用の範囲が

限定される。 それ故, 実用的な非加熱殺菌法の開発が強<望まれているのが現状であり,

他に有効な非加熱殺菌法が見当たらない状況の下で, その有用性と健全性が国際機関で認

められている放射線殺菌法が注目された。
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2 0  0 0 年 1 2 月 4 日, 全日本スパイス協会は時の厚生省(現, 厚生労働省)に,« 香辛

料の微生物汚染の低減化を目的とする放射線照射の許可の要請» を, 以下に示す主文に全

5冊に及ぶ資料を付して提出した。

「香辛料の微生物等による汚染の低減化を目的とする放射線照射の適用のために, 食品

衛生法第7条 基準,規格に合わない食品又は,添加物の製造等の禁止 第1項に基づく

告示 食品,添加物等の規格基準第1 食品のB 食品一般の製造,加工および調理基準

の1  放射線照射の原則禁止とその例外許可に準拠して, D条項に“香辛料”の項を追加

されると共に,仮称“香幸料の加工基準(放射線照射)”を定められるよう要請します。 な

お,“香辛料の定義(仮称)”と“香辛料の加工基準(放射線照射)”についての試案を要請

内容の概要にまとめ,また,許可要請の背景・理由等の概要説明並びに放射線処理に係わ

る詳細説明と合わせて添付いたしますので, 宜し<ご検討下さいますようお願い申し上げ

ます(原文) 」

つまり, 日本の食品衡生法は食品に放射線を照射することを原則的に禁止しているが,

馬鈴書の発芽防止のための放射線照射は例外規定で許可されている。 この例外規定を香辛

料にも適用して欲しいとの要請であり, その要請書に記載された“香辛料の定義” と “香

辛料の加工基準(放射線照射)”の概要は次のように要約される。

( 1 ) 適用範囲

要請対象香辛料は,食品衡生法の既存添加物収載品目リストに,香辛料抽出物の基源と

して記載されている植物を中心とする94品目に限定し, これらのブレンド製品も照射対

象に加え,また,照射時の様態は,乾燥物として粉砕あるいは破砕などの形態は問わない

ものとした。

(2 )香辛料の加工基準[放射線処理の条件]

①使用する放射線の種類:原子力基本法の定める放射線のうち, 次のイオン化放射線を
使用する。

a ) エネルギーレベルが10M e V ( メ ガェレクトロボルト)以下の機械から発生し
た電子線

b )  ェネルギーレベルが5M e V以下の機械から発生したェックス線
c ) コパルト一60またはセシウム一137から放射されるガンマ一線

②吸収線量の制限:照射処理の目的(害虫駆除,病原菌の殺滅, 菌数低減あるいは完全
殺菌)の達成, 国際規格との調和ならびに適正製造基準への適合を考慮して,対象と す

る香辛料の種類と照射目的に応じて吸収線量の上限を次のように決定する。

a ) 害 虫 駆 除 : 1 k G y ,  b ) 殺 菌 : 1 0 k G y ,  c ) 完 全 殺 菌 : 3 0 k G y

( 3 ) 表 示

照射加工を行つた香辛料には, 食品衛生法施行規則第5条の規定に従つて, 放射線を照

射した旨をを表示する。

( 4 ) そ の他

香辛料への放射線照射は,可及的衛生的に取り扱つた原材料あるいは製品を対象と して,
それらの微生物等による汚染の低減化を目的とすることを絶対的な条件とし , 一度照射し
た香辛料には再照射しない。また,照射した香辛料毎に処理の条件を記録・保管し,消費

者等からの公開要求に応えられるようにする。
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また, 要請書に記載された背景・理由は次のように要約できる。

現在,わが国の食品衛生法では, 食肉製品及び魚肉練製品の製造基準として,原材料と

して使用する香辛料や乾燥野菜の1グラム当たりの芽胞形成菌の数を10 0 0個以下にす

ることを義務づけている。 ところが,  香辛料は1グラム当たり数十万から数千万個の微生

物で汚染されており,それらの多くは耐熱性の胞子を形成する。それ故,納入業者は香幸

料を殺滅菌処理しなければならない。 ところで,  香辛料の殺菌を加熱法で行うとすれば,

高温で長時間の処理が必要となりそれらの品質は著し<損なわれる。従つて, 非加熱殺菌

法としての放射線殺菌法に大きな期待が寄せられている。 つまり, 香辛料の殺菌に放射線

殺菌法を採用すれば, その品質を大き<損なうことな<その目的を果たすことが可能とな

る。現に,世界の多くの国(47力国)において,香辛料の放射線殺菌が法的に許可され,

30力国で年間10万トン以上の香辛料が放射線処理されて. 国際市場を流通している。
しかし, 日本の食品衛生法は, 食品への放射線照射は原則的に禁止しており, そのため,

放射線殺菌を行うことは勿論, 放射線照射した香辛料を輸入することも許されない。 従つ

て,わが国に輸入されて<る香辛料は放射線照射はされておらず,それ故, 1グラム当た

り数十万から数千万個の微生物で汚染されている。 そこで, 製造業者の厳しい要求に応え

るために, 納入業者は, その品質は構牲にして, 過加熱水蒸気による加熱殺菌処理法を採

用して衛生的基準を満足させているのが現状である。 このような現状は, 関連業界のみな

らず, 消費者にとっても好ましいことではな<, 法規制の継続は香辛料の質的のみならず

量的確保も困難にしかねず, 放射線殺菌法の法的許可に対する要望は, 国内はもとより,

食品流通の国際化が進むなかで, わが国の法規制緩和を求める請外国からの要望も高まり

つつある。

まさに, 約 3 0年振 りに, 食品照射の法的許可申請が始まったわけであるが, 香辛料以

外にも, 例えば,乾燥野菜,海書, 茶葉, 天然食品添加物あるいはタンパク性食材など,
加熱殺菌法が適用し難い加工食品原材料は多種に及び, これらの衡生化手法として, 放射

線殺菌法に期待が寄せられており. この法的許可申請の可否に強い関心を示した。
全日本スパイス協会による法的許可の要請書提出から以来5年半が過ぎたが, 未だ許可

を受けるに至つていない。 この理由の一つに, 研究者の数が少な<, 宣伝と理解・容認を

求める啓発活動が十分に行わなれなかったことが挙げられる。 また, 社会からの食品照射
に関する理解・容認が得られていないという判断と, このために予想される消費者の反応

を危惧しての購路から, 食品加工業界からの=ーズの声が規制緩和の推進を促す程には大
き<なかったことも理由として考えられる。

しかし, 厚生労働省と食品安全委員会および原子力委員会は, この要請をまったく無視

していた訳ではなく, 食品照射が, 国民の健康に寄与する技術であり, その技術の採用が

世界の流れとなりっつある状況下で, 消費者からの理解と容認を得るためのリスクコ ミ ュ
ニケーションに要するデータの収集など, 慎重に対応していると聞き及んでいた。 また,

食品照射が, 国民の健康に寄与する技術であり, その技術の採用が世界の流れとなりっつ
ある状況下で, わが国が食品照射の法的規制を続けることは好ましいものではないとの認

識に基づく議論と,それに加えて,諸外国では, 食品照射の実用化に向けて,その評価を

国の責任で行つているにもかかわらず, わが国では適切な対応を行わなかったことへの反

省もあったであろうと思われる。
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前述のように, 1 9 6 5 年 ,  時の科学技術庁原子力委員会は“食品照射専門部会" を設

置した。そして, 4 0 年 後 の 2 0  0 5 年 1 2 月. 内閣府原子力委員会は,同じ名称の« 食
品照射専門部会» を設置した。l日専門部会の活動は,わが国の食品照射研究の推進・隆盛

をもたらした。ところで ,新専門部会は,世界の動きから遅れている食品照射の許可・実

用化の現状打開に向けての活動を活性化することができるであろうか?

専門部会設置の主目的は, 生産者, 消費者等が具体的な取組の便益とリスクについて相

互理解を深めるため, また, 関係者 (行政機関) が適切な措置を講ずるための検討に役立

てるために, 食品照射に関する現状を把握すると共に, 科学的な根拠に基づいて, 食品照

射の有用性と適用範囲ならびに照射食品の健全性についての認識を深めることであり, リ

スクアセスメント ( リスク評価:食品安全委員会の役割)やリスクマネ ジ メ ン ト ( リ ス ク

管理:厚生労働省, 農林水産省の役割)を行うことではない。従つて,専門部会は, 研究

者,消費者,流通業界,産業界,マスコ ミ関係者を含む10名で構成され,その審議は公

開されている。 これまでに専門部会は9回開催され, その間, 科学的データの収集や専門
家, 消費者, 生産者, 関連省庁からのヒヤリングを行つて, 食品照射に関する日本と世界

の現状認識に努めると共に,「食品照射についてご意見を聴<会 」を 3回 ( 東京 ,大阪 )開

催して. 消費者, 生産者等との相互理解を求める際に有益な意見の収集を行つてきた。 現
在, これらの結果を報告書(案)にまとめる作業が終わり,パブリックコ メントの募集を

行つている(8月25日まで)。その結果をも踏まえて,報告書にまとめる作業が進められ

る予定である。そして,報告書は原子力委員会に提出されることになる。なお,報告書の

取り扱いについては,専門部会の設立趣旨から,食品安全委員会,厚生労働省,農林水産

省等に届けられ, 社会への技術情報の提供や理解活動ならびに関係省庁による措置が請じ

られる際に利用されるものと考えられ, また, そうなることを期待している。

8 .  今後の課題

今日,各種の食品への放射線照射のための装置や条件設定などの技術的な問題の大部分

は解決済みであり,また, 食品照射の健全性についても国際機関が保証している。しかし,

健全性に関するわが国独自の研究は必ずしも十分とは言えず, また, 照射の有無の検知の

方法ついても今後の発展に待たねばならない状況である。 さらに, 大きな問題点は, 社会

からの理解・容認が得られるか否かである。 つまり, 世界で唯一の原爆被曝国であること

に起因する, いわゆる “核アレルギー” と呼ばれる感情に由来した非科学的理由による拒

否反応に対する対策も, 法的許可の可否に影響を与えるものと思われる。 それ故, 教育を

通じて, 放射能・放射線に関する正しい知識を社会に伝播することが重要である。
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[原 理]

霧箱の原理を一言で説明 し

ますと 「過飽和状態の気体中に

放射線が入射すると、その通過

(飛行) 経路に沿つてできたイ

オンを核として水蒸気が集ま

名城大学薬学部 高橋郁子

霧箱は、身近な材料で簡単に製作することができる極めてシンプルな放射線の検出

装置です。この装置で気体中を通過(飛行)した放射線の経路(飛跡)を直接に見る

ことができ、  身のまわりに存在する放射線の存在を実感することができます。

[霧箱の歴史]

霧箱は、イギリスの物理学者ウィルソン( 1 8 6 9-1 9 5 9 )が、そもそも人工的に霧を作

ることを目的として作製したもので、1911年に放射線の検出器として実用化しました。

霧箱は、 後に陽電子や素粒子の発見に貢献したため、 ウィルソンは、  1927年にノーベ

ル賞を受賞しました。表1 - 1に示したように1 9世紀末から2 0世紀初頭は、放射

線に係わる多くの重要な発見
、  ゛、? 、 . 表 1 - 1 霧箱関連の1雄史事項

が相次いだ輝かしい時代です。 -
1895年 X線の発見 ( レントゲン )

1896年 放射能の発見(べクレル)

1897年 ウィルソン(CharlesWilson,1869 - 1959)
が霧箱を発明。 1910年代に実用化

1898年 ラジウムの発見 (キュ リー )

1903年 人工飛行機(ライト兄弟)

- 155 -

実験1  「放射線を見よう」
一霧箱の作製と飛跡の観察一

り、  霧ができる。 この霧を観察することで放射線の飛跡を検出できる。」 と い う こ と に

なります。

[霧箱の種類]

断熱膨張型

ウィルソンが最初に作つたものはこの形式です。

容器内の気圧を下げることで気体を急速に膨張させる (断熱膨張) ことにより装置

内の気体を冷却して過飽和状態にして使用するもの。 この型の欠点は、 容器内の気体

が膨張した一瞬しか放射線の飛跡が見えないことです。

拡散型

安定して放射線の飛跡を見ることができるように、 液体窒素やドライアイスを使つ

て装置内の気体を冷却して過飽和状態にして使用するもの。

今回使用するのはこちらです。

[拡散型霧箱の動作原理]

少し丁寧に、 実際に使用する拡散型の霧箱の動作原理を説明します。

図1-1に示すように、透明なプラスチックの密閉容器内の上方にェチルアルコール

(エタノール)  を十分に浸み込ませたスポンジが取り付けられています。 スポンジ



のまわりは室温 (約20°C) に近い温度で、 アルコールが盛んに蒸発し、 その蒸気が

容器内に広がって行きます。

容器はドライアイス(-78°C)上に置かれているので、容器の底部は非常に低い温

度 ( 約一 30°C)になっています。

スポンジから発生したァルコール蒸気は、 容器内を下へ向かって拡散します。 これ

が、  拡散型のいわれです。

'i'ルコールを含ま
せtスポンジーj-
アルコール

スイァ
。e
イ
8
一一，7ド一

- l:,-
◆ '
1i1. - l

, l

l i

一一一一一一..

十 2 0°e

0°C

- 3 0°e
- '78°C

図 1 - 1  霧箱の動作原理

・表1-2に大気圧中のェチルアルコールの飽和蒸気圧を、 図1 - 2にそのグラフを示

しています。 飽和蒸気圧とは、 ある液体が、 ある温度の気体中で気体として安定し

て存在できる最大の分圧のことです。 20°Cでは0.058気圧と大きいためスポンジか

ら蒸発したアルコールは気体のままです。 しかし、底面の温度は、約一30°Cであり、

この時の飽和蒸気圧は0.0015気圧で20℃の時の約40分の1となり、ほとんどのア

ルコールは凝結します。こうしてアルコール蒸気の「上部(スポンジ)で発生し底

面上で液化する」 という下方への流れができます。

図1-2を見て下さい。例えば、20°Cでアルコールの蒸気圧が0.01気圧であったと

します。 温度が冷えていき、 -10°Cあたりで飽和蒸気圧になり、本来なら、 この温

度以下では、凝結して液体になるはずです。 しかし、何らかの「きっかけ」がない

と凝結できずに気体であり続けます。 この準安定状態を「過飽和状態」 といいます。

相対湿度が120%になったような状況と考えて下さい。

霧箱の上部では飽和蒸気圧以下ですので気体のまま存在できますが、 下がってくる

にっれ温度が下がり、底面から約1cm以下では、アルコール蒸気の分圧は、飽和蒸
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気圧を超えてしまいます。すなわち、霧箱の底部付近で、アルコールが過飽和状態

となります。

過飽和状態の気体状アルコールは、 何らかのきっかけがあれば、 凝結してアルコー

ルの液滴になり、 その結果、適正な飽和蒸気圧となります。

「何らかのきっかけ」 となるのが空気中のイオン(十または一に帯電した分子)や埃、

煙などです。

表 1 - 2  ェチルアルコール
の飽和蒸気圧

温度(℃)
飽和蒸気圧

(気圧)

1.078.3

80 0.10

20 0.058

0 0.017

- 2 0 0.0086

- 8 0 0.0015

1

l一、
出
期反 0.1、一'
出
4反
警、o.o1
に

類

0.001
ll0 -20 0 20 40 60 80 l 00

温度(℃)

図 1 - 2  ェチルアルコールの飽和蒸気圧

・気体中を放射線が通過 (飛行) すると 、  その通過 (飛行) 経路に沿つて気体分子が

電離されイオンが発生します。 すると、  余分に存在する気体状アルコールはイオン

のまわりに、イオンを核(凝結核)として凝結を始め、多数のアルコール液滴を作

ります。この液滴は、放射線が飛行した経路(飛跡)に沿つてできます。放射線、

気体、 イオンは目に見えませんが、 液滴の集合、 すなわち霧に光を当てると乱反射

して白く見えます。周囲を暗くして、底部を懐中電灯の光で照らすと、一瞬ですが、

飛跡に沿つてできた霧を見ることができます。

図 1 - 3  霧の発生
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注 :  湯気と水蒸気は違います。 水

蒸気は、「気体状の水」で目に見え

ません。一方、湯気は非常に小さい

水滴となって空中を漂つている「液

体状の水」です。1個の水滴は目に

見えませんが、 多数の水滴は光を反

射して白く見えます。これが湯気で

あり、言い換えれば「霧」です。



・これは、飛行機が高高度を飛行する際に上空で排出した水蒸気が冷却して、過飽和

状態になり、燃焼排気ガス中のイオンを核として飛行機雲ができるのと同じ原理です

(図 1 - 4参照)。 高空を飛ぶ飛行機の排ガスは高温で、 多くの水蒸気と炭酸ガスや微

粒子を含んでいます。 排ガスは低温の空気に冷却され、過飽和状態になります。排ガ

ス中の炭酸ガスなどのイオンや微粒子などを核として、水蒸気が凝結し水滴になりま

す。 この水滴が太陽の光を反射して、美しい飛行機雲になります。

l'- -
l :

水蒸気
+ 設酸ガス、!i
(イオン)

図 1 - 4 飛行機雲の発生

4l l-

水滴

[より詳しい話]

気体中を放射線が飛行するとき、 その飛行した経路 (飛跡) に沿つて気体の分子が

電離されイオンとなります。霧箱では、そのイオンを凝結核とした微小液滴が発生し、

放射線の軌跡を観察することができます。

放射線にはさまざまな種類があります。 アルファ線(高速のヘリウム原子核)、  陽子

線などは、 重粒子の荷電粒子線とよばれ、 重たいためほとんどの場合、 気体中を直進

します。 ベータ線は、 高速の電子線で、 軽いため気体中の分子にぶっかると進行方向

が曲げられ、 結果として不規則なジグザク飛行をします。 X線は電磁波であり、 気体

中を通過するときはほとんど通り抜けてしまいますが、 まれに電子をたたき出し、 そ

の電子が気体分子を電離しイオンを発生します。

地上には、 その他、 さまざまな宇宙線が降りそそいでいます。 霧箱で観察した飛行軌

跡を分析することにより、通過した放射線の性質がわかります。また、磁場をかける

と、飛行軌跡が曲がり、その曲がり方から、粒子の重量、電荷量などを分析すること

ができます。
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今のように発達した機器がなかった時代に、 霧箱は、 放射線や宇宙線、 原子核など

の研究に盛んに使用されました。 一例ですが、アメリカの物理学者コンプトンは、霧

箱を用いてX線の散乱の研究を行い、 コンプトン効果という現象を発見しました。  こ

の業績が認められ1927年にウィルソンと同時にノーベル賞を受賞しています。

現在では、 放射線や原子核の研究は、 加速器や原子炉などとコンピュータ制御の検

出器を使うことが主流で、 霧箱は、 教育用以外にはほとんど使われていません



あ と が き

本資料は、 例年のように、  N P 〇法人放射線教育フォーラムの年度末報告書

と し て 、 2 0  06年度中に開催した会合の記録、 いくつかの専門委員会の報告

書又は関連する資料、 2 0  0 6年度に開催した教員を対象とした「エネルギ
- ・ 環境 ・放射線セミナー」全国10地区の実施報告書、及び勉強会やセミ
ナーの講師の方々が作成されたテキストなどを、 事務局長松浦辰男が中心とな

り 、  フォーラム理事田中隆一、 会員辻萬亀雄、 及び会員関本順子の各氏のご協

力により編集作業を行つて作成したものである。 ここに各専門委員会委員長、

セミナ一開催責任者、 勉強会及びセミナ一講師、 並びに編集協力者の各位のご
努力に感謝する。また、巻末の広告欄に資料を提供され、本資料の出版費をご

支援下さった諸団体に御礼を申し上げる。 本資料が、 フ オ ーラム会員をはじめ

放射線教育にご関心の各位にとり何かのお役に立つことを希望するものである。

(松浦辰男)

発行 N P 〇法人放射線教育フォーラム 事務局
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ホームぺージ : http://www.ref.or.jp

発行日 2 0  0 7 年 3 月 3 1 日
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理科から科学へ 好奇心から探究心へ
日本理科教育振興協会は、子供たちの輝く日童を応援しています。

1 [ 理科好きの子供たちlし、日頃経験でき
験や科学の原理を探究させるような観l

え、 「発見する喜び」や「つくる喜び」 1
とにより、子供たちに科学的なものの.

豊かな科学的素養を育成することを目

ます。

ll' この事業は今年で10年目となり平1ll
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小学校の教師を対象に、児重・生徒が理科に関心・興味を

持てるような授業の展開を図ることの啓発を目的とし毎年

l回開催しています。

ll,平成18年度は東京女学館中学校高等学校で100名近い
参加がありました。_

国内外の第一線で活躍する研究者、企業人等を希望

校に派遣し、 授業や講演会等を行うことにより、 児

徒に学ぶことの楽しさを伝えるとともに、 学習指導

ねらいとする「確かな学力」 の向上に向けた各学校

組みを支援しています。

l平成17年度は306校の学校に達人を派這し大き

を呼びました。 現在達人の登録は57名に達してい
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電気事業連合会
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原子力 ・ 放射線をテーマに

資源 ・ エネルギ一教育、環境教育の題材を提供・・ ・
̃見て、聞いて、触れて、考える、教員のための研修̃

文部科学省委託事業

原子カ体験セ ミ ナ ー
本セミナーは、文部科学省の委託事業として財団法人放射線利用振興協会が実施する、

小学校、 中学校、 高等学校の教職員及びこれに準ずる教育関係者を対象とした研修です。

日本原子力研究開発機構の研究所等を主会場として全国の先生方を対象に開催するコー
スと、全国各地に出張して1̃2日間で開催するコースがあります。
内容は、講義、実験・実習、施設見学、 ワークショップなどで構成され、基礎的知識や

科学的知識を習得するコー ス、 資 源 ・ エネルギー ・環境 ・防災教育 ,l一 いった, 「総合的な学
習の時問」 等へ も役立てていただける内容のコースまで、 担当教科や興味・関心に応じて
ご参加いただけます。 また、 学校で活用していただける教材も提供しています。

ここでの体験や専門家とのふれあいから、 2 1世紀を担う児童・生徒達にとって魅力あ

る教育を探つていただければ幸いです。

● 参加資格 :主として小学校・  中学校・高等学校の教職員及びこれに準ずる教育関係者

●参加費用 :セ ミナーの参加に要する旅費、宿泊費等は主催者の規定により支給します。

● セ ミ ナーの予定やカリキュラムの詳細については下記にお問い合せください。

財団法人 放射線利用振興協会
国際原子力技術協力セン夕一 国内研修部
〒319-1106 茨城県那珂郡束海村白方白根2 - 4
ホームぺージ : http://www.rada.or.jp/taiken/
E-mai1:tokai-taiken@jaea.go.jp
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', インターネッ  トで原子力のことを学ぼう
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収録数2 6 0  0件を超すテータ
ペースl形式の百科事典です。世
界の原手カや放射線など最新'll
報をa富な國板とともにていia
いに解説します。

:': l・

l 「一

.・1- ' '1二 -'一一一一一一一 一: '_一」 l -, -・--l- ・ -
工ネルギー ・原子カ・放射線の
3つのテーマに分かれ、 イラス
ト入りでやさしく説明している
ので、小学生にも期みやすいテ
ータペースです。
通

原子カに聞連する最新情報、さま
さまなデータ、解能、クイスなど
をインターネットで癌供して .い3
バーチャル田■量です。

・:11 -
・1
原1子カやエネルギーについて,
避びながら楽しく学ぺるキッ;ズ
コーナーができました l t!0i二
覧ください1

●「原子力図●館げんしろう」は、文部科学省から委託され科学技術振英a構(JST)が行つでいる原子カ情報普及業務です。

(S)器整? 興 :文it情報部 受託出版課 -振 機構 ・l TEL;03-5 2 1 0-4 9 6 2 E -mail:helpda6k〇mr.Jst.go.」p



I
日本電気協会は大正10年に設立された、日本で唯一の電気関係総合団体です
電気の生産から消費に関わる幅広い会員を有し、電気関係事業の健全なる発展に寄与しております

l■l '●気の今を学ぶために 東a“の‘l子の
あ電:tの知‘lliいie ,,,

一電気事業について43の質間と答一 要y
本体価格600円十消費税30円送料450円A5判・158頁 d
一般社会人.学生などを対象に, 電気の生産 , . 1?
供結をになう電気事業者(電力会社等)の今日
のありのままの姿や当面する請間題にっいて 0
知つていただ<ために. 〇&A方式で國表を多<
取り入れ.2色刷りでわかりやすく説明しています_-__
お問い合わせは出版部03-4 2 8 3-2 0 0 2
または下記ウェブサイトから!

他にも多数の電気関係書籍・ビデオを発行しております

l■l '●気の今を知るために

電気新聞は電力 , 電機 , 情報通信分野における日刊専門紙です 購読料

原子力関係も最新の二ユースを提供しています 1系最器機goo円+消費税1go円 )
購読のお申し込みは新聞部フリ ダイヤル0120 39 1551
または下記ウェフサイトから! ■■l 二a●la●●】-■●I

電気事故リボート
一突然の災書から身を守るために一

本体価格28.572円十消費税1 ,428円VHS・18分
災害が起こった時, あなたは冷静に対処
できますか?このビデオは . 災害で起こる
電気事故から日常生活まで . 家庭で必要
な電気安全知識をわかりやすく紹介してい
ます。テレビでおなじみの東海林のり子さん
がリポートします!

お問い合わせは広報部03-4283-2006
または下記ウェブサイトから!

一一 :--



f 商 高 全 ; ll 日  〒 l l 4-8 5 2 4  東京都北区堀船2- l 7- l TEL.03-5 3 9 0-7 3 3 l  FAX.03-5 3 9 0-6 0 l 4;1K a、宣 本日 東京書篇ホームぺージーhttp://www.tokyo-shoseki.co.jp 東書Eネットーhttp://ten.tokyo-shoseki.co.jp

科学者になる方法 ̃第一線の研究者が語る̃
科学技術振興機構プレスルーム/編
A5判/208頁/定価l57 5円(本体l50 0円)

日本屈指の科学者35人が「理系に進んだきっかけ」や「研究者としての今」などを語る。話題の最先端研究や科学者の魅力 -将来像などが具体的に見えてくる

たのしくわかる物理実験事典
左巻健男.滝川洋二/編著
A5判/464頁/定価3990円(本体3800円)

小 ・中 -高の授業で行いたぃ基礎的な実験でしかも「楽しくゎかる」実験,新開発された実験をセレクトして,実験方法を」一章に解説した物理実験書の決定版

たのしくわかる化学実験事典
左巻健男/編著
A5判/480頁/定価3873円(本体3689円)

小 ・中 ・高の授業で行いたい基礎的でしかも「楽しくゎかる」実験をJ章に見やすく解説。生活や産業と化学の関わりを扱う実験も多数掲載。化学実験普の決定版。

國観察・実験
大事典

「新 観察・実験大事典」編集委員会 編
定価:各編12.600円(税込)各1f全 3巷 (分売不可)



日本原子力学会 シニアネットヮーク ( SN W)tこついて

2 0  0 7 .  3 .  2 0 .  S NW幹事 金氏 顕

シニアネットヮーク連絡会は平成1 8 年 5 月  22日に設立された、 原子力学会ではもっとも新し

い連絡会である。現在会員は竹内哲夫会長(元原子力委員)以下140名、主に産業界、研究界、

大学の原子力シニア達である。 長年の知見と経験を活かして原子力に対する理解を社会に訴え、 特

に次代を担う若い世代にその想いを伝えたいと、 次のような活動を積極的に展開している。

1 . 生い立ち

母体は 「エネルギー問題に発言する会」 で、 これは原子力の草創期を体験した〇 Bが当初メ

デイァの原子力に対する誤報道を正す日的で5年ほど前に作られた会である。 ここに原子力学

会の企画委員から 「原子力を志す学生を支援する活動を一緒にしませんか」 との話があり、 学
会の学生連絡会の委員との交流をきっかけに 「学生とシニアの対話」 の構想が生まれ、 平成1

7年7月に武蔵工大で第1回が開催された。

2 .  SNWの設立とその後の活動

「学生とシニアの対話」 は次々と回を重ね、 この間活動の組織化が検討された結果、 原子力

学会にS NWを設立するに至り、 第7回以降S NWが対話の主催を行つている。 今年3月末ま

でには北は北海道から南は九州まで都合11回、 ほぼ全国の原子力系学科の17大学の学生と

の対話を一巡することになる。延べ参加学生数約370名、参加シニアは135名である。
対話の方法は、学生からの疑問、悩み、要望などにっいて、学生4̃ 8名対シニア2̃3 名

のグループに分れ、 2 時間程度討論した後各グループの学生代表が結果を発表する。 この方式

は対話の後により深く懇談するための懇親会ともども継承されている。

_対話イン東北 (昨年1 2月 ) a対話イン茨城 (本年2月)

ま た S  NWでは学生のみでなく広く世間一般にェネルギー ・ 地球環境の問題を訴え、 特に原子

力にっいて真の理解を求めるため、 シンポジウムも企画。 討論では主に原子力〇 Bシニアの果

たす役割を議論、 これまでに東京と北海道で3回実施し、 参加者は延べ270名である。

3 .今後への期待

これまでの経験から、 これらの問題を正しく理解し日々努力をされている教官方や学生の存

在を知り心強く思う反面、 その全体に対する比率から道違しの感も否めない。

S NWではこれまでの活動のたゆまぬ継続と拡大発展により、 我々の生涯をかけた原子力と

いう貴重な財産を、 信頼できる若い世代にしっかりバトンを引き継ぐことを念願している。

同じ想いのシニアの方がおられれば下記にS  NWの入会手続きをお知らせします。

mhtt://wwwsoc.nii.ac. /aes'/snw/n ukaiannai_html
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全 国 l 0 の 電 力 会 社 で っ く る

電気事業連合会
ホ ームページにもゼ t l ' ア クセスを 一
http://www. f epc . ol1. j p/
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4ヶ所村
津
軽
海
峡
、
日
本
海
、
太
平
洋
に
三
方
を
囲
ま
れ
、

案
流
と
暖
流
が
ぶ
つ
か
る
青
森
の
海
は
海
産
物
の
宝
庫
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い
ま
な
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ば
、
イ
力
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二
、
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テ
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ザ
ェ
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ジ
ミ
な
ど
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旬
の
味
で
し
ょ
う
か
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そ
し
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、
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国
の
涼
し
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野
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美
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